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１．ご 挨 拶





　現在、全国的な手話通訳人材の不足、電話リレーサービスにおける品質の保証、そして高等教育機
関における聴覚障害学生への手話通訳ニーズへの対応の不十分さといった課題が山積しており、「若
年層を対象とした手話通訳者養成」を真剣に考えていかなければ、高度職業人としての聴覚障害者の
社会参加が大きく阻まれてしまう現実に直面しています。そのためには、高等教育機関で手話通訳者
を養成できる体制を確立し、全国でその教育を受けられるようあらゆる環境を整備していくことが必
要です。
　こうした問題に風穴を開けるべく、群馬大学では、群馬県が制定した手話言語条例への学術機関と
しての貢献として、2017年度より、日本財団助成による群馬県との共催事業「学術手話通訳に対応し
た通訳者の養成」（2019年度より「学術手話通訳に対応した専門支援者の養成」）を実施いたしまし
た。これは、２つの目的によって成り立ちます。１点目は、大学生の養成であり、卒業までに高度な
手話スキルを有する専門支援者として社会に送り出すというものです。そして２点目は、県内の手話
通訳者向けに、高等教育機関での授業や学会発表等で求められる「学術手話通訳」に関する研修を実
施するというものです。
　群馬県は2015年３月に全国の都道府県で３番目に手話言語条例を制定し、かつ、同年12月に前橋市
でも同条例が制定されたことで、全国で初めて県と市の双方で同条例を制定した県となりました。さ
らには2024年３月現在、18ヶ所の市町村で同条例が制定され、全国屈指の手話言語条例制定県となっ
ております。「手話先進県」の群馬県として、行政と学術機関とが一体となり、手話通訳スキルを身
につけた専門支援者を県内に広く輩出していくとともに、全国のモデルとして「群馬方式」を広く情
報発信していくべく、本事業を推進してまいりました。
　そして2020年度末には４年目を終え、１年次から４年間学んだ学生を社会に送り出すことができま
した。加えて、2020年度はコロナ禍に見舞われたこともあり、これまでの授業をすべてオンラインに
最適化させることができました。これにより、教室に集まらずとも、手話等を学べる環境も整いまし
た。
　そこで2021年度からは、それまでの４年間の事業をさらに発展させるべく、日本財団助成事業「聴
覚障害に関わる支援人材育成を目的とした遠隔手話教育システムの構築」に着手しました。本事業の
最終目標は、手話教育研究拠点の連合体を形成し、遠隔ベースの手話教育システムを確立すること
で、高度なスキルを持った手話通訳者の不足や、聴覚障害関連専門職の手話スキルの問題の解決を図
ることにあります。
　そして2023年度から、これまでの準備期間を経て、履修証明制度に基づく「日本手話実践力育成プ
ログラム」（文部科学省職業実践力育成プログラム認定）をスタートしました。本学の学生向けの手
話習得、手話通訳者養成の授業と同内容の授業を、夜間にオンラインで社会人向けに行うプログラム
です。これにより、全国の社会人の皆様に、本学の授業を受講していただくことができるようになり
ました。また、その他のオンラインを活用した学外向けのコンテンツ配信として、免許法認定通信教
育も継続、公開講座を大幅に拡充しました。
　手話奉仕員養成カリキュラム修了者は累計152名、手話通訳養成カリキュラム修了者は累計58名、
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盲ろう者向け通訳・介助員養成カリキュラム修了者は累計23名となりました。
　一方、2023年度の公開講座の受講者は792名、免許法認定通信教育の受講者はのべ20名になりまし
た。本学修了者や公開講座、免許法認定通信教育の受講者等が、それぞれ身につけたスキルを特別支
援学校や手話通訳の現場で活かしてくれることを願いつつ、この１年間の事業の成果をまとめたもの
が、本報告書になります。これまで進めてきた事業が花開いていき、全国の手話通訳養成、手話に関
わる専門支援者養成の質向上に寄与できることを願っております。
　皆様方からのご指導、ご鞭撻、そしてご支援のほど、どうぞよろしくお願い申し上げます。

　　2024年３月１日

� 群馬大学共同教育学部教授
� 手話サポーター養成プロジェクト室長

� 金　澤　貴　之

4



２．事業概要





事業概要

１．事業目的
　本事業は、第一期事業である2017年度から2020年度までに構築した群馬大学における手話通訳者育
成の基盤を活かして、新たに着手した第二期事業「聴覚障害に関わる支援人材育成を目的とした遠隔
手話教育システムの構築」の３年目にあたる。
　本事業の最終目標は、高度なスキルを持った手話通訳者の不足や、聴覚障害関連専門職の手話スキ
ルの問題を解決すべく、手話教育研究拠点の連合体を形成し、遠隔ベースの手話教育システムを確立
することにある。このことを2030年度までに実現すべく、まずは2025年度までに、以下のことを実現
させることを目標としている。すなわち、①現行の手話通訳資格を高等教育機関で取得可能にする、
②高校の選択科目「手話」を学校（自治体）設定科目として実施、③手話・通訳スキルの習得到達度
の高い遠隔カリキュラムの完成、学習者向けテキストの出版、④指導者養成カリキュラム概要の完
成、⑤遠隔システムによる聴覚障害に関わる各種専門職研修の実現、⑥関西学院大学等の他大学との
連携の構築を実現させること、である。
　３年目である2023年度は、事業の中核となる大学における授業実践を通した PDCAサイクルによ
る授業開発として、日本では研究開発が遅れている、成人音声母語話者を対象とした手話言語の第二
言語習得の効果的な指導法のあり方、通訳理論に基づく通訳養成指導、手話スキルを活用した教育・
支援実践指導のあり方を、対面・オンライン・オンデマンド授業を展開する中で検討した。その上
で、履修証明制度を活用した社会人向けオンライン教育「日本手話実践力育成プログラム」を開講し
た。また、その他のオンライン、オンデマンド教育として、公開講座、免許法認定通信教育、通常の
高校や聴覚特別支援学校での授業実践、他大学生向け体験受講を実施した。その他の社会貢献活動と
して、他機関における講習会等での講師派遣などを実施した。「学生YouTuber」の活躍も、プロ
ジェクトの名称でもある「手話サポーター」の活動の１つとして、重要な事業成果の１つと言える。

２．事業内容
　本事業では、上記の目的に沿って、以下のことを実施した。
⑴　授業開発
　学外への様々な遠隔配信に耐えうる授業の研究開発の基点となるのは学内の授業である。日本では
研究開発が遅れている成人音声母語話者を対象とした手話言語の第二言語習得の効果的な指導法のあ
り方、通訳理論に基づく通訳養成指導、手話スキルを活用した教育・支援実践指導のあり方を、対
面・オンライン・オンデマンド型授業を展開する中で検討した。
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１）授業開発
　①　日本手話教育（１年生対象）
　　・「手話とろう文化」（初学者向け）
　　・「言語としての日本手話ⅠＡ／ⅠＢ」、「言語としての日本手話ⅡＡ／ⅡＢ」（厚生労働省手話奉

仕員養成カリキュラムに相当）
　②　手話通訳教育（２～３年生対象）
　　・「日本手話と日本語の違いを学ぶⅠ」、「日本手話と日本語の違いを学ぶⅡ」、「日本手話と日本

語の違いを学ぶⅢ」（厚生労働省手話通訳者養成カリキュラム「基本」「応用」「実践」に相当）

　③　聴覚特別支援学校教員養成
　　・「聴覚障害教育演習Ｃ」（学部）
　　・「聴覚障害児指導法特論」（学部）
　　・「聴覚障害児の心理特論」（学部）
　　・「聾重複障害児の教育概論」（専攻科）
　　・「聴覚障害児の心理概論」（専攻科）

　④　日本手話を活用した支援
　　・「SDGs 総合演習：日本手話を活用した聴覚障害児者支援の実践」（学部）
　　・「聴覚障害教育演習Ｄ」、「聾重複障害児の教育概論Ｅ」（学部）
　　・「盲ろう児者支援技術演習Ⅰ」、「盲ろう児者支援技術演習Ⅱ」（専攻科）

　⑤　手話通訳資格試験対策講座
　　・手話通訳試験対策講座USB貸出：２名
　　　SL-LMS を利用した通訳練習素材の提供と、手話通訳養成の授業における講師の解説の読みと
り・聞きとり通訳の演習を行った。

２）社会人向け授業
　①　日本手話実践力育成プログラム
　　　履修証明制度を活用した社会人向けプログラム「日本手話実践力育成プログラム」（文部科学
省職業実践力育成プログラム認定）を開始した。これにより、社会人がオンライン教育により、
厚生労働省手話奉仕員養成カリキュラム（ベーシックコース）や手話通訳者養成カリキュラム
（アドバンスコース）を満たすコースを設けることができた。

　　　・ベーシックコース　定員30名（週２コマ）
　　　・アドバンスコース　定員10名（週１コマ）
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　②　群馬大学公開講座
　　　以下の公開講座をオンライン・オンデマンドで実施した。オンデマンド講座を多く用意したこ
と、独自のLMSを構築して実施したこともあり、のべ800名以上の受講に対応することができた。

　　〈オンライン講座〉
　　　・オンライン授業で学ぶ手話とろう文化
　　〈オンデマンド講座〉
　　　・オンデマンド教材で学ぶ手話とろう文化
　　　・聴覚障害児の理解
　　　・聴覚障害児の教育課程・指導法
　　　・ろう重複障害児・者の教育と支援
　　　・日本手話の文法を学ぶ

　③　免許法認定通信教育
　　　聴覚障害領域の二種免許状保有者を対象に、オンデマンド授業で一種免許状取得するための以
下の３つの科目を開講した。

　　　・聴覚障害児の心理・生理及び病理
　　　・聴覚障害児の教育課程と指導法
　　　・聴覚と他の障害を併せ持つ重複障害児の教育

３）高校選択科目「手話」の実現に向けた試行
　①　聖光学院高校での「手話」科目の開始に向けた取り組み
　　　聖光学院高等学校において、全国初、３年間の体系的カリキュラムとして「手話」の授業を実施。
　　手話通訳者の高齢化に対する全国的な課題の解消に向けて、遠隔教育にて、海外先進国と同様
に、高校段階から手話の体系的な学習機会を増やすことを見据えた取り組みを行った。

　②　ろう学校高等部を対象とした模擬授業
　　　群馬大学共同教育学部が提供する高等学校等向け模擬授業としてオンラインで実施。

４）聴覚障害児者の支援専門職のカリキュラム作成に向けた取り組み
　　オンデマンド公開講座において、聴覚障害児者を対象としたスクールソーシャルワーク関連の講
座を設けた。

５）単位互換制度の実施に向けた試行
　　公開講座を学生は無料として実施し、全国各地の大学から合計201名の学生が受講した。

６）日本手話・手話通訳教育指導者養成に向けた取組み
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　①　神奈川県聴覚障害者福祉センター職員研修において、手話通訳制度、遠隔手話通訳の解説、聾
教育をめぐる今日的課題の解説等を行った。

　②　NPO手話教師センターが実施する、コミュニティ＆学術分野におけるろう通訳者・フィー
ダー養成事業において、中野聡子准教授が「学術通訳とは？」のテーマで講演を行った。

７）大学間連携による「手話教育研究の拠点形成事業」に向けた取り組み
　　関西学院大学手話言語研究センターと授業、講師派遣、教材作成、研究交流などの連携を行った。

８）学生による「手話サポーター」の活動
　・「学生YouTuber」としての動画撮影および編集：４名

３．事業成果の社会的還元
　・得られた知見を研修・講演会の講師、学会発表等、論文、その他成果物の形で社会的に還元でき
るようにした。

　・2021年度に作成した「日本手話文法解説集」に日本手話・字幕・音声通訳をつけた動画テキスト
として完成させた。

10



１）質の高い専門者養成に向けた授業開発

　手話サポーター養成プロジェクト室が関わる授業としては、「日本手話・手話通訳教育」「聴覚障害
児等の教育に関わる専門知識の習得と実践への反映」「手話を活用した教育・支援の実践」の３つが
ある。
　「日本手話・手話通訳教育」のうち、「手話とろう文化」の授業では、日本手話の入門的な学びを目
的として、取り扱う文法項目やスキット、理論と実技の接続について若干の見直しを行った。「言語
としての日本手話ⅠＡ／ⅠＢ／ⅡＡ／ⅡＢ」「日本手話と日本語の違いを学ぶⅠ／Ⅱ／Ⅲ」の７つの
演習授業は、CEFR（ヨーロッパ言語共通参照枠）への準拠を進めるべく、日本手話教育おいてタス
ク・ベースの教授法、トランス・ランゲージング教授法、内容言語統合型学習（CLIL）等のブラッ
シュアップを図り、また各授業回での言語活動の目標をCEFR-CV の尺度に準じて示すようにした。
この他、前期の「言語としての日本手話ⅠＡ／ⅠＢ」で学ぶ文法について、文法解説動画と理解度を
確認する文法問題をセットにした参照文法教材を開発した。手話通訳教育ではこれまでの通訳トレー
ニングに加えて、要約トレーニング、やさしい日本語、バイリンガル・バイリテラシー力をさらに高
める言語活動を取り入れた。そして、手話言語・手話通訳教育のニーズに特化した LMS「遠隔手話
教育システム」の運用により、宿題や事前・事後課題の動画提出、動画を含む授業資料、参考サイト
の閲覧を容易にできるようにした。これらによって、履修生の学習到達度に大幅な進展をもたらすこ
とができた。
　「聴覚障害児等の教育に関わる専門知識の習得と実践への反映」に関する授業、「聴覚障害児の心理
／心理特論／心理概論」「聴覚障害児指導法特論」は、理論と教育実践の結びつきを深める授業を行
うように改善した。
　「手話を活用した教育・支援の実践」に関する授業、「SDGs 総合演習：日本手話を活用した聴覚障
害児者支援の実践」「聾重複障害児の教育概論」「聴覚障害教育演習Ｃ・Ｄ・Ｅ」「盲ろう児者支援技
術演習Ⅰ／Ⅱ」は、身につけた高度な手話力を教育・支援現場に実践反映させられるようにし、さら
にコミュニケーションスキルの幅を広げられるようにするため、演習部分の見直しを行った。
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○受講者数（履修登録者数）
� （　　）は宇都宮大学共同教育学部の受講者数

授　業　名 科目分野 開講時期 受講者数

手話とろう文化 教養教育 前期 200

言語としての日本手話ⅠＡ 教養教育 前期 55

言語としての日本手話ⅠＢ 教養教育 前期 55

言語としての日本手話ⅡＡ 教養教育 後期 20

言語としての日本手話ⅡＢ 教養教育 後期 20

日本手話と日本語の違いを学ぶⅠ 共同教育学部 前期 ６

日本手話と日本語の違いを学ぶⅡ 共同教育学部 後期 ６

日本手話と日本語の違いを学ぶⅢ 共同教育学部 前期 ６

聴覚障害教育演習Ｃ
聾重複障害児の教育概論

共同教育学部
専攻科 前期 ４

聴覚障害教育演習Ｄ
盲ろう児者支援技術演習Ⅰ

共同教育学部
専攻科 前期集中 ８

聴覚障害教育演習Ｅ
盲ろう児者支援技術演習Ⅱ

共同教育学部
専攻科 後期集中 ８

聴覚障害児の心理特論
聴覚障害児の心理概論

共同教育学部
専攻科 後期 23

（10）

聴覚障害児指導法特論 共同教育学部 前期 19
（５）

SDGs 総合演習 共同教育学部 前期集中 ２
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授業の１コマ

「手話とろう文化」

「言語としての日本手話ⅠＡ／ⅠＢ／ⅡＡ／ⅡＢ」

授業はろう学生によるオープニングトークから始まり
ます

スタジオから手話スキットを配信　裏方ではスタッフ
が授業作りを支えています

オンライン授業を真剣に受ける学生たち

手話でコミュニケーションを取りながらグループで課
題を行います

活動の最後に手話で発表します
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「日本手話と日本語の違いを学ぶⅠ／Ⅱ／Ⅲ」

「盲ろう児者支援技術演習Ⅰ／Ⅱ」

「聴覚障害教育演習Ｄ／Ｅ」

当日の授業で使う手話単語の確認をします 学生の通訳動画を確認しながら教員によるフィード
バックが行われます

学生同士でDC-S に基づく通訳振り返りを行います 原美術館で行われた通訳実習を振り返り、通訳の技
術、通訳者としての行動の見直しを図ります

様々なコミュニケーションニーズをもつ盲ろう者の方々をゲストでお招きし、指点字や触手話の実技演習も行います。
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○シラバス紹介

手話習得

手話とろう文化

担 当 教 員 金澤貴之・下島恭子

科 目 分 野 【教養教育】総合科目群 開講曜日・時限 前期・木３–４

授 業 形 式 講義および実技　オンライン 単 位 数 ２

❖ 授業の目的
　ろう者の言語である「日本手話」の実技指導を通して初歩レベルの会話を手話で表現できるように
するとともに、ろう者の考え方や行動様式を「ろう文化」という異文化理解の視点で捉えていくこと
で、身体状況、言語、文化の異なる者の多文化共生社会のあり方について見識を深める。

❖ 授業の到達目標
　日本手話とろう文化についての基本的な理解ができ、初級程度（手話検定３級〜４級程度）のスキ
ルを習得する。

❖ ディプロマポリシーとの関連 （評価の観点）

Ａ：諸科学についての基礎的知識と理解　○
Ｂ：論理的・創造的思考力　○
Ｃ：コミュニケーション能力　◎
Ｄ：社会的倫理観・国際性　◎
（◎：特に重視する　○：重視する　△：評価対象　―：評価対象としない）

❖ 授業概要
　聴覚に障害のある人たちの中には、日本手話という独自の言語を身につけ、独自の文化を築き上げ
ている「ろう者」と呼ばれる人たちがいる。本講義では、日本手話の実技を交えながら、手話とろう
文化について概説する。
　日本手話は日本語とは異なる文法構造を持っている。そのため実技指導にあたっては、ろう者教員
の直接教授により、手話のみ（音声なし）で行う。また、講義形式の中で、文法等に関する理論的な
説明も行う。
　単に「日本手話」という言語を学ぶだけでなく、その背景となる「ろう文化」について概説する。
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具体的には、態度や言葉の解釈の違いなどの思考・行動様式や、生活・教育環境の違い、そしてその
背景となるろう者社会の歴史や社会事情について幅広く取り扱う。

❖ 授業スケジュール
１．実技：「二人の出会い」（非手指表現（NM表現））　理論：「講義の進め方」
２．実技：「あいさつしよう」（文末の頷き　否定の首振り）　理論：「聴覚障害学生支援」
３．実技：「家族について」（指差し表現　代名詞表現　並列関係）　理論：「手話通訳者養成の課題」
４．実技：「相手のことを知ろう」（Yes/No 表現　Yes/No 疑問文　CL表現　あいづち）　理論：「手
話が「言語である」とは？」

５．実技：「相手のことをもっと知ろう」（WH疑問文　数の表現　動詞の変化）　理論：「90％ルール
がもたらすもの」

６．実技：「デートに誘われる…？」（CL動詞　空間の利用）　理論：「言語と文化１」
７．実技：「友達を紹介しよう」（モダリティ表現　文末コピー　程度の表現）　理論：「言語と文化
２」

８．実技：「過去のことを話そう」（時制の表現）　理論：「ろう文化」
９．実技：「未来の夢を語り合おう１」（条件構文　否定疑問文）　理論：「『聴覚障害』の相対性」
10．実技：「未来の夢を語り合おう２」（否定表現）　理論：「『聴覚障害』の重層性」
11．実技：「想いを伝えよう」（順接　逆接）　理論：「文化とアイデンティティ１」
12．実技：「キャンプを楽しもう」（文末のコメント）　理論：「文化とアイデンティティ２」
13．総復習
14．総復習
15．総復習

❖ 授業時間外学修情報

　テキストの指定箇所を事前に読む。授業後に実技で学んだ手話表現を復習する。

❖ 成績評価基準 （授業評価方法） 及び関連するディプロマポリシー

　毎回のリアクションペーパー（20％）と試験（理論と実技）（80％）で評価します。
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手話習得／手話通訳養成

言語としての日本手話ⅠＡ /ⅠＢ

担 当 教 員 中野聡子・下島恭子・山本綾乃

科 目 分 野 【教養教育】人文科学科目群 開講曜日・時限 前期・火７–８
水５–６

授 業 形 式 演習（対面授業） 単 位 数 ２

❖ 授業の目的
　重度の聴覚障害児・者とのコミュニケーションでは、手話や文字など、音声を介しない視覚的手段
が必要となる。本講義では、日本語とは異なる言語体系を持つ日本手話について、CEFR 手話版Ａ２
レベルの言語運用力の習得を目指す。本講義は、「言語としての日本手話ⅠＡ」「言語としての日本手
話ⅠＢ」と連続した演習授業となっているため、２つの授業を併せて履修することを条件とする。

❖ 授業の到達目標
１）日本手話で、CEFR（学習、教授、評価のためのヨーロッパ言語共通参照枠）手話版である「専
門職を目的とする手話能力の欧州基準」Ａ１–Ａ２レベルの言語運用力を身につける（全国手話検定
試験２〜３級に相当するレベル）。

Ａ１：
　馴染みのある日常的な表現や具体的な要求を満たすための基本的な言い回しを理解し、使うことが
できる。自分や他人を紹介でき、住んでいる場所や知っている人、持っている物などといった個人的
な事柄に関しての詳細を尋ねたり答えたりできる。相手がゆっくりわかりやすく話し、援助してくれ
る場合、簡単なやりとりができる。

Ａ２：
　ごく基本的な個人情報や家庭情報、買い物、近所、仕事など、直接的関係のある領域に関する、よ
く使われる文や表現が理解できる。簡単で日常的な範囲なら、身近で日常の事柄についての情報交換
に応ずることができる。自分の背景や身の回りの状況や、直接的な必要性のある領域の事柄を簡単な
言葉で説明できる。

２）日本手話の基本語彙750語を習得する。
３）聴覚障害者を始めとする配慮の必要な人々とのコミュニケーションにおける基本姿勢を身につける。
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❖ ディプロマポリシーとの関連 （評価の観点）

Ａ：諸科学についての基礎的知識と理解　○
Ｂ：論理的・創造的思考力　○
Ｃ：コミュニケーション能力　◎
Ｄ：社会的倫理観・国際性　◎
（◎：特に重視する　○：重視する　△：評価対象　―：評価対象としない）

❖ 授業概要
　毎回の授業では、手話による言語活動を通じて、日本手話の言語運用能力（文法的能力、社会言語
的能力、談話的能力、方略的能力）を高めていく。

❖ 授業スケジュール
　「言語としての日本手話」のⅠＡとⅠＢを合わせた授業スケジュールです。
　学習進捗状況等に応じて変更することがあります。

第１回　イントロダクション
第２回　イントロダクション２
第３回　名前、所属、出身県を伝えよう
第４回　好きなものと得意なことを聞こう／伝えよう
第５回　家族について聞こう／伝えよう
第６回　深堀り！日本手話の疑問文
第７回　私の１日
第８回　お店や施設の営業情報
第９回　比べよう
第10回　健康に関する情報を伝えよう
第11回　道を案内する
第12回　どれにする？
第13回　感染症対策について伝えよう
第14回　買い物をしよう
第15回　私の将来
第16回　短いストーリーを作ろう
第17回　ごめんなさい
第18回　さそいましょう
第19回　状況を説明しよう
第20回　要求を伝える
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第21回　さまざまな否定表現
第22回　家の中の整理収納
第23回　企画しよう（１）
第24回　企画しよう（２）
第25回　ろう学校に行って絵本の読み聞かせをしよう（１）
第26回　ろう学校に行って絵本の読み聞かせをしよう（２）
第27回　私が市長になったら（１）
第28回　私が市長になったら（２）
第29回　ろう者の有名人を紹介しよう（１）
第30回　ろう者の有名人を紹介しよう（２）

❖ 授業時間外学修情報

■「言語としての日本手話ⅠＡ・ⅠＢ」を併せて、毎週宿題があります。
■当該授業日の前日までに、授業資料を提示するので、言語活動で出てきそうな語彙や表現は前もっ
て予習しておいてください。
※資料には動画データを含むため、手話サポーター養成プロジェクト室の LMSで共有します。使い
方はイントロダクションで説明します。
※お知らせや連絡も上記 LMSで行います。担当教員への相談の際も LMSを使用してください。

❖ 成績評価基準 （授業評価方法） 及び関連するディプロマポリシー

■出欠の取扱いについて
・単位取得には３分の２以上の出席を必要とします。
・出席の確認は毎回授業終了後に提出されたリアクションシートで行います。リアクションシートの
提出期限は授業翌日の昼12：00です。
・体調等の理由により配慮を求めたい場合は医師の診断書（またはそれと同等の証明書）を提出した
うえで、提示された代替課題に取り組み提出してください。診断書等及び代替課題の提出がない場
合は欠席扱いとなります。
・大学の方針でオンライン授業となった場合、本授業では授業全体にわたってカメラオンで参加する
ことを出席の条件とします。体調や接続トラブルが理由でカメラオフ参加をする場合は、その旨を
担当教員に連絡し、代替課題を提出することで出席扱いとします。また体調不良によるカメラオフ
参加が２回以上継続される場合は医師の診断書等も要提出とします。

■積極的・主体的な学び（授業への出席、宿題の提出回数、積極的な手話表出練習、講師への質問や
話しかけ、他の受講生の手話表出や講師とのやりとりからの学び、自主的な学習等）…60％
・この評価には宿題の提出回数も加味されます。
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・単位取得には、３分の２以上の宿題の提出が必要です。

■授業におけるタスクや宿題の内容に対する評価（日本手話の言語スキル）…20％

■期末試験…20％
　資料等の持ち込み不可
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手話習得／手話通訳養成

言語としての日本手話ⅡＡ /ⅡＢ

担 当 教 員 中野聡子・下島恭子・山本綾乃

科 目 分 野 【教養教育】人文科学科目群 開講曜日・時限 後期・水７–８
木３–４

授 業 形 式 演習（対面授業） 単 位 数 ２

❖ 授業の目的
　重度の聴覚障害児・者とのコミュニケーションでは、手話や文字など、音声を介しない視覚的手段
が必要となる。本講義では、日本語とは異なる言語体系を持つ日本手話について、CEFR のＢ１レベ
ルの言語運用力の習得を目指す。本講義は、「言語としての日本手話ⅠＡ／ⅠＢ」が履修済みである
ことを条件とする。また、「言語としての日本手話ⅡＡ」「言語としての日本手話ⅡＢ」と連続した演
習授業となっているため、２つの授業を併せて履修することを条件とする。

❖ 授業の到達目標
１）日本手話で、CEFR（学習、教授、評価のためのヨーロッパ言語共通参照枠）手話版（専門職を
目的とした手話能力の欧州基準）Ｂ１レベルの言語運用力を身につける（全国手話検定試験準１級
〜２級相当）。

Ａ２：
　ごく基本的な個人情報や家庭情報、買い物、近所、仕事など、直接的関係のある領域に関する、よ
く使われる文や表現が理解できる。簡単で日常的な範囲なら、身近で日常の事柄についての情報交換
に応じることができる。自分の背景や身の回りの状況や、直接的な必要性のある領域の事柄を簡単な
言葉で説明できる。

B1：
　仕事、学校、職場で普段出会うような身近な話題について、標準的な話し方であれば主要点を理解
できる。手話で話されるときに起こりそうなたいていの事態に対処することができる。身近で個人的
にも関心のある話題について、単純な方法で結びつけられた脈絡のあるテクストを作ることができ
る。経験、出来事、夢、希望、野心を説明し、意見や計画の理由、説明を短く述べることができる。
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２）日本手話の基本語彙1500語を習得する（750語は「言語としての日本手話ⅠＡ／ⅠＢ」で習得済
み）。
３）聴覚障害者を始めとする配慮の必要な人々とのコミュニケーションにおける基本姿勢を身につけ
る。

❖ ディプロマポリシーとの関連（評価の観点）
Ａ：諸科学についての基礎的知識と理解　○
Ｂ：論理的・創造的思考力　○
Ｃ：コミュニケーション能力　◎
Ｄ：社会的倫理観・国際性　◎
（◎：特に重視する　○：重視する　△：評価対象　―：評価対象としない）

❖ 授業概要
　毎回の授業では、手話による言語活動を通じて、日本手話の言語運用能力（文法的能力、社会言語
的能力、談話的能力、方略的能力）を高めていく。

❖ 授業スケジュール
　「言語としての日本手話」のⅡＡとⅡＢを合わせた授業スケジュールです。
　学修進捗状況等に応じて変更することがあります。

第１回　オリエンテーション
第２回　文末コメント
第３回　関係節と補文構造
第４回　空港を案内する
第５回　無人島に持っていくなら
第６回　買い物１
第７回　津波からの避難１
第８回　津波からの避難２
第９回　絵本の読み聞かせをしよう１
第10回　絵本の読み聞かせをしよう２
第11回　ストーリーを作ろう１
第12回　ストーリーを作ろう２
第13回　障害者の雇用１
第14回　障害者の雇用２
第15回　電話リレーサービス１
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第16回　電話リレーサービス２
第17回　買い物２
第18回　クレームの申立て
第19回　ろう者の職業
第20回　デフジョークを楽しもう
第21回　手話語り１
第22回　手話語り２
第23回　日本のお雑煮大調査
第24回　図の説明をしよう
第25回　病院のアクセシビリティ１
第26回　病院のアクセシビリティ２
第27回　聴覚障害者に関する福祉サービス
第28回　翻訳にチャレンジ１
第29回　ろう教育

❖ 授業時間外学修情報
■「言語としての日本手話ⅡＡ・ⅡＢ」を併せて、毎週宿題があります。
■当該授業日の前日までに、授業資料を提示するので、言語活動で出てきそうな語彙や表現は前もっ
て予習しておいてください。
※資料には動画データを含むため、手話サポーター養成プロジェクト室の LMSで共有します。使い
方はイントロダクションで説明します。
※お知らせや連絡も上記 LMSで行います。担当教員への相談の際も LMSを使用してください。

❖ 成績評価基準（授業評価方法）及び関連するディプロマポリシー
■出欠の取扱いについて
・単位取得には３分の２以上の出席を必要とします。
・出席の確認は毎回授業終了後に提出されたリアクションシートで行います。リアクションシートの
提出期限は授業翌日の昼12：00です。
・体調等の理由により配慮を求めたい場合は医師の診断書（またはそれと同等の証明書）を提出した
うえで、提示された代替課題に取り組み提出してください。診断書等及び代替課題の提出がない場
合は欠席扱いとなります。
・大学の方針でオンライン授業となった場合、本授業では授業全体にわたってカメラオンで参加する
ことを出席の条件とします。体調や接続トラブルが理由でカメラオフ参加をする場合は、その旨を
担当教員に連絡し、代替課題を提出することで出席扱いとします。また体調不良によるカメラオフ
参加が２回以上継続される場合は医師の診断書等も要提出とします。
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■積極的・主体的な学び（授業への出席、宿題の提出回数、積極的な手話表出練習、講師への質問や
話しかけ、他の受講生の手話表出や講師とのやりとりからの学び、自主的な学習等）…60％
・この評価には宿題の提出回数も加味されます。
・単位取得には、３分の２以上の宿題の提出が必要です。

■授業におけるタスクや宿題の内容に対する評価（日本手話の言語スキル）…20％

■期末試験…20％
「言語としての日本手話ⅡＡ／ⅡＢ」を合わせた期末試験を実施します（２月７日）。試験は教室で
実施します。授業資料等の持ち込み・閲覧不可です。
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手話習得／手話通訳養成

日本手話と日本語の違いを学ぶⅠ

担 当 教 員 中野聡子・下島恭子・金澤貴之

科 目 分 野 【共同教育学部】選択科目 開講曜日・時限 前期・木９–10

授 業 形 式 演習（対面授業） 単 位 数 １

❖ 授業の目的
　2016年４月に施行された障害者差別解消法や、各地の地方公共団体で制定されつつある手話言語条
例に基づいて、ろう児・者が、教育や生活全般にわたり手話でアクセスできるようにするための支援
人材育成と環境整備が喫緊の課題となっている。
　本講義では、日本手話から日本語、日本語から日本手話への逐次通訳演習と日本手話による言語活
動を通して、教育場面を含む日本手話の言語スキルとコミュニケーションスキルを高めることを目的
とする。

❖ 授業の到達目標
■日本手話で、CEFR（学習、教授、評価のためのヨーロッパ言語共通参照枠）手話版（専門職を目
的とした手話能力の欧州基準）Ｂ２～Ｃ１レベルの言語運用力を身につける。

CEFR B2：
　自分の専門分野の技術的な議論も含めて、抽象的かつ具体的な話題の複雑なテクストの主要な内容
を理解できる。お互いに緊張しないで手話母語話者とやりとりができるくらい流暢かつ自然である。
かなり広範な範囲の話題について、明確で詳細なテクストを作ることができ、さまざまな選択肢につ
いて長所や短所を示しながら自己の視点を説明できる。

CEFR C1：
　いろいろな種類の高度な内容のかなり長いテクストを理解することができ、含意を把握できる。言
葉を探しているという印象を与えずに、流暢かつ自然に自己表現ができる。社会的、学問的、職業上
の目的に応じた、柔軟で効果的な言葉遣いができる。複雑な話題について、接続表現や結束表現を用
いながら、しっかりした構成を持つ明確かつ詳細なテクストを作ることができる。

■「言語としての日本手話ⅠＡ／ⅠＢ・ⅡＡ／ⅡＢ」で習得済みのものを含めて、日本手話の基本語
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彙2,250語を習得する。
■日本手話から日本語、日本語から日本手話への逐次通訳において、主要な情報をわかりやすく伝え
ることができる。
■ろう者の生活や文化を紹介する単独談話や日常生活における会話、小中学校の国語の教科書の説明
文教材の一部を、日本手話から日本語、日本語から日本手話にわかりやすく翻訳できる。
（厚生労働省手話通訳者養成カリキュラム基本課程修了相当）

❖ ディプロマポリシーとの関連（評価の観点）
Ａ：諸科学についての基礎的知識と理解　○
Ｂ：論理的・創造的思考力　△
Ｃ：コミュニケーション能力　◎
Ｆ：子どもの成長・発達と教育方法　○
Ｈ：学校教育に関する様々な課題　○
Ｉ：他者との協働　◎
（◎：特に重視する　○：重視する　△：評価対象　―：評価対象としない）

❖ 授業概要
　授業の前半では、逐次通訳の過程を取り出した通訳スキルトレーニング、後半では日本手話の言語
スキルを高めるための言語活動を行う。毎週、授業時間外で取り組む課題を提示する。課題は、手話
通訳の前提となる日本手話と日本語の言語スキルを高める内容となっているため必ず行うこと。

❖ 授業スケジュール
　順序や内容は、受講生の目標到達状況に応じて変更することがあります。

第１回　オリエンテーション
第２回　理解１：センスを捉える
第３回　理解２：幹と枝葉を分ける
第４回　理解３：知識の役割
第５回　理解４：論理の流れをつかむ
第６回　理解５：イメージ化する
第７回　再表現１：自分の言葉で表現する
第８回　再表現２：わかりやすい日本語にする
第９回　日本語→わかりやすい日本語→手話にしてみよう
第10回　再表現３：手話から日本語に訳す（１）
第11回　再表現４：手話から日本語に訳す（２）
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第12回　再表現５：日本語から手話に訳す（１）
第13回　再表現６：日本語から手話に訳す（２）
第14回　プロジェクト学習（１）
第15回　プロジェクト学習（２）

❖ 授業時間外学修情報
■毎週、授業時間外で取り組む課題を提示します。当該課題は、手話通訳の前提となる日本手話と日
本語の言語スキルを高める内容ですので、授業にスムーズについていけるように必ず取り組んでくだ
さい。
■手話通訳の資格取得を目指す学生には希望に応じて、授業外の指導を行っています。詳細は主担当
教員までお問い合わせください。

❖ 成績評価基準（授業評価方法）及び関連するディプロマポリシー
【授業には３分の２以上の出席を必要とする】
■出席の確認は毎回授業終了後に提出されたリアクションシートで行います。リアクションシートの
提出期限は授業翌日の昼12：00です。
■積極的・主体的な学び（積極的な手話表出練習、講師への質問や話しかけ、他の受講生の手話表出
や講師とのやりとりからの学び、宿題の提出回数、自主的に行う学習等）…80％（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｆ，
Ｈ，Ｉ）
■授業内・外において取り組んだ課題の内容に対する評価…20％（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｆ，Ｈ，Ｉ）
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手話習得／手話通訳養成

日本手話と日本語の違いを学ぶⅡ

担 当 教 員 中野聡子・下島恭子・金澤貴之

科 目 分 野 【共同教育学部】選択科目 開講曜日・時限 後期・火７–８

授 業 形 式 演習（対面授業） 単 位 数 １

❖ 授業の目的
　2016年４月に施行された障害者差別解消法や、各地の地方公共団体で制定されつつある手話言語条
例に基づいて、ろう児・者が、教育や生活全般にわたり手話でアクセスできるようにするための支援
人材育成と環境整備が喫緊の課題となっている。
　本講義では、日本手話から日本語、日本語から日本手話への逐次・同時通訳演習と日本手話による
言語活動を通して、教育場面を含む日本手話の言語スキルとコミュニケーションスキルを高めること
を目的とする。

❖ 授業の到達目標
■日本手話で、CEFR（学習、教授、評価のためのヨーロッパ言語共通参照枠）手話版（専門職を目
的とした手話能力の欧州基準）Ｂ２～Ｃ１レベルの言語運用力を身につける。

CEFR B2：
　自分の専門分野の技術的な議論も含めて、抽象的かつ具体的な話題の複雑なテクストの主要な内容
を理解できる。お互いに緊張しないで手話母語話者とやりとりができるくらい流暢かつ自然である。
かなり広範な範囲の話題について、明確で詳細なテクストを作ることができ、さまざまな選択肢につ
いて長所や短所を示しながら自己の視点を説明できる。

CEFR C1：
　いろいろな種類の高度な内容のかなり長いテクストを理解することができ、含意を把握できる。言
葉を探しているという印象を与えずに、流暢かつ自然に自己表現ができる。社会的、学問的、職業上
の目的に応じた、柔軟で効果的な言葉遣いができる。複雑な話題について、接続表現や結束表現を用
いながら、しっかりした構成を持つ明確かつ詳細なテクストを作ることができる。

■「言語としての日本手話ⅠＡ／ⅠＢ・ⅡＡ／ⅡＢ」「日本手話と日本語の違いを学ぶ」（Ｉ）で習得
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済みのものを含めて、日本手話の基本語彙3,000語を習得する。
■ろう者の日常生活および社会全般に関わるテーマの単独談話及び会話について、日本話から日本
語、日本語から日本手話に逐次または同時通訳ができる（厚生労働省手話通訳者養成カリキュラム応
用課程修了相当）。
■教育を中心に、福祉・医療・就労等の場面における談話の通訳に必要な知識（ろう児・者がよく利
用する教育・福祉サービスの制度と内容、サービス利用に関わる諸問題など）を身につける。
■ろう児・者へのコミュニケーション支援としての手段、人と人のコミュニケーションを通訳でつな
ぐ手段であることを意識した手話の使い方ができる。

❖ ディプロマポリシーとの関連（評価の観点）
Ａ：諸科学についての基礎的知識と理解　○
Ｂ：論理的・創造的思考力　△
Ｃ：コミュニケーション能力　◎
Ｆ：子どもの成長・発達と教育方法　○
Ｈ：学校教育に関する様々な課題　○
Ｉ：他者との協働　◎
（◎：特に重視する　○：重視する　△：評価対象　―：評価対象としない）

❖ 授業概要
　授業の前半では、同時通訳の過程を取り出した通訳スキルトレーニングや通訳遂行、後半では日本
手話の言語スキルを高めるための言語活動を行う。毎週、授業時間外で取り組む課題を提示する。課
題は、手話通訳の前提となる日本手話と日本語の言語スキルを高める内容となっているため必ず行う
こと。

❖ 授業スケジュール
　順序や内容は、受講生の目標到達状況に応じて変更することがあります。

第１回　オリエンテーション・前期の復習
第２回　サイト・トランスレーション
第３回　聞く（見る）と話すを同時に行う訓練（１）
第４回　聞く（見る）と話すを同時に行う訓練（２）
第５回　会話通訳（１）
第６回　会話通訳（２）
第７回　会話通訳（３）
第８回　会話通訳（４）
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第９回　講義：ろう運動と手話通訳派遣事業
第10回　単独談話通訳（１）
第11回　単独談話通訳（２）
第12回　単独談話通訳（３）
第13回　単独談話通訳（４）
第14回　プロジェクト学習（１）
第15回　プロジェクト学習（２）

❖ 授業時間外学修情報
■毎週、授業時間外で取り組む課題を提示します。当該課題は、手話通訳の前提となる日本手話と日
本語の言語スキルを高める内容ですので、授業にスムーズについていけるように必ず取り組んでくだ
さい。
■手話通訳の資格取得を目指す学生には希望に応じて、授業外の指導を行っています。詳細は主担当
教員までお問い合わせください。

❖ 成績評価基準（授業評価方法）及び関連するディプロマポリシー
【授業には３分の２以上の出席を必要とする】
■出席の確認は毎回授業終了後に提出されたリアクションシートで行います。リアクションシートの
提出期限は授業翌日の昼12：00です。
■積極的・主体的な学び（積極的な手話表出練習、講師への質問や話しかけ、他の受講生の手話表出
や講師とのやりとりからの学び、宿題の提出回数、自主的に行う学習等）…80％（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｆ，
Ｈ，Ｉ）
■授業内・外において取り組んだ課題の内容に対する評価…20％（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｆ，Ｈ，Ｉ）

30



手話習得／手話通訳養成

日本手話と日本語の違いを学ぶⅢ

担 当 教 員 二神麗子・下島恭子・中野聡子

科 目 分 野 【共同教育学部】選択科目 開講曜日・時限 前期・月１–２

授 業 形 式 演習（対面授業）、フィールド学習 単 位 数 １

❖ 授業の目的
　2016年４月に施行された障害者差別解消法や、各地の地方公共団体で制定されつつある手話言語条
例に基づいて、ろう児・者が、教育や生活全般にわたり手話でアクセスできるようにするための支援
人材育成と環境整備が喫緊の課題となっている。
　本講義では、日本手話から日本語、日本語から日本手話への通訳実践演習を通して、日本手話の言
語スキルとコミュニケーションスキルを高めることを目的とする。

❖ 授業の到達目標
■日本手話で、CEFR（学習、教授、評価のためのヨーロッパ言語共通参照枠）手話版（専門職を目
的とした手話能力の欧州基準）Ｃ１レベルの言語運用力を身につける。

CEFR C1：
　いろいろな種類の高度な内容のかなり長いテクストを理解することができ、含意を把握できる。言
葉を探しているという印象を与えずに、流暢かつ自然に自己表現ができる。社会的、学問的、職業上
の目的に応じた、柔軟で効果的な言葉遣いができる。複雑な話題について、接続表現や結束表現を用
いながら、しっかりした構成を持つ明確かつ詳細なテクストを作ることができる。

■日本手話から日本語、日本語から日本手話への通訳において、情報を正確に伝えるための構文選択
や文法使用、言語特性を考慮したわかりやすい表現方法を考えることができる。
■「言語としての日本手話」（ⅠAB・Ⅱ AB）、「日本手話と日本語の違いを学ぶ（Ⅰ・Ⅱ）で習得済
みのものを含めて、日本手話の基本語彙3,500語を習得する。
■ろう児・者の教育を含む社会生活全般に関わる場面の談話について、日本手話から日本語、日本語
から日本手話に同時通訳ができる（厚生労働省手話通訳者養成カリキュラム実践課程修了相当）。
■談話の参加者が通訳を介して円滑にコミュニケーションをとることができるように、場面状況に応
じた適切な選択を行うことができる。
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❖ ディプロマポリシーとの関連（評価の観点）
Ａ：諸科学についての基礎的知識と理解　○
Ｂ：論理的・創造的思考力　△
Ｃ：コミュニケーション能力　◎
Ｆ：子どもの成長・発達と教育方法　○
Ｈ：学校教育に関する様々な課題　○
Ｉ：他者との協働　◎
（◎：特に重視する　○：重視する　△：評価対象　―：評価対象としない）

❖ 授業概要
■「手話通訳者全国統一試験」「手話通訳技能認定試験（手話通訳士試験）」の過去問を中心に選定し
た素材を用いて、同時通訳による演習を行う。
■言語通訳：学術分野の場面（大学の講義等）や専門知識を必要とする場面（医療・福祉場面や美術
館・博物館等の公共機関のアナウンス等）を模擬的に作り、通訳演習を行う。ペアでの通訳フォロー
の方法、事前準備の方法を習得し、等価な情報の変換を担う通訳について学ぶ。
■コミュニティ通訳：通訳を介したコミュニケーション場面を想定したロールプレイ・事例検討を通
して、通訳者・聾者・聴者の３者のそれぞれが異なる立場・受け止め方をしていることを理解した上
で、円滑な人間関係を築くための構成員としての通訳のあり方について学ぶ。
■DC-S（デマンド・コントロール・スキーマ）を十分に理解し、通訳現場で起きうる様々な事象に
対して職業倫理に基づく適切な判断・対応・行動を取るための基礎を身につける。

❖ 授業スケジュール
　順序や内容は、受講生の学習到達状況、ゲスト講師の都合に応じて変更することがあります。

第１回　イントロダクション・ウォーミングアップ課題チャレンジ
第２回　同時通訳演習：言語通訳（１）
第３回　同時通訳演習：言語通訳（２）
第４回　同時通訳演習：コミュニティ通訳（１）
第５回　同時通訳演習：コミュニティ通訳（２）
第６回　模擬通訳演習（１）
第７回　模擬通訳演習（２）
第８回　模擬通訳演習（３）
第９回　DC-S（デマンド・コントロール・スキーマ）に基づく通訳演習（１）
第10回　DC-S（デマンド・コントロール・スキーマ）に基づく通訳演習（２）
第11回　DC-S（デマンド・コントロール・スキーマ）に基づく通訳演習（３）
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第12回　DC-S（デマンド・コントロール・スキーマ）に基づく通訳演習（４）
第13回　現場実習に向けた準備・模擬通訳
第14回　通訳実習（１）
第15回　通訳実習（２）

❖ 授業時間外学修情報
■授業の内容に応じて、授業時間外で取り組む課題を提示することもあります。当該課題は、次週の
授業で行う翻訳・通訳演習でのポイントを深く理解し、スムーズに訳出を行えるようにするための準
備作業となります。
■授業が難しすぎてついていけない、課題がしんどい、といったときは、早めに担当教員にご相談く
ださい。

❖ 成績評価基準（授業評価方法）及び関連するディプロマポリシー
【授業には３分の２以上の出席を必要とする】
■授業への積極的参加（積極的な手話表出練習、講師への質問や話しかけ、他の受講生の手話表出や
講師とのやりとりからの学び、授業時間外における講師への質問等）…80％（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｆ，Ｈ，Ｉ）
■授業内・外において提出した課題の評価…20％（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｆ，Ｈ，Ｉ）
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日本手話スキルの活用

聴覚障害演習Ｃ／聾重複障害児の教育概論

担 当 教 員 金澤貴之・二神麗子

科 目 分 野 【共同教育学部】特別支援教育分野 開講曜日・時限 前期・月３–４

授 業 形 式 講義・演習 単 位 数 １（学部）２（専攻科）

❖ 授業の目的
　聴覚と他の障害を併せ有する重複障害児（いわゆる「ろう重複児」）への適切な教育的対応ができ
るようになるために、ろう重複児者の就学前から卒業後の課題までを総合的に理解をし、かつ、コ
ミュニケーション方法についての実践的なスキルを習得する。

❖ 授業の到達目標
■ろう重複児者を取り巻く様々な教育・福祉的な課題を総合的に理解する。
■様々なろう重複児者とコミュニケーションをとるための基本的なスキルを習得する。

❖ ディプロマポリシーとの関連（評価の観点）
Ａ：諸科学についての基礎的知識と理解　○
Ｂ：論理的・創造的思考力　○
Ｃ：コミュニケーション能力　○
Ｄ：社会的倫理観・国際性　―
Ｅ：学校教育・教職の基礎理論と知識　―
Ｆ：子どもの成長・発達と教育方法　◎
Ｇ：教科・教育課程に関する知識と技能　―
Ｈ：学校教育に関する様々な課題　―
Ｉ：他者との協働　○
（◎：特に重視する　○：重視する　△：評価対象　―：評価対象としない）

❖ 授業概要
　ろう重複児者の就学前、学齢期、卒業後の諸課題について、講義形式で概説的な知識を得た上で、
演習形式で課題発表を行う。また、コミュニケーション技法については、ワークショップ形式で実践
力を高める。
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❖ 授業スケジュール
１．「聾重複」をめぐる諸課題
２．聾重複障害児の学びにおける教育課程上の課題
３．就学・学びをめぐる課題
４．ソーシャルワークの役割
５．卒業後の課題
６．聾重複障害者の生活・就労支援
７．聴覚障害と発達障害を併せ持つ児童生徒の理解
８．聾重複障害児者のコミュニケーション支援①
９．聾重複障害児者のコミュニケーション支援②
10．聾重複障害児者のコミュニケーション支援③
11．課題発表①
12．課題発表②
13．課題発表③
14．課題発表を踏まえた討論
15．まとめ

❖ 授業時間外学修情報
　事前配付資料を読み、事前提示動画を視聴する。

❖ 成績評価基準（授業評価方法）及び関連するディプロマポリシー
■出席の確認は毎回授業終了後に提出されたリアクションシートで行います。リアクションシートの
提出期限は授業翌日の昼12：00です。
■学期末レポート提出：100％
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日本手話スキルの活用

聴覚障害教育演習Ｄ／盲ろう児者支援技術演習Ⅰ

担 当 教 員 前田晃秀・二神麗子・金澤貴之

科 目 分 野
【共同教育学部】特別支援教育分野
【特別支援教育特別専攻科　重複障害
教育専攻】

開講曜日・時限 前期・集中

授 業 形 式 講義・演習、盲ろう者とのコミュニ
ケーションの実践 単 位 数 １

❖ 授業の目的
　コミュニケーションを中心とした盲ろう者への支援について、その基本的な知識と基礎的な技術の
習得を目指す。

❖ 授業の到達目標
　盲ろう者が抱える困難とニーズを説明できる。
　盲ろう者のコミュニケーション手段を説明できる。
　平易な内容について、盲ろう者とコミュニケーションを取ることができる。
　盲ろう者への移動支援を実践できる。

❖ ディプロマポリシーとの関連（評価の観点）
Ａ：諸科学についての基礎的知識と理解　◎
Ｂ：論理的・創造的思考力　○
Ｃ：コミュニケーション能力　◎
Ｄ：社会的倫理観・国際性　△
Ｅ：学校教育・教職の基礎理論と知識　△
Ｆ：子どもの成長・発達と教育方法　△
Ｇ：教科・教育課程に関する知識と技能　△
Ｈ：学校教育に関する様々な課題　△
Ｉ：他者との協働　○
（◎：特に重視する　○：重視する　△：評価対象　―：評価対象としない）

❖ 授業概要
　盲ろう者支援の実務経験のある教員により、具体的な支援方法をイメージできるよう、演習を主体
にした授業を行う。
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　盲ろう者が抱える困難や盲ろう者の支援の特徴を理解し、盲ろう者が用いる各種コミュニケーショ
ン手段の基礎を身に付ける。

❖ 授業スケジュール
１：盲ろう者概論（講義）
２：盲ろう疑似体験（講義・演習）
３–４：点字・指点字①（講義）
５：手書き文字（講義・演習）
６：点字・指点字②（講義・演習）
７：視覚障害の理解（講義・演習）
８：先天性盲ろう児の教育と支援（講義）
９：盲ろう者の日常生活とニーズ（講義）
10：触手話①（講義）
11：触手話②（演習）
12：点字・指点字④（演習）
13–14：基本移動介助①（講義・演習）
15：盲ろう者福祉制度概論（講義）

❖ 授業時間外学修情報
　授業時間外の学習課題を課す。
　毎回の授業に60分の予習と復習が必要である。
　予習・復習に相当する課題を翌週の授業日までに提出すること。

❖ 成績評価基準（授業評価方法）及び関連するディプロマポリシー
　授業時間外の学習課題（40点）Ｃ
　リアクション・ペーパー（45点）Ａ・Ｂ・Ｃ
　指点字の習熟度（15点）Ａ・Ｃ・Ｉ

【簡易ルーブリック】
（授業時間外の学習課題）
◎実施状況（２点×10回）
　すべて実施している（２点）＞一部のみ実施している（１点）＞まったく実施していない（０点）
◎提出状況（１回２点）
　提出期限を守っている（２点）＞提出期限に遅れている（１点）＞提出していない（０点）
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（リアクション・ペーパー）
◎記載内容（１回15点）
　深い考察ができている（15点）＞考察ができている（10点）＞考察が浅い（５点）＞考察が的外れ
である（０点）

（指点字の習熟度）
◎指点字の習得
　常に一覧表を見ることなしに発信できる（10点）＞ときおり一覧表を見ることで発信できる（５
点）＞常に一覧表を見なければ発信できない（０点）
◎指点字の正確性
　常に正確に発信できる（５点）＞ときおり発信に間違いが生じる（３点）＞いつも間違いが生じる
（０点）
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日本手話スキルの活用

聴覚障害教育演習Ｅ／盲ろう児者支援技術演習Ⅱ

担 当 教 員 前田晃秀・二神麗子・金澤貴之

科 目 分 野
【共同教育学部】選択科目／特別支援
教育分野
【特別支援教育特別専攻科 重複障害
教育専攻】

開講曜日・時限 後期・集中

授 業 形 式 講義、演習
外出実習での盲ろう者への支援の実践 単 位 数 １

❖ 授業の目的
　コミュニケーションを中心とした盲ろう者への支援について、その基本的な知識と基礎的な技術の
習得を目指す。

❖ 授業の到達目標
　盲ろう者が抱える困難とニーズを説明できる。
　盲ろう者のコミュニケーション手段を説明できる。
　平易な内容について、盲ろう者とコミュニケーションを取ることができる。
　盲ろう者への移動支援を実践できる。

❖ ディプロマポリシーとの関連（評価の観点）
Ａ：諸科学についての基礎的知識と理解　◎
Ｂ：論理的・創造的思考力　○
Ｃ：コミュニケーション能力　◎
Ｄ：社会的倫理観・国際性　△
Ｅ：学校教育・教職の基礎理論と知識　△
Ｆ：子どもの成長・発達と教育方法　△
Ｇ：教科・教育課程に関する知識と技能　△
Ｈ：学校教育に関する様々な課題　△
Ｉ：他者との協働　○
（◎：特に重視する　○：重視する　△：評価対象　―：評価対象としない）
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❖ 授業概要
　盲ろう者支援の実務経験のある教員により、具体的な支援方法をイメージできるよう、演習を主体
にした授業を行う。
　盲ろう者が抱える困難や盲ろう者の支援の特徴を理解し、盲ろう者の支援技術の基礎を身に付ける。

❖ 授業スケジュール
１–２：盲ろう通訳技術の基本（講義・演習）
３：盲ろう通訳技術の実際（講義・演習）
４–５：基本移動介助②（講義・演習）
６：通訳・介助員の心構えと倫理（講義）
７–９：通訳・介助実習①（演習）
10–11：通訳・介助員のあり方（演習）
12–14：通訳・介助実習②（演習）
15：通訳・介助員派遣事業と通訳・介助員の業務（講義）

❖ 授業時間外学修情報
　授業時間外の学習課題を課す。
　毎回の授業に60分の予習と復習が必要である。

❖ 成績評価基準（授業評価方法）及び関連するディプロマポリシー
　盲ろう者への支援技術の習熟度（50点）Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｉ
　レポート（50点）Ａ・Ｂ・Ｃ

【簡易ルーブリック】
（盲ろう者への支援技術の習熟度）
　高度な実践がすべての場面でできている（50点）＞基本的な実践がすべての場面でできている（40
点）＞基本的な実践が多くの場面でできている（30点）＞基本的な実践が半分程度の場面でできてい
る（20点）>基本的な実践が多くの場面でできていない（10点）＞基本的な実践が全くできていない
（０点）

（レポート）
　深い考察ができている（50点）＞考察ができている（30点）＞考察が浅い（20点）＞考察が的外れ
である（10点）>提出していない（０点）
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聴覚特別支援学校教員養成

聴覚障害児の心理特論／聴覚障害児の心理概論

担 当 教 員 金澤貴之・中野聡子

科 目 分 野
【共同教育学部】特別支援教育分野
【特別支援教育特別専攻科 重複障害
教育専攻】特別支援教育科目（一種免
許状取得）

開講曜日・時限 後期・木７–８

授 業 形 式 講義 単 位 数 ２

❖ 授業の目的
　聴覚障害児の心理的発達に関する基礎的知識を学び、また障害と社会（環境）の相互作用の観点か
ら、聴覚障害児・者の発達や社会における生きづらさについて理解を深める。

❖ 授業の到達目標
■聴覚障害児及び聴覚障害重複児の心理発達に関する基本的な知見を理解する。
■ヒトの発達におけるさまざまな観点に立って、聴覚障害児／聴覚障害重複児の発達におけるアセス
メントを行うための基礎を身につける。

❖ ディプロマポリシーとの関連（評価の観点）
Ａ：諸科学についての基礎的知識と理解　○
Ｂ：論理的・創造的思考力　○
Ｃ：コミュニケーション能力　○
Ｄ：社会的倫理観・国際性　―
Ｅ：学校教育・教職の基礎理論と知識　―
Ｆ：子どもの成長・発達と教育方法　◎
Ｇ：教科・教育課程に関する知識と技能　―
Ｈ：学校教育に関する様々な課題　―
Ｉ：他者との協働　○
（◎：特に重視する　○：重視する　△：評価対象　―：評価対象としない）

❖ 授業概要
　聴覚障害児／聴覚障害重複児の心理的発達について、配布する資料や参考文献を用いて講義を行う。
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❖ 授業スケジュール
１．聴覚の生理と機能
２．認知発達と学習（１）
３．認知発達と学習（２）
４．認知発達と学習（３）
５．言語発達（１）音声言語
６．言語発達（２）手話言語
７．言語発達（３）家庭で始まる学習
８．教科学習の基礎：リテラシー
９．教科学習と指導
10．社会性・情緒の発達
11．ろう文化とアイデンティティ形成
12．聴覚障害児者のメンタルヘルス
13．発達・心理アセスメント
14．聴覚障害重複児の発達（１）発達の様相とアセスメント
15．聴覚障害重複児の発達（２）指導法

❖ 授業時間外学修情報
　授業資料を前日までに LMSにアップするので、必ず目を通しておくこと。

❖ 成績評価基準（授業評価方法）及び関連するディプロマポリシー
【授業には３分の２以上の出席を必要とする】
■出席の確認は毎回授業終了後に提出されたリアクションシートで行います。リアクションシートの
提出期限は授業翌日の昼12：00です。
■学期末試験：100％（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆ，Ｇ，Ｈ，Ｉ）
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聴覚特別支援学校教員養成

聴覚障害児指導法特論

担 当 教 員 木村素子・中野聡子

科 目 分 野 【共同教育学部】特別支援教育分野 開講曜日・時限 前期・木７–８

授 業 形 式 講義・演習（対話・討論を含む） 単 位 数 ２

❖ 授業の目的
　本講義では、聞こえないことの生理的条件や言語文化状況を尊重した指導を授業者として展開する
知識・技能を身に付けることを目指し、とくに、聞こえない子どもの視点からの授業作り改善の示唆
やろう当事者の視点による研究知見を生かしながら、具体的な授業場面における課題に関するグルー
プワークや単元計画の作成等を行う。

❖ 授業の到達目標
・聞こえないことの生理的条件や言語文化状況を尊重した指導について理解している。
・聞こえない子どもやろう当事者の視点を生かした授業作りの基礎について理解している。

❖ ディプロマポリシーとの関連（評価の観点）
Ｃ：コミュニケーション能力　○
Ｆ：子どもの成長・発達と教育方法　○
Ｇ：教科・教育課程に関する知識と技能　○
Ｈ：学校教育に関する様々な課題　○
Ｉ：他者との協働　◎
（◎：特に重視する　○：重視する　△：評価対象　―：評価対象としない）

❖ 授業概要
・事前に指定された課題資料を読解し、問いに沿ったメモを作成し、グループワークにおけるディス
カッションに臨む。
・学習したことを踏まえて、仲間と協働しながら、グループワークを行う。
・ろう当事者である教員が、一部の授業を担当する。
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❖ 授業スケジュール
１．オリエンテーション
２．聴覚障害児に対する言語指導の重要性（講義）
３．各発達段階における言語指導のあり方（講義）
４．各発達段階における言語指導のあり方（グループワーク）
５．教科学習の基盤を培う指導（講義）
６．教科学習の基盤を培う指導（グループワーク）
７．放課後等デイサービス「きらきら」での活動にむけたグループワーク１
８．放課後等デイサービス「きらきら」での活動にむけたグループワーク２（中野先生ご助言）
９．「ろう文化宣言（1995）」を読んでグループワーク（GW）
10．新版「ろう文化」案内　第７章　「歴史的創造物としてのろうの生活文化」を読んでGW
11．手話によるろう重複障害児の指導実践論文を読んで：GW
12．指導案の作成１：対象児理解と目標設定
13．指導案の作成２：活動内容の設定１
14．指導案の作成３：活動内容の設定２
15．発表および講評
（＊２～６回は中野担当）

❖ 授業時間外学修情報
　予習課題の遂行90分。

❖ 成績評価基準（授業評価方法）及び関連するディプロマポリシー
　毎授業後のコメントシート（Google フォーム）・小テストとグループワークの取り組み状況70％を
総合的に評価。
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日本手話スキルの活用

SDGs 総合演習：日本手話を活用した聴覚障害児者支援の実践

担 当 教 員 中野聡子・二神麗子

科 目 分 野 【共同教育学部】forefront 科目 開講曜日・時限 前期・集中

授 業 形 式
演習（対面授業）
外部講師の都合に応じてオンラインと
なることがある。

単 位 数 ２

❖ 授業の目的
　聴覚障害児の豊かな言語をはぐくむ指導では、目的や内容に応じた言語やモードの使い分けや組み
合わせと、聴覚障害児が深いレベルで理解できる伝え方や表現が重要な鍵となる。本講義では、教育
／コミュニケーション支援場面において、聴覚障害児・者の年齢や認知・言語発達段階、言語運用
力、社会言語文化的背景を考慮した日本手話使用の実践力を磨く。

❖ 授業の到達目標
■指導目的・内容に適した日本手話、手指日本語、口話、音声、視覚資料の選択及び組み合わせがで
きる。
■概念や要点を正確かつわかりやすく伝える手話表現ができる。
■年齢や認知・言語発達段階、言語運用力を考慮した手話表現を考えることができる。
■日本手話と日本語の言語特性の違いや社会言語文化的背景の違いを考慮した手話表現とコミュニ
ケーションができる。

❖ ディプロマポリシーとの関連（評価の観点）
Ａ：諸科学についての基礎的知識と理解　―
Ｂ：論理的・創造的思考力　◯
Ｃ：コミュニケーション能力　◎
Ｄ：社会的倫理観・国際性　―
Ｅ：学校教育・教職の基礎理論と知識　―
Ｆ：子どもの成長・発達と教育方法　〇
Ｇ：教科・教育課程に関する知識と技能　◎
Ｈ：学校教育に関する様々な課題　◯
Ｉ：他者との協働　―
（◎：特に重視する　○：重視する　△：評価対象　―：評価対象としない）
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❖ 授業概要
　授業スケジュールに従って、各回の授業で提示された課題について、手話表現の検討、模擬授業、
手話通訳、ケース検討等を行う。当該分野における専門知識をもつ外部講師が授業を担当することも
ある。

❖ 授業スケジュール
■順序や内容は変更となることがある。

１．日本手話を教育・支援で活用することの意義
２．聴覚障害児者の教育・支援におけるソーシャルワーク（１）
３．聴覚障害児者の教育・支援におけるソーシャルワーク（２）
４．聴覚障害児者の教育・支援におけるソーシャルワーク（３）
５．日本手話を活用したろう学校小学部の理科授業
６．日本手話を活用したろう学校小学部の算数授業
７．日本手話を活用したろう学校小学部の国語授業
８．自立活動における手話の活用（１）
９．自立活動における手話の活用（２）
10．手話による絵本の読み聞かせ（１）
11．手話による絵本の読み聞かせ（２）
12．手話による絵本の読み聞かせ（３）
13．デマンド・コントロール・スキーマに基づいた対話型作業分析
14．職業倫理に基づいた手話通訳実践（１）
15．職業倫理に基づいた手話通訳（２）

❖ 授業時間外学修情報
■授業時間外で取り組む課題を提示することがあります。
■手話通訳の資格取得を目指す学生には希望に応じて、授業外の指導を行っています。詳細は主担当
教員までお問い合わせください。
■聴覚障害児・者（ろう重複児・者を含む）とのコミュニケーションを持てるボランティアやイベン
ト等への積極的な参加を推奨します。

❖ 成績評価基準（授業評価方法）及び関連するディプロマポリシー
【授業には３分の２以上の出席を必要とする】
■出席の確認は毎回授業終了後に提出されたリアクションシートで行います。リアクションシートの
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提出期限は授業翌日の昼12：00です。
■授業への積極的参加（積極的な質問や発言、他の受講生の発表や講師とのやりとりからの学び、授
業時間外における講師への質問、課題の提出回数、自主的な学習等）…80％（Ｃ，Ｆ，Ｈ）
■授業内における課題の内容における評価…20％（Ｂ，Ｃ，Ｆ，Ｇ，Ｈ）
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○学生向けフライヤー
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２）社会人を対象とした日本手話・手話通訳・ろう教育の授業の全国的展開

⑴　日本手話実践力育成プログラム（履修証明プログラム）

　2023年度から、日本手話・手話通訳教育の全国展開として、日本手話実践力育成プログラム（履修
証明プログラム）を開始した。本プログラムは、学校教育法の規定に基づき、大学の特別の課程とし
て、社会人等を対象に教育を実施する履修証明制度を活用している。履修証明プログラムとして、厚
生労働省の手話奉仕員・手話通訳者養成カリキュラムを実施するのは、全国で初めてのケースとな
る。また、本プログラムは、文部科学省職業実践力育成プログラム（BP）の認定を受けており、
ベーシックコースについては厚生労働省が定める教育訓練給付制度「専門実践教育訓練」の指定講座
として認定されている。
　本プログラムでは、正課の授業として実施している、「言語としての日本手話ⅠＡ／ⅠＢ／ⅡＡ／
ⅡＢ」「日本手話と日本語の違いを学ぶⅠ／Ⅱ／Ⅲ」の７つの授業をもとにしており、厚生労働省の
手話奉仕員・手話通訳者養成カリキュラムに準じている。手話奉仕員の資格が取得できるベーシック
コースは120時間のオンライン演習授業と10時間のオンデマンド授業、手話通訳者全国統一試験の受
験資格が得られるアドバンスコースは90時間のオンライン授業と30時間のオンデマンド授業で構成さ
れている。
　2023年度は、ベーシックコース38名（定員30名）、アドバンスコース12名（定員10名）を受け入れ
た。受講生の居住地は、北海道から沖縄まで全国に点在している。ベーシックコースでは、特別支援
学校の教員、医療職、心理職、福祉職、手話通訳学習者、ろう児を持つ親など、受講者の背景と動機
はさまざまである。アドバンスコースは、手話通訳の資格取得を目指す者の受講が多い。
　手話サポーター養成プロジェクト室独自の LMS「遠隔手話教育システム」を利用して、課題の提
出や予習・復習がしやすく、授業に参加するための準備が大変ではあるものの、授業でのグループ
ワークの楽しさや講師の丁寧なサポートもあって、学びに対する満足度は全般的に高かった。

講座名 受講者 修了者

ベーシックコース 38名 26名

アドバンスコース 12名 11名
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○日本手話実践力育成プログラムのフライヤー
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⑵　群馬大学公開講座

　2021・2022年度に実施してきた公開講座をオンデマンド形態中心に切り替え、新しいコンテンツを
増やして実施した。
　日本手話・手話通訳教育に関する講座では、教養教育で入門向けとして開講している「手話とろう
文化」を、「オンライン授業で学ぶ手話とろう文化」「オンデマンド教材で学ぶ手話とろう文化」と
し、「言語としての日本手話 IA／ IB」の文法指導を発展させた参照文法教材「日本手話の文法を学
ぶ」の３つを開講した。「地方では、手話奉仕員養成講座・手話通訳者養成講座以外に学びの機会が
ない」「第２言語として日本手話を教わる場がない」「手話通訳者養成講座を修了したものの、手話通
訳者全国統一試験・手話通訳士資格試験に合格できない」「手話通訳者として活動しているが、日本
手話に対する理解不足から十分な通訳ができていないと感じる」といった理由が、本プロジェクトが
展開する公開講座の受講につながっていることが多く、「高等教育機関で日本手話・手話通訳教育を
理論的に学べる」「スキルアップにつながる学習の仕方がわかるようになる」といった期待が寄せら
れていた。
　また、ろう教育に関する講座は、免許法認定通信教育の授業の一部を取り出して、公開講座とし、
聴覚障害児者に関わる現場で職業実践力を高めるための学びを提供することができた。
　これらは、手話サポーター養成プロジェクト室独自の LMS「遠隔手話教育システム」によって運
用された。講義動画視聴後に理解度を確認する問題にトライして、回答の解説文を読むことができ
る、必要に応じて質問をすることができるなど、一方向ではない学びができるとの声が多かった。

講　　　座　　　名 開　催　期　間 受　講　者

手話とろう文化
オンライン ５月１日（木）〜７月６日（木）

毎週木曜日　計９回 95名

オンデマンド ９月１日（金）〜３月15日（金） 212名

日本手話の文法を学ぶ ９月１日（金）〜３月15日（金） 378名

聴覚障害児の理解 ６月１日（木）〜３月15日（金） 39名

聴覚障害児の教育課程・指導法 ６月１日（木）〜３月15日（金） 31名

ろう重複障害児・者の教育と支援 ６月１日（木）〜３月15日（金） 37名

57



○2023年度公開講座のフライヤー
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● ● ●
オンライン授業で学ぶ手話とろう文化

● ● ●

 １．実施の詳細�

講　座　概　要

　聴覚に障害のある人たちの中には、日本手話という独自の言語を身につけ、独自の文化を築き
上げている「ろう者」と呼ばれる人たちがいます。本講義では、聴者教員とろう者教員のペア授
業により、手話の基本的な文法や用法と、「ろう文化」について、初心者向けに解説します。「ろ
う文化」については、なぜ言語が異なると文化も異なってくるのかといった本質にも踏み込んで
いきます。手話学習は原則的に音声なしで、寸劇を交えて行います。手話を独学で勉強していた
金森君と、ろう者の下山さんの出会いから、ドラマは始まります。皆さんも、金森君になったつ
もりで手話を学んでいきましょう！
　ろう者教員による日本手話の文法解説には、音声通訳を用意しますので、手話初心者の方もご
安心ください。聴者教員による「ろう文化」についての解説には、手話通訳を用意しますので、
ろうの方もぜひご参加ください。
　講座は全９回ですが、初回開始の前に、手話学習（解説含む）の講義３回分のダイジェスト版
の動画を事前学習用に提供します。予習用にお役立ていただき、講義開始当日まで楽しみにお待
ちください。
　手話に関心のある方ならどなたでも参加できます。学生は無料です。
　Zoomによるオンライン授業ですが、授業後１週間限定でオンデマンド受講も可能です。
　「オンデマンド教材で学ぶ手話とろう文化」とは同一の内容です。どちらかをお選びください。

実施責任者：共同教育学部特別支援教育講座　教授　金澤貴之

日　　　程 講　　　義　　　内　　　容 講　　　　師

事前学習動画
【二人の出会い】
・ろう者流の「声かけ」、あいさつ、自己紹介
・手話の基本文型、話題化、文末うなずき

共同教育学部
特別支援教育講座
教授・金澤貴之
助教・下島恭子第１日 ５月11日（木）

10：20～11：50

【相手のことを知ろう】
・Yes/No 表現、Yes/No 疑問文
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日　　　程 講　　　義　　　内　　　容 講　　　　師

第２日 ５月18日（木）
10：20～11：50

【相手のことをもっと知ろう】
・WH疑問文
・数・名詞の語形変化

共同教育学部
特別支援教育講座
教授・金澤貴之
助教・下島恭子

第３日 ５月25日（木）
10：20～11：50

【デートに誘う…？】
・空間を使った文法
・CL表現

第４日 ６月１日（木）
10：20～11：50

【友達を紹介しよう】
・動詞の種類、文末コピー

第５日 ６月８日（木）
10：20～11：50

【過去の思い出、未来の夢を語り合おう】
・テンスとアスペクト

第６日 ６月15日（木）
10：20～11：50

【感情や気持ちを伝えよう】
・モダリティ

第７日 ６月22日（木）
10：20～11：50

【旅行の計画を立てよう】
・否定表現

第８日 ６月29日（木）
10：20～11：50

【旅行を楽しもう（前半）】
・順接、逆接、条件節

第９日 ７月６日（木）
10：20～11：50

【旅行を楽しもう（後半）】
・手話独特の構文いろいろ
・WH分裂文
・文末コメント
・動詞連続構文
・RS表現

２．受講者の感想（抜粋）

・地域の登録通訳目指して勉強している現在、スキットを見て手話文法を思い出し、講義を聞いて講
習内容の理解を深める事ができました。ろう文化が解ってるようで、解っていなかったと、改めて
痛感しました。文化を理解する事は、とても大切な事なので、忘れない為にも、毎年の受講を希望
しております。ありがとうございました。
・地元の奉仕員養成講座では聞けないような、言語とろう文化の講座を受講でき、大変に有意義な時
間となりました。
・手話や手話文化と出会ってまだ１年経っていないのですが、さまざまに沸き起こる疑問が、講義や
実技やそれについて考えていく中で氷解していきました。「何のために手話をやろうとしているの
か」という自分自身に対する問いにも答えが見えてきた気がします。ありがとうございました。
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● ● ●
オンデマンド教材で学ぶ手話とろう文化

● ● ●

 １．実施の詳細�

講　座　概　要

　聴覚に障害のある人たちの中には、日本手話という独自の言語を身につけ、独自の文化を築き
上げている「ろう者」と呼ばれる人たちがいます。本講義では、聴者教員とろう者教員のペア授
業により、手話の基本的な文法や用法と、「ろう文化」について、初心者向けに解説します。「ろ
う文化」については、なぜ言語が異なると文化も異なってくるのかといった本質にも踏み込んで
いきます。手話学習は原則的に音声なしで、寸劇を交えて行います。手話を独学で勉強していた
金森君と、ろう者の下山さんの出会いから、ドラマは始まります。皆さんも、金森君になったつ
もりで手話を学んでいきましょう！
　本講義は、「オンラインで学ぶ手話とろう文化」の授業収録映像をオンデマンド教材としたｅ
ラーニングです。受講申込みは９月〜11月の随時受付。受講期間は３ヶ月ありますので、ご自身
のお仕事等の都合に合わせて学習に取り組んでいただけます。各回にリアクションシートが添付
されていますので、講義の内容について質問をすることもできます。

　手話に関心のある方ならどなたでも参加できます。学生は無料です。
　動画教材には手話通訳がついています。
　「オンライン授業で学ぶ手話とろう文化」と同一の内容です。どちらかをお選びください。

実施責任者：共同教育学部特別支援教育講座　教授　金澤貴之

日　　　程 講　　　義　　　内　　　容 講　　　　師

事前学習動画
【二人の出会い】
・ろう者流の「声かけ」、あいさつ、自己紹介
・手話の基本文型、話題化、文末うなずき 共同教育学部

特別支援教育講座
教授・金澤貴之
助教・下島恭子

第１日 【相手のことを知ろう】
・Yes/No 表現、Yes/No 疑問文

第２日
【相手のことをもっと知ろう】
・WH疑問文
・数・名詞の語形変化
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日　　　程 講　　　義　　　内　　　容 講　　　　師

第３日
【デートに誘う…？】
・空間を使った文法
・CL表現

共同教育学部
特別支援教育講座
教授・金澤貴之
助教・下島恭子

第４日 【友達を紹介しよう】
・動詞の種類、文末コピー

第５日 【過去の思い出、未来の夢を語り合おう】
・テンスとアスペクト

第６日 【感情や気持ちを伝えよう】
・モダリティ

第７日 【旅行の計画を立てよう】
・否定表現

第８日 【旅行を楽しもう（前半）】
・順接、逆接、条件節

第９日

【旅行を楽しもう（後半）】
・手話独特の構文いろいろ
・WH分裂文
・文末コメント
・動詞連続構文
・RS表現

２．受講者の感想（抜粋）

・ストーリー形式の実技で楽しみながら学習ができました。また、ろうの文化を知った上で勉強する
と理解できる部分が多く理論、実技を学ぶことができる講義内容で良かったです。
・ろう文化についてわかりやすく解説いただきありがとうございました。特に手話言語、そしてアイ
デンティティの話は、私自身が海外で単身暮らした経験があり、その時の経験と重なるものがあり
ました。マイノリティとして生きる経験をしないとわからない感覚だと思いました。そして最近ま
で高等教育機関で障害学生支援のお仕事をしていたこともあり、手話通訳については違う言語（手
話言語と日本語）を通訳するという認識や感覚がかつてはあっただろうか……？と過去の自分の仕
事の振り返りもできました。大変勉強になりました。ありがとうございました。
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● ● ●
日本手話の文法を学ぶ

● ● ●

 １．実施の詳細�

講　座　概　要

　本格的に学ぶ機会がなかなかない日本手話の文法。本講義は、日本手話の基本的な文法につい
て、わかりやすい動画解説を視聴したあと、文法問題に取り組むｅラーニングです。受講申込み
は、９月〜11月の随時受付。受講期間は３ヶ月ありますので、ご自身のお仕事等の都合に合わせ
て学習に取り組んでいただけます。手話通訳者を目指す方、現役手話通訳者で日本手話の通訳技
術を高めたい方、手話教師、聴覚障害児・者の教育及び支援に関わる方にお勧めの講義です。学
生は無料となります。

実施責任者：共同教育学部特別支援教育講座　教授　金澤貴之

日　　　程 講　　　義　　　内　　　容 講　　　　師

９月１日㈮〜11月30日㈭
随時受付
ｅラーニングシステム登
録後３ヶ月間受講可能

【コンテンツの文法項目】
手話のしくみ、アル・イル、指差し、代名詞と所有
格、数字を含む手話、話題化と焦点化、yes-no 疑問
文、wh疑問文、wh分裂文、否定表現、可能動詞、
命令文、程度を表す表現、名詞と動詞の違い、動詞の
語形変化、文末の指さし、受け身の表現、テンスとア
スペクト、空間の利用、モダリティ、動詞連続構文、
接続表現、文末コメント、関係節と補文構造、CL表
現、RS表現、使役文

共同教育学部
特別支援教育講座
准教授・中野聡子
助教・下島恭子

２．受講者の感想（抜粋）

・日本手話の文法に関する講座は毎年開催してほしい。例え内容が同じでも、年に一度しっかり文法
を確認する機会に利用したい。特に事後課題は効果的だと感じた。
・日本手話の規則性をきちんと学ぶのは初めてでした。ろう者から見て学ぶことに日本語話者として
の限界を感じていたので、良い学びになりました。何度も見返したいと思います。
・手話通訳者として活動しています。通訳になってしまうと、なかなか基本的な学習をする場がな
く、この講座は大変勉強になりました。ありがとうございました。配布された資料も、参考になり
ました。来年度以降、開講される講座も期待しております。また受講できる事を楽しみにしており
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ます。
・NM表現の文法について詳しく解説されており、講習会ではNM表現についてここまで詳しくは
教えてもらえないので勉強になりました。
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● ● ●
聴覚障害児の理解

● ● ●

 １．実施の詳細�

講　座　概　要

　聴覚障害児者の教育・支援に関わる方が、聴覚障害について基礎的な理解を深められるように
３つの講義を厳選しています。本講義は、ｅラーニングの形態で実施します。ｅラーニングは、
講義の動画と学習を深められるような課題や質問を行うことができるリアクションシートがセッ
トになっています（リアクションシートの提出は任意）。受講申込みは、６月〜11月の随時受
付。受講期間は３ヶ月ありますので、ご自身のお仕事等の都合に合わせて学習に取り組んでいた
だけます。
※特別支援学校教員、特別支援教育を専攻する学生、ソーシャルワーカー、社会福祉施設職員等
が主な対象となります。学生は無料です。
※講義動画は、音声または手話に字幕がついています。

実施責任者：共同教育学部特別支援教育講座　教授　金澤貴之

日　　　程 講　　　義　　　内　　　容 講　　　　師

６月１日㈭〜11月30日㈭
随時受付
ｅラーニングシステム登
録後３ヶ月間受講可能

第１回：「聴覚障害」がもたらす困難さ 共同教育学部
特別支援教育講座
教授・金澤貴之第２回：聴覚障害児者の言葉・社会・文化

第３回：聴覚障害児の認知発達と学習 共同教育学部
特別支援教育講座
准教授・中野聡子

２．受講者の感想（抜粋）

・自分の中で、聴覚障害に関する理解が進んだように感じます。ありがとうございました。
・手話初心者で、数少ない単語しかまた分からない状態です。手話サークルでは教えてもらえないよ
うな聴者とろう者の捉え方の違いや、聴覚障害によりどのような困り事が生じやすいかなど、疑問
に思っていたことを学ぶことができました。
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● ● ●
聴覚障害児の教育課程・指導法

● ● ●

 １．実施の詳細�

講　座　概　要

　聴覚障害児者の教育や支援に関わる方が、聴覚障害の教育課程及び指導法について知識を深め
られるように３つの講義を厳選しています。本講義は、ｅラーニングの形態で実施します。ｅ
ラーニングは、講義の動画と学習を深められるような課題や質問を行うことができるリアクショ
ンシートがセットになっています（リアクションシートの提出は任意）。受講申込みは、６月〜
11月の随時受付。受講期間は３ヶ月ありますので、ご自身のお仕事等の都合に合わせて学習に取
り組んでいただけます。
※特別支援学校教員、特別支援教育を専攻とする学生等が主な対象となります。学生は無料です。
※講義動画は、音声または手話に字幕がついています。

実施責任者：共同教育学部特別支援教育講座　教授　金澤貴之

日　　　程 講　　　義　　　内　　　容 講　　　　師

６月１日㈭〜11月30日㈭
随時受付
ｅラーニングシステム登
録後３ヶ月間受講可能

第１回：聴覚障害児教育で求められる「専門性」 共同教育学部
特別支援教育講座
教授・金澤貴之

第２回：特別支援学校の教育課程 共同教育学部
特別支援教育講座
准教授・木村素子

第３回：各発達段階における言語指導のあり方 共同教育学部
特別支援教育講座
准教授・中野聡子

２．受講者の感想（抜粋）

・聾教育についての情報に特化した講座を準備していただき、大変うれしく思います。
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● ● ●
ろう重複障害児・者の教育と支援

● ● ●

 １．実施の詳細�

講　座　概　要

　聴覚障害児者の教育・支援に関わる方が、ろう重複障害児・者の教育と支援について知識を深
められるように３つの講義を厳選しています。本講義は、ｅラーニングの形態で実施します。ｅ
ラーニングは、講義の動画と学習を深められるような課題や質問を行うことができるリアクショ
ンシートがセットになっています（リアクションシートの提出は任意）。受講申込みは、６月〜
11月の随時受付。受講期間は３ヶ月ありますので、ご自身のお仕事等の都合に合わせて学習に取
り組んでいただけます。
※�特別支援学校教員、特別支援教育を専攻する学生、ソーシャルワーカー、社会福祉施設職員等
が主な対象となります。学生は無料です。
※講義動画は、音声または手話に字幕がついています。

実施責任者：共同教育学部特別支援教育講座　教授　金澤貴之

日　　　程 講　　　義　　　内　　　容 講　　　　師

６月１日㈭〜11月30日㈭
随時受付
ｅラーニングシステム登
録後３ヶ月間受講可能

第１回：ろう重複障害者のコミュニケーション支援 共同教育学部
特別支援教育講座
教授・金澤貴之

第２回：ろう重複障害児の発達評価と手話言語発達 共同教育学部
特別支援教育講座
准教授・中野聡子

第３回：ソーシャルワークの役割 共同教育学部
特別支援教育講座
客員講師・二神麗子

２．受講者の感想（抜粋）

・言葉の概念や言葉を確実に伝える方法を具体的にトレーニングすることで現場に落とし込むことが
できると思いました。
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⑶　免許法認定通信教育

　本免許法認定通信教育は、特別支援学校教員免許状を取得するために必要な単位を習得させ、併せ
てその資質の保持と向上を図るために実施するものである。
　特別支援学校教諭二種免許状（聴覚障害者）を有している者を対象として、一種免許状を取得する
ための３つの科目「聴覚障害児の心理・生理及び病理」「聴覚障害児の教育課程と指導法」「聴覚と他
の障害を併せ持つ重複障害児の教育」を開講した。
　講師陣・内容は2022年度とほぼ同様であるが、手話サポーター養成プロジェクト室独自の LMSの
導入により、動画の視聴や課題の提出が行いやすくなった。

講　　　　　座　　　　名 受　講　者 修　了　者

聴覚障害児の心理・生理及び病理 ７名 ３名

聴覚障害児の教育課程と指導法 ５名 １名

聴覚と他の障害を併せ持つ重複障害児の教育 ８名 ４名
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令和５年度群馬大学免許法認定通信教育　実施計画書

開設しようとする認定通信教育の課程に相当する教職課程の有無 有

№ 免許状の種類

免許法
別表第
８対応
科目

免許法施行規則に定める科目区分等 左記に対応する
開設科目名

授
与
単
位

履修期間 試験日（論文審査日） 受講
定員数

科　　　目 各科目に含める必要事項
中心となる領域

含む領域

１ 特支一種免（聴覚障害者） ―
特
　
支
特別支援教育領域に関
する科目

心身に障害のある幼
児、児童又は生徒の心
理、生理及び病理に関
する科目

聴覚障害児の心理・
生理及び病理
（Ｒ５認定通信）

2 Ｒ５.８.１〜Ｒ６.２.29

90分の講義ごとに小テ
ストを行う。
最終試験日は令和６年
２月29日。

30（人）
聴覚障害者

２ 特支一種免（聴覚障害者） ―
特
　
支
特別支援教育領域に関
する科目

心身に障害のある幼
児、児童又は生徒の教
育課程及び指導法に関
する科目

聴覚障害児の教育課
程と指導法
（Ｒ５認定通信）

2 Ｒ５.８.１〜Ｒ６.２.29

90分の講義ごとに小テ
ストを行う。
最終試験日は令和６年
２月29日。

30（人）
聴覚障害者

３ 特支一種免（聴覚障害者） ―
特
　
支

免許状に定められるこ
ととなる特別支援教育
領域以外の領域に関す
る科目

心身に障害のある幼
児、児童又は生徒の心
理、生理及び病理に関
する科目
心身に障害のある幼
児、児童又は生徒の教
育課程及び指導法に関
する科目

聴覚と他の障害を併
せ持つ重複障害児の
教育
（Ｒ５認定通信）

2 Ｒ５.８.１〜Ｒ６.２.29

90分の講義ごとに小テ
ストを行う。
最終試験日は令和６年
２月29日。

30（人）
重複・LD等領域

視覚障害者、聴覚障
害者、知的障害者
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○群馬大学免許法認定通信教育のフライヤー
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３）高校選択科目「手話」の実現に向けた実践

⑴　聖光学院高校での学校設定科目「手話」

　手話通訳者の高齢化に対する全国的な課題の解消に向けて、海外先進国と同様に高校段階から手話
の体系的な学習機会を増やすことを見据えた取り組みを遠隔教育にて行った。全国的には、福祉系高
校や総合学科等で「手話」の授業が行われているものの、１学期のみや１年間のみの実践に留まって
いるものがほとんどである。これを複数年にまたがる形で体系的なカリキュラムにし、手話奉仕員養
成課程を満たす形にできれば、若年層の手話通訳者養成に繋がる制度設計が実現できるのではないか
との考えから、2022年度より、福島県伊達市にある聖光学院高等学校において、福祉コースを新設す
るタイミングに合わせて、３年間の体系的カリキュラムとして、学校設定科目「手話」を設定した。
　本年度は２年目となり、当プロジェクトは２年生を対象にオンライン授業を行った。山本（本学非
常勤講師）、金澤、増田の３人で授業を担当した。

●　対象生徒：福祉コース２年生
●　人数：１学期：11人、２〜３学期：10人
●　聖光学院高校時間割：２時間目　10：00－10：50　３時間目　11：00－11：50
●　２時間目は聖光学院高校主体で授業実施。
●　３時間目はオンライン（Zoom）で講師とつなぎ、教室内でモニター投影。
●　11月28日のみ「特別企画」として金澤が聖光学院高校に行き、対面で授業を実施した。

授業回 授業日 ５ 時 間 目 ：内 容 ６ 時 間 目 ：内 容

1 ４月12日㈬ 「第６回　手話とろう文化」動画視聴
スキット会話文の表現練習 CL表現（平面、形状・材質、模様など）

2 ４月19日㈬
「第６回　手話とろう文化」動画視聴
スキット会話文の練習
ワークシート記入・手話表現の練習

「Ａ（首振り）Ｂしたい」
CL動詞
空間を利用した動詞

3 ４月26日㈬ 「第７回　手話とろう文化」動画視聴
ワークシート記入・手話表現の練習

友だちの紹介
/pi/ 調子が悪い

4 ５月10日㈬ 「第７回　手話とろう文化」動画視聴
ワークシートの手話表現の練習

友だちの紹介
モダリティ表現（同意・確認）

5 ５月17日㈬ 「第７回　手話とろう文化」動画視聴
ワークシート記入・手話表現の練習

モダリティ表現（同意・確認）
文末コピー、程度の表現、NM表現

6 ５月31日㈬ 「第７回　手話とろう文化」動画視聴
ワークシート記入・手話表現の練習

程度の表現
空間を活用した地理解説
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授業回 授業日 ５ 時 間 目 ：内 容 ６ 時 間 目 ：内 容

7 ６月７日㈬ 「第８回　手話とろう文化」動画視聴
スキット会話文の表現練習

数の表現、/オーバー /の使い方
時制を表す手話

8 ６月14日㈬
生徒の知りたい手話単語の動画視聴・
表現練習、時制の動画視聴
サインネームに関する動画視聴

時制を表す手話
時間の短さを示す表現、サインネーム

9 ６月21日㈬ 「第９回　手話とろう文化」動画視聴
スキット会話文の表現練習

生徒のサインネーム、条件構文
モダリティ（否定疑問文）

10 ７月５日㈬ 「第９回　手話とろう文化」動画視聴
スキット会話文の表現練習

生徒のサインネーム、条件構文
モダリティ（否定疑問文）

11 ７月12日㈬ 「第10回　手話とろう文化」動画視聴
スキット会話文の表現練習

スキット会話文の表現練習
様々な否定表現

12 ７月19日㈬ 「第10回　手話とろう文化」動画視聴
指文字練習

様々な否定表現、１学期の復習（CL、モダ
リティ、程度、道案内、時制、条件構文）

13 ９月６日㈬ 夏休みに関する単語の動画視聴・表現
練習、ワークシート記入・表現練習

夏休みの思い出を手話表現
１学期の復習（時制、オワリ /pa/）

14 ９月13日㈬ 「第11回　手話とろう文化」動画視聴
順接・逆接の表現練習

夏休みの思い出（続き）、サインネーム（復
習）
順接・逆接、対義語

15 ９月20日㈬
「第11回　手話とろう文化」動画視聴
スキット会話文の表現練習
順接・逆接の表現練習

スキット会話文の表現練習
順接・逆接、対義語の復習
イラストの表現練習（順接・逆接）

16 10月４日㈬ 「第12回　手話とろう文化」動画視聴
スキット会話文の表現練習

モダリティ表現（文末コメント）
イラスト表現練習（文末コメント）

17 10月11日㈬ 「第12回　手話とろう文化」動画視聴
スキット会話文の表現練習

スキット会話文の表現練習
社会で活躍するろう者の紹介

18 10月18日㈬ 「第６回〜12回　手話とろう文化」の
復習（単語、スキット会話文）

復習（Ａ（首振り）Ｂしたい、調子が悪い /
pi/、同意・確認、モダリティ、/オーバー /、
時制、道案内、オワリ /pa/、否定疑問文、
条件構文、順接・逆接、文末コメント）

19 11月１日㈬

「言語としての日本手話」の学習ス
タート
自己紹介（名前、出身地、得意・苦手
教科）の単語練習、表現練習

話題化構文
自己紹介に関する手話動画の読み取り
自己紹介の発表・読みとり

20 11月８日㈬
自己紹介（趣味嗜好）の単語練習
手話動画の読みとり
自己紹介文作成・表現練習

程度、可能・不可能を表す構文
程度の強さ判別クイズ、手話動画の解答解説
自己紹介の発表・読みとり

21 11月15日㈬

※学級閉鎖のためオンライン授業
家族・疑問文の単語練習
手話動画の読みとり
家族の紹介文作成・表現練習

※学級閉鎖のためオンライン授業
並列、代名詞、WH疑問文（数をたずねる）
手話動画の解答解説、家族紹介の発表・読み
とり、教員とのやりとり

22 11月29日㈬
家族・疑問文の単語練習
手話動画の読みとり
家族の紹介文作成・表現練習

並列、代名詞、WH疑問文（数をたずねる）
手話動画の解答解説、家族紹介の発表・読み
とり、教員とのやりとり
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授業回 授業日 ５ 時 間 目 ：内 容 ６ 時 間 目 ：内 容

23 12月20日㈬ 比較の単語練習
手話動画の読みとり

「〜よりも」の表現
手話動画の解答解説

24 １月17日㈬ 比較の単語練習
手話動画の読みとり

「〜よりも」の表現、CL表現（SASS）
手話動画の解答解説

25 １月24日㈬
比較の単語練習
物の配置の表現練習
間違い探しの表現練習

手話動画（続き）の解答解説
物の配置の発表
否定表現、間違い探しの発表

26 １月31日㈬ １日の生活の単語練習
手話動画の読みとり

数字、時間、CL表現（操作・実体）
手話動画の解答解説

27 ２月７日㈬ １日の生活の単語練習
手話動画の読みとり

手話動画の解答解説
数字の手話（掛算・割算）

28 ２月14日㈬ １日の生活の単語練習
自分の１日の文章作成・表現練習

自分の１日の発表・読みとり
教員とのやりとり

29 ２月21日㈬ ２年生のまとめ
１年間の総復習

２年生のまとめ
１年間の総復習

　１年生向けの授業については基本的には昨年度１年生向けの授業をもとに、火曜１、２時限に聖光
学院高校側で実施。ただし、９月12日１時間目と11月28日１時間目に、「特別企画」として、金澤が
授業を担当した。

オンライン授業の様子
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⑵　聴覚特別支援学校高等部向けの手話の授業

　公立の聴覚特別支援学校の教育課程における手話の取り扱いは、あくまでもコミュニケーション手
段となっている。聴覚障害児教育における手話の位置づけの転換を促し、また聴覚障害生徒に言語と
して手話を学ぶ機会を提供するため、2021・2022年度に続き、群馬大学の出張模擬授業の制度を活用
して、聴覚特別支援学校高等部向けにオンラインで手話の授業を行った。
　授業は、以下７つのテーマから各学校における生徒の状況や学習のねらいに合わせて1つを選択で
きるようにした。
　１．日本手話の修飾表現を学ぼう（１）程度を表す日本手話の表現
　２．日本手話の修飾表現を学ぼう（２）CL表現で動詞を修飾しよう
　３．日本手話の表現から日本語の自動詞と他動詞を区別しよう
　４．物語における日本手話と日本語の視点の違いを知ろう
　５．日本手話と日本語のポライトネスの違いを知ろう
　６．日本手話と日本語のモダリティの違いを知ろう
　７．日本手話と日本語の否定表現を比べてみよう
　いずれのテーマについても、冒頭に日本手話の文法や日本語との違いについて解説を行ったあと、
理解を深めるための課題にグループで取組み、発表をするという流れで実施した。
　講師はすべてろうのスタッフが担当した。

学　校　名 実施日 時　　　間 対　　象 テ　　ー　　マ 講師名

埼玉県立特別支援
学校大宮ろう学園 11月10日 13：25－14：15 ３年生 25名 日本手話と日本語のポラ

イトネスの違いを知ろう 下島恭子

埼玉県立特別支援
学校坂戸ろう学園 12月15日 14：20－15：10 1〜３年生 15名

物語における日本手話と
日本語の視点の違いを知
ろう

下島恭子

※すべてオンライン（Zoom）による実施

　生徒たちはそれぞれのスマートフォンでZoomに
アクセスし、こちらでスポットライト設定した群大側
の映像を見て手話表現を行う。また、それとは別に、
教室前方のテレビモニタにもZoom映像が映されて
いる。
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大宮ろう学園での模擬授業の様子（Zoom画面）

上司という相手にふさわしい言い方で企画資料の確認をお願いする手話表現を発表。
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４）日本手話・手話通訳教育指導者養成に向けた取組み

⑴　神奈川県聴覚障害者福祉センター職員研修

　当事者団体の中で誤解されている手話通訳制度、遠隔手話通訳の解説、聾教育をめぐる今日的課題
の解説等を行った。

日　時：2023年８月30日（水）14：00～16：00
場　所：神奈川県聴覚障害者福祉センター
テーマ：「聴覚障害児者の支援をめぐる今日的課題」
講　師：金澤貴之
受講生：10名程度
主　催：神奈川県聴覚障害者福祉センター

⑵　NPO手話教師センター特別講演会

　NPO手話教師センターが実施する、コミュニティ＆学術分野におけるろう通訳者・フィーダー養
成事業において、中野聡子准教授が「学術通訳とは？」のテーマで講演を行った。

日　時：2023年９月30日（土）10：00〜11：30
テーマ：学術通訳とは？
講　師：中野　聡子
参加者：75名
主　催：NPO手話教師センター

５）単位互換制度の実施に向けた施行

　群馬大学では、近隣大学と単位互換協定を結んでいる。しかしながら従来は移動を必要とするため
に、ほとんど活かされる機会が少なかった。これがオンライン教育により容易になると考えた。単位
互換制度の実現には大学間の調整も必要であるため、直ちに実現することは難しいものの、授業を連
結させて実施している公開講座について、学生を無料開講とすることとし、本学以外の大学生が手話
を学ぶ機会を提供した。
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公　　　開　　　講　　　座 受講者数

オンライン授業で学ぶ手話とろう文化 24

オンデマンド教材で学ぶ手話とろう文化 67

日本手話の文法を学ぶ 55

聴覚障害児の理解 21

聴覚障害児の教育課程・指導法 17

ろう重複障害児・者の教育と支援 17

６）大学間連携による「手話教育研究の拠点形成事業」に向けた取組み

関西学院大学手話言語研究センターとの連携

⑴　授業における連携

【講義名：SDGs 総合演習：日本手話を活用した聴覚障害児者支援の実践】
　　群馬大学教育学部特別支援教育専攻の専門科目「SDGs 総合演習：日本手話を活用した聴覚障害
児者支援の実践」において、関西学院大学手話言語研究センターの前川和美助教に手話による絵本
の読み聞かせの指導、下谷奈津子助教に言語と文化の違いをふまえた手話通訳の指導を行っていた
だいた。

日　時：2023年６月24日・25日
形　態：対面
受講者：いずれも２名
テーマ：「絵本の読み聞かせ（１）（２）（３）」（前川和美）
　　　　「言語と文化の違いをふまえた手話通訳（１）（２）」（下谷奈津子）

【講義名：手話言語学基礎】
　　関西学院大学手話言語研究センターが開講する「手話言語学基礎」の授業のうち１回を、本学の
中野聡子准教授が担当した（2023年７月14日）。「手話言語発達の様相」について、両親ろうのろう
児における手話言語発達、手指音声言語からみた音声言語の発達について解説を行った。

⑵　研究における連携

　『手話・音声言語研究　関西学院大学手話言語研究センター紀要』創刊号に寄稿論文「日本の大学
におけるＬ２日本手話・手話通訳教育の現状と課題」を掲載した（p.132参照）。
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　３月４日に関西学院大学手話言語研究センターにて、松岡克尚氏（関西学院大学教授）、二神麗子
客員講師、金澤貴之の３名で、「手話通訳者の資格制度の在り方に関する検討」を行った。手話通訳
者の国家資格化が出来ていない背景を探り、同資格化の可能性、あり方を検討した。
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３．実 績 等





実績等一覧

１．手話関連の資格取得状況等
　１）群馬県認定手話通訳者試験
　　2024年２月現在、本プロジェクト修了生の合格者３名

　２）手話通訳士試験
　　2024年２月現在、本プロジェクト修了生の合格者１名

２．厚生労働省手話奉仕員・手話通訳者養成カリキュラム修了者数

手 話 奉 仕 員 養 成 手 話 通 訳 者 養 成

手話サポーター養成
プログラム

日本手話実践力育成
プログラム

手話サポーター養成
プログラム

日本手話実践力育成
プログラム

2023 20 26 6 （初年度のため該当者なし）

2022 12 5

2021 13 13

2020 22 16

2019 22 17

2018 20 1

2017 17 （初年度のため該当者なし）

合計 152 58

３．厚生労働省盲ろう者通訳・介助員養成カリキュラム　全課程修了者数

年度 修了者数

2023 8

2022 4

2021 5

2020 3

2019 3

合計 23

４．群馬大学公開講座受講者数
〈オンライン講座〉
・オンライン授業で学ぶ手話とろう文化（全９回）	 ：106名
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〈オンデマンド講座〉
・オンデマンド教材で学ぶ手話とろう文化	 ：211名
・聴覚障害児の理解	 ：  40名
・聴覚障害児の教育課程・指導法	 ：  31名
・ろう重複障害児・者の教育と支援	 ：  38名
・日本手話の文法を学ぶ	 ：385名

５．聴覚特別支援学校高等部の模擬授業
　　（実施日順）
・埼玉県立特別支援学校大宮ろう学園：13名（一般クラス３年生）
・埼玉県立特別支援学校坂戸ろう学園：15名（１年生５名、２年生４名、３年生６名）

６．講 演 等
　　（実施日順）
・東京都聴覚障害者連盟の手話学習者向けの対面及びオンライン講習「素晴らしい手話の世界への招
待」の講師として下島恭子が講義を行った（2023年５月～９月　全10回）。
・令和５年女性局全国女性議員政策研究会にて金澤貴之が講師として研修を行った（2023年６月１日）。
・日本財団電話リレーサービスの「電話リレーサービスオペレーター研修」の講師として中野聡子が
講義を行った（2023年６月２日、29日）。
・中央ブロック手話通訳者研修（第二回）において金澤貴之が講師として講義を行った（2023年７月
15日）。
・群馬県手話通訳者養成講座の講師として中野聡子が講義を行った（2023年７月22日）。
・東京都聴覚障害者連盟手話セミナーにおいて金澤貴之が講師として講義を行った（2023年７月30日）。
・みどり市手話講習会令和５年度入門編の講師として下島恭子が講義を行った（2023年８月９日）。
・神奈川県聴覚障害者福祉センター職員研修において金澤貴之が講師として講義を行った（2023年８
月30日）。
・東京都議会において金澤貴之が講師として研修を行った（９月12日）。
・特定非営利活動法人手話教師センターコミュニティ＆学術分野におけるろう通訳者・フィーダー養
成において中野聡子が Zoomによるオンラインにて講義を行った（2023年９月30日）。
・甲府市議会　議員研修会において金澤貴之が講師として研修を行った（2023年10月２日）。
・放送大学群馬学習センターの面接授業講師として金澤貴之、下島恭子が講義を行った（2023年11月
11日～12日）。
・岐阜県手話通訳者スキルアップ研修において中野聡子と金澤貴之が講師として講義を行った（2023
年８月12日～13日）。
・長野県登録手話通訳者現任研修において下島恭子が講師として講義を行った（2023年８月27日）。
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・令和５年度長野県登録手話通訳者現任研修　フォローアップ講座第一回全体講座において下島恭子
が講師として講義を行った（2023年９月18日）。
・令和５年度第一回市町村意思疎通支援担当者研修会において金澤貴之が講師として研修を行った
（2023年10月25日）。
・第32回 JTF 翻訳祭2023において金澤貴之が講師としてオンラインにて講義を行った（2023年11月
８日）。
・第27回全国聴覚言語障害者福祉研究交流集会 in 埼玉において金澤貴之が講師として講演を行った
（2023年12月９日）。
・群馬県手話通訳問題研究会の学習会において下島恭子が講師として講義を行った（2024年３月16
日）。
・富山県登録手話通訳者現任研修において中野聡子が講師として講義を行った（2024年３月24日）。
・神奈川県手話通訳者養成講座において中野聡子が講師として講義を行った（2024年３月27日）。

７．関連研究：研究費助成事業　採択課題一覧
【（文部科学省）科学研究費】
　区　　　分：基盤研究Ｃ
　研 究 期 間：2022年４月１日～2025年３月31日
　研究代表者：金澤貴之
　課　題　名：聴覚特別支援学校高等部における学校設定教科・科目「手話」の実現に向けた実践的研究

【（文部科学省）科学研究費】
　区　　　分：挑戦的研究
　研 究 期 間：2023年６月30日～2026年３月31日
　研究代表者：中野聡子
　課　題　名：CEFR に準拠した日本手話到達基準「JSL スタンダード」の策定と活用

８．ホームページ改訂
　2017年度から運用してきたホームページを一新し、共同教育学部と同じ制作会社のもと、学部と統
一感のあるデザインとした。特にリカレント教育を中心に、学部のホームページとのリンクを工夫
し、双方での重複が起こらぬようにした。また、Google アナリティクスの埋め込みを行い、アクセ
ス解析ができるようにした。

９．SNS関係
　手話サポーター養成プロジェクト室の公式YouTube チャンネルにおいて、「学生YouTuber」６名
が、プロジェクト室の日常や、スタッフ、学生へのインタビュー、授業で感じた疑問を教員に質問す
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る、などの映像の配信により、プロジェクト室の活動を紹介するコンテンツを増やした。
　また、「免許法認定通信教育」など、授業のダイジェスト動画をアップロードするなど、それ自体
が視聴者の学びとなるコンテンツもアップロードした。
　2023年度の成果としては、以下の事項があげられる。
・４月からショート動画の配信を開始（ロング動画を再編集したものも含め、１月27日現在43本）。
・１月19日にチャンネル登録者数2000人を達成。
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・最も視聴回数の多い動画「【学生の声】ろう学校実習を経た４年生の手話レベルが高い…！」が１
月27日に2.1万再生回数を突破。

10�．「手話サポーター養成プログラム」「日本手話実践力育成プログラム」の学習歴証明書のデ
ジタル化（オープンバッジ）

　厚生労働省手話奉仕員・手話通訳者養成カリキュラム相当として実施してきた授業について、取得
できる資格や学習内容を目に見える形にするため、各プログラム修了者に対し、オープンバッジを発
行することとした。
　オープンバッジを発行するプログラム及びコース、バッジ受領に必要な授業履修は以下の通りであ
る。

手話サボーター養成プログラム（学部生） 日本手話実践力育成プログラム（社会人）

手話奉仕員養成コース
（言語としての日本手話ⅠＡ /ⅠＢ / ⅡＡ / ⅡＢ）

ベーシックコース
（日本手話講座ⅠＡ /ⅠＢ / ⅡＡ / ⅡＢ）

手話通訳者養成コース
（日本手話と日本語の違いを学ぶⅠ /Ⅱ / Ⅲ）

アドバンスコース
（手話通訳講座Ⅰ /Ⅱ / Ⅲ）

　発行されるオープンバッジは以下４種類である。
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11．令和６年能登半島地震　被災者の聴覚障害者向け動画作成・配信

　令和６年１月１日に発生した能登の震災における、聴覚障害者向けの情報発信として、株式会社プ
ラスヴォイスと連携して動画作成・配信を行った。
　「乳幼児　避難所での注意点　ミルクをつくる時」は、NHKによる情報を下島が手話動画に、「避
難所内に聞こえない人がいる時のお願い」は、金澤がシナリオ作成し、下島が手話動画にした。作成
した動画にプラスヴォイスが字幕付与・編集をし、プラスヴォイス、本学双方の SNSアカウントか
ら発信をした。
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研修・講演等　概要

１．厚生労働省手話奉仕員・手話通訳者養成カリキュラム講座の講師
　１）みどり市手話講習会　
　　日　時：2023年８月９日（水）　19時00分〜21時00分
　　場　所：みどり市社会福祉協議会
　　テーマ：「聴覚障害の基礎知識」
　　講　師：下島恭子
　　受講生：11名

　２）群馬県手話通訳者養成講座
　　日　時：2023年７月22日（土）　13時00分〜15時00分
　　場　所：群馬県社会福祉総合センター　２階　202会議室
　　テーマ：「聴覚障害児の言語発達と教育」
　　講　師：中野聡子
　　受講生：６名

　３）神奈川県手話通訳者養成講座
　　日　時：2024年３月27日（水）　18時30分〜20時30分
　　場　所：神奈川県聴覚障害者福祉センター
　　テーマ：「ことばの仕組み（手話言語）」
　　講　師：中野聡子
　　受講生：16名

２．手話学習者向け研修の講師
　１）東京都聴覚障害者連盟「素晴らしい手話の世界への招待」
　　日　時：2023年５月～９月の金曜日10時00分〜12時00分　全10回
　　場　所：オンライン講習：Zoom
　　テーマ：「日本手話の基本を身につけよう」
　　講　師：下島恭子
　　受講生：６名
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　２）放送大学
　　日　時：2023年11月11日（土）、12日（日）
　　場　所：放送大学学園 群馬学習センター
　　テーマ：「手話とろう文化」
　　講　師：金澤貴之・下島恭子
　　受講生：23名

３．手話通訳者向け研修の講師
　１）電話リレーサービスオペレータ研修
　　日　時：2023年６月２日（金）　10時30分〜12時00分
　　テーマ：「ろう者から見た日本語・日本文化」
　　講　師：中野聡子
　　受講生：10名程度

　２）電話リレーサービスオペレータ研修
　　日　時：2023年６月29日（木）　10時30分〜12時00分
　　テーマ：「意思疎通支援事業と電話リレーサービスにおける通訳の違い」
　　講　師：中野聡子
　　受講生：10名程度

　３）中央ブロック手話通訳者研修（第二回）
　　日　時：2023年７月15日（土）　10時00分〜12時00分
　　場　所：麻布地区区民協働スペース
　　テーマ：「手話言語条例及び日本手話と日本語対応手話」
　　講　師：金澤貴之
　　受講生：30名程度

　４）岐阜県手話通訳者スキルアップ研修
　　日　時：2023年８月12日（土）　10時00分〜16時00分
　　場　所：OKBふれあい会館
　　テーマ：「聴覚障害者のメンタルヘルス」
　　講　師：中野聡子
　　受講生：16名
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　５）岐阜県手話通訳者スキルアップ研修
　　日　時：2023年８月13日（日）　10時00分〜16時00分
　　場　所：OKBふれあい会館
　　テーマ：「手話通訳者を取り巻く状況について」「聾教育をめぐる現代的課題について」
　　講　師：金澤貴之
　　受講生：20名

　６）長野市登録手話通訳者現任研修
　　日　時：2023年８月27日（日）　10時00分〜15時00分
　　場　所：長野市障害者福祉センター202会議室
　　テーマ：「日本手話から日本語への通訳を考えよう」
　　講　師：下島恭子
　　受講生：20名程度

　７）令和５年度長野県登録手話通訳者現任研修　フォローアップ講座　第一回全体講座
　　日　時：2023年９月18日（月）　10時30分〜15時15分
　　場　所：松本市総合社会福祉センター　大会議室
　　テーマ：「日本手話と日本語の通訳を考える」
　　講　師：下島恭子
　　受講生：40名程度

　８）富山県登録手話通訳者現任研修
　　日　時：2024年３月24日（日）　13時00分～16時00分
　　場　所：富山県聴覚障害者センター
　　テーマ：「日本手話の通訳ができるようになるためには」
　　講　師：中野聡子
　　受講生：20名程度

　９）群馬県手話通訳問題研究会　学習会
　　日　時：2024年３月16日（土）　14時00分～16時00分
　　場　所：群馬県社会福祉総合センター
　　テーマ：「日本手話の否定表現」
　　講　師：下島恭子
　　受講生：70名程度
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４．手話・手話通訳指導者向け研修
　１）神奈川県聴覚障害者福祉センター職員研修
　　日　時：2023年８月30日（水）　14時00分～16時00分
　　場　所：神奈川県聴覚障害者福祉センター
　　テーマ：「聴覚障害児者の支援をめぐる今日的課題」
　　講　師：金澤貴之
　　参加者：10名程度
　　内　容：�当事者団体の中で誤解されている手話通訳制度、遠隔手話通訳の解説、聾教育をめぐる

今日的課題の解説等を行った。

２）�特定非営利活動法人手話教師センター「コミュニティ＆学術分野におけるろう通訳者・フィー
ダー養成」

　　日　時：2023年９月30日（土）　10時00分～11時30分
　　場　所：Zoomによるオンライン（アットビジネスセンター渋谷東口駅前から配信）
　　テーマ：「学術通訳とは」
　　講　師：中野聡子
　　参加者：74名

５．法律・条例に関わる研修の講師
　１）令和５年女性局全国女性議員政策研究会
　　日　時：2023年６月１日（木）　17時10分～17時50分
　　場　所：自民党本部８階ホール
　　テーマ：「手話とは？」
　　講　師：金澤貴之・二神麗子
　　参加者：対面参加約140名、web 参加約100名
　　内　容：�宮路拓馬氏（衆議院議員）、今井絵理子氏（参議院議員）、堀由美恵氏（プロボディボー

ダーで聴覚障害当事者）と共に、対談形式で、手話にまつわる基本的な誤解の解説や、
覚えてほしい手話「ありがとう」の政策論的な解説・紹介を行った。

　２）東京都聴覚障害者連盟手話セミナー
　　日　時：2023年７月30日（日）　13時45分～16時15分
　　場　所：渋谷区リフレッシュ氷川
　　テーマ：「東京都手話言語条例が果たす役割　『教育』と『手話通訳者養成』について」
　　講　師：金澤貴之
　　参加者：約80名
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　　内　容：�東京都手話言語条例の特徴と、各地の条例制定後の実情を踏まえた、効果的、本質的な
施策について、「教育」と「手話通訳者養成」を中心に解説した。

　３）東京都議会
　　日　時：2023年９月12日（火）　10時00分〜12時00分
　　場　所：東京都議会
　　テーマ：「情報コミュニケーション条例の本質的課題」
　　講　師：金澤貴之
　　参加者：東京都議会議員情報コミュニケーション条例制定WT等約20名
　　内　容：�手話言語条例、情報コミュニケーション条例（法）、障害者差別解消法（条例）それぞ

れの違いを解説し、東京都において情報コミュニケーション条例が果たす役割について
解説した。

　４）甲府市議会　議員研修会
　　日　時：2023年10月２日（月）　13時30分～15時30分
　　場　所：衆議院第二議員会館
　　テーマ：「手話言語条例の制定に向けて」
　　講　師：金澤貴之・二神麗子
　　参加者：約10名
　　内　容：�市町村における手話言語条例の制定時および制定後の課題を概説し、甲府市に合った条

例制定について提言を行った。

　５）令和５年度　第一回市町村意思疎通支援担当者研修会
　　日　時：2023年10月25日（水）
　　場　所：神奈川県聴覚障害者福祉センター　13時00分～14時45分
　　テーマ：「聴覚障がい者をめぐる今日的課題から　～合理的配慮はなぜ進まないか～」
　　講　師：金澤貴之
　　参加者：約75名
　　内　容：�聴覚障害者の合理的配慮が進まない理由について、①関係者が「合理的配慮」を正しく

理解していない、②各自治体の障害福祉課担当者が各省庁の合理的配慮を把握していな
い、③各自治体の障害福祉担当以外の職員が、そもそも合理的配慮を自分の問題だと
思っていない、④民間事業者への普及啓発ができていない、⑤効率的・効果的な方法の
実現のための行政の斡旋、介入がほぼノーアイデアであると提起し、不当な差別的取扱
と合理的配慮について制度的解説を行った。
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６．そ の 他
　１）第32回 JTF 翻訳祭2023
　　日　時：2023年11月８日（水）
　　場　所：オンライン開催（オンデマンド含む）
　　テーマ：「『手話』という言語をめぐる社会言語学的諸課題」
　　講　師：金澤貴之
　　参加者：自由参加によるオンライン・オンデマンドのため不明
　　内　容：�「手話」をめぐる基本的な言語の性質や誤解を取り上げ、その上で固有の社会言語学的

諸課題を概説した。

　２）第27回全国聴覚言語障害者福祉研究交流集会 in 埼玉
　　日　時：2023年12月９日（土）　15時30分～17時00分
　　　　　　　　　　～10日（日）　９時30分～12時00分、13時00分～14時30分
　　場　所：埼玉県県民活動総合センター
　　テーマ：「地域生活を支える（重複・難聴・放課後デイ・地活）」
　　講　師：金澤貴之（共同研究者）
　　参加者：約60名
　　内　容：�重複聴覚障害者や聴覚障害児、難聴者、中途失聴者が自由にコミュニケーションをとる

ことができる社会環境を整えるためには、既存の資源に加えて、新しい社会資源の創
出、ネットワークづくりが大切である。どのような資源があれば、地域で豊かに暮らせ
るのか、また支援体制はどうあるべきか等を考え、楽しく豊かな暮らしのために工夫さ
れている実践を持ち寄り交流した。
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学　内　連　携

１．GFL成果報告会（2023年５月27日）
　群馬大学では、自国及び他国の文化・歴史・伝統を理解し、外国語によるコミュニケーション能力
を持ち、国内外において主体的に活動できるグローバルフロンティアリーダーの育成に力を入れてお
り、この一環として、「グローバルフロンティアリーダー（GFL）育成プログラム」を設置している。
　2023年度のGFL 成果報告会では、中野聡子が「“Deaf people can do anything except hear” を体
感したアメリカ留学」と題した特別講演を行った。
　参加者は192名（うちオンライン４名）、参加者の内訳は群馬大学関係者148名、高校生等44名で
あった。

【当日のスケジュール】
　13：00　成果報告会　開会
　13：05　群馬大学副学長挨拶
　13：10　群馬大学GFL プログラムの概要報告（教員）
　13：25　群馬大学GFL プログラムの活動報告（学生）
　　　　　⑴　「英語力向上だけじゃない！医学部 English Cafe の魅力」
　　　　　⑵　「Lilac（ライラック）～言葉を使わずに始める国際交流～」
　　　　　⑶　「インド シンバイオシス大学オンライン留学」
　14：00　休憩10分
　14：10　活動報告ポスター発表（投票）
　15：10　特別講演「“Deaf people can do anything except hear.” を体感したアメリカ留学」
　　　　　（講師：群馬大学共同教育学部准教授 特別支援教育講座
　　　　　　　　　手話サポーター養成プロジェクト室 中野 聡子 准教授）
　15：55　全体質疑応答と来賓による講評
　16：10　教育・情報GFL 教員講評
　16：15　医理工GFL 教員講評
　16：20　ベストポスター賞表彰式・記念撮影・閉会
　16：30　来賓との意見交換会／現役GFL 生との学生交流会
　17：00　終了
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○群馬大学GFL成果報告会のフライヤー
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２．越ケ谷高等学校　模擬授業
　埼玉県立越ケ谷高等学校の群馬大学共同教育学部見学者に対し手話の授業を行った。

日　時：2023年11月14日（火）　13：00～13：50
場　所：６号館Ｃ204教室
テーマ：「手話を学ぼう！」
講　師：金澤貴之
受講生：15名
内　容：・手話サポーター養成プロジェクト：手話通訳者を大学で養成するための授業の紹介
　　　　・手話の授業の様子（オンライン授業、高校生向けの授業）
　　　　・「手話が言語である」とは？
　　　　・日本手話の性質
　　　　・手話をめぐる社会情勢の変化
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４．学術資料





『手話学研究』32（2）, p1-12.　掲載論文
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『特別支援教育実践研究学会第２回大会（兵庫大会）発表論文集』, p25　掲載論文
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『群馬大学共同教育学部紀要　人文・社会科学編』第73巻, p141-154.　掲載論文

手話言語教育におけるCEFRの活用に関する文献的研究
―― 「日本手話教育の参照枠」の策定に向けて ──

中　野　聡　子1）・浅　田　裕　子2）

1）群馬大学共同教育学部特別支援教育講座
2）昭和女子大学グローバルビジネス学部

（2023年 9月 27日受理）

Literature Review on the Implementation of the CEFR  
for Sign Languages in Higher Education:

Towards a Common Framework of Reference for Japanese Sign Language

Satoko NAKANO and Yuko ASADA
1）Department of Special Needs Education, Cooperative Faculty of Education, Gunma University

2）Faculty of Global Business, Showa Womenʼs University

キーワード：CEFR（ヨーロッパ言語共通参照枠），能力記述文，日本手話
Key words: CEFR (Common European Framework of Reference for Languages: Learning,  

　　　　Teaching, Assessment), descriptors, Japanese Sign Language
（Accepted on September 27th, 2023）

１．問題の所在と目的

1.1　第２言語としての手話言語教育の現状

　日本手話（Japanese Sign Language: JSL）を始め
とする手話言語は，「独自の体系を持った自然言語

であり，音声言語に匹敵する複雑かつ精緻な言語

構造を兼ね備えている」（Stokoe　1960）。音声母語
話者が，聴覚特別支援学校の教師や手話通訳者な

ど，ろう児・者の教育及び支援の専門職を目指そう

とする場合，手話言語を第 2言語（L2）として学
習することになるが，熟達度の高いレベルに達す

るのは容易でない。例えば，Jacobs（1996）は，英
語母語話者にとってアメリカ手話（American Sign 
Language: ASL）の習得難易度は，中国語や日本語
と同じく，カテゴリー4に相当し，1,320時間以上
の学習時間，平均 6～15年の期間を要すると見積
もっている。音声母語話者の手話言語学習の難易度

が高い要因の 1つとして，手話言語が母語の聴覚 ‒

音声モダリティではなく，視覚‒身体動作モダリティ

を使用するバイモーダル L2（M2L2）であることが
影響している。Quinto-Pozos（2005）は，ASLには，
CL（Classifiers），RS（Referential Shift），空間の使用
や NM（Non-Manuals）といった言語機能が組み込
まれており，これらは音声言語にはない視覚空間・

同時的な言語形式や文法的要素で，成人の音声母語

話者にとって特に習得が難しいと述べている。

　典型的な手話言語教育プログラムは，90～240時
間程度で設定されていることが多い（Monikowski 
& Peterson　2005；二神他　2018）。手話言語教育
プログラムを修了した者の一部は手話通訳教育プロ

グラムに進むが，プログラム開始時，受講中，修了

時のいずれの段階においても，受講生の手話言語ス

キルは総じて不十分であり（Anderson & Stauffer 
1990; Ball 2013; Godfrey 2010; Monikowski & 
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Peterson 2005; Monikowski 1995; Quinto-Pozos 2005; 
Roy 2000; Shaw et al. 2004; Gómez et al. 2007; Stone 
2017; 霍間 ･四日市 2013; 繁益 2018など），通訳訓
練にあてる時間の多くを，手話言語学習の指導に費

やさなければならない（Shaw et al. 2004; Roy 2000; 
Stone 2017）。日本では，手話通訳者を目指す者の
ほとんどが，厚生労働省の学習指導要領に基づいた

「手話奉仕員及び手話通訳者養成カリキュラム」に

おいて日本手話を学習し手話通訳訓練を受ける。し

かし，公的資格である「手話通訳士」の認定試験の

合格率は 10％前後（2022年度は 13.3％）と低く，（合
格には学習開始から平均 10年を要するなど，日本
手話学習・通訳養成の指導が成功しているとは言い

難い。

　L2手話言語教育における構造的な問題として，
Mackee et al.（2014）は，
　（a）手話言語教育の専門的基盤を構築できる学術

的環境で，カリキュラムや指導法の研究開発

にあたるろう者が少ない。

　（b）手話言語教育クラスは，コミュニケーション
障害，特殊教育，地域教育などの学問分野の

もとで行われることが多く，L2教育の領域
外となっている。

　（c）手話言語教師のための専門的な教師準備プロ
グラムと資格要件を整備している国は少ない。

の 3つをあげている。
　そのため手話言語教師は，利用可能な学習資料や

実践的な経験や直感に基づいて指導にあたっている

ことが多い（Cresdee & Johnston 2014; Mckee et al. 
2014; Rosen 2010; Schornstein 2005）。
　これらはまさに日本手話教育の現状そのものであ

る。加えて日本では，高い日本手話スキルをもった

専門職を高等教育において養成する制度的根拠・設

計や体制が整備されていない。また手話通訳者の職

業的地位や収入の低さもあり，専門職として必要な

日本手話の言語コミュニケーション能力や通訳能力

を身につけられるような継続的なプログラムやコー

スを提供している高等教育機関は非常に少ない。そ

のため手話言語教育の専門的基盤を構築できる学術

的環境がろう者だけでなく聴者も含めて整っておら

ず，日本の手話言語教育において使用されているカ

リキュラムや教材のほとんどは，ろう者団体や民間

において開発されてきているという特徴がある。

　このため，日本を含めて多くの国々では手話言語

教育について，包括性，明確性，一貫性を兼ね備え

た基準が策定されておらず，このことが手話言語教

育の質の低さにつながっていると考えられる。

　このようななか，ヨーロッパでは，「外国語の学習，教

授，評価のためのヨーロッパ共通参照枠」（Common 
European Framework of Reference for Language: 
Learning, teaching, assessment: CEFR）を手話言語
に適用させ，手話言語教育の共通の学習目標，カリ

キュラム，到達度を策定して，手話言語教育の質的

向上を図る取り組みが進められている。

　本研究では，CEFRに準拠した「日本手話教育の
参照枠」の策定に向けて，2節では CEFRの手話言
語への適用に向けた動向とその成果，3節ではヨー
ロッパ各国の CEFR準拠の状況について概観する。
そして，4節では，2節と 3節をふまえて，「日本手
話教育の参照枠」の開発に向けた課題について検討

し，5節を結語とする。

1.2　�CEFR準拠の日本手話教育の参照枠を策定する

ことの意義

　CEFRの目的は，ヨーロッパの言語教育のシラバ
ス，カリキュラムのガイドライン，試験，教科書な

どの向上のために一般的基盤を与えることにある。

言語学習者が言語をコミュニケーションのために使

用するには何を学ぶ必要があるか，効果的に行動で

きるようになるためにはどんな知識と技能を身につ

ければよいか，を総合的に記述するものである。そ

こでは言語がおかれている文化的なコンテクストを

も記述の対象とする。CEFRはさらに学習者の熟達
度のレベルを明示的に記述し，それぞれの学習段階

で，また生涯を通して学習進度が測れるように考え

られている（吉島他　2004）。
　このようにCEFRは外国語能力の参照基準として，
「ヨーロッパの 40年以上にわたる研究の成果がコ
ミュニカティブ・アプローチを生み出し，グローバ

ル世界を外国語教育でリードして社会変革をもたら
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し，CEFRのもとに最新の学習法，教授法，教員の
養成法，少数民族への言語教育への取り組みを推進

して効果をあげている」（投野他　2015: iv）ことに，
日本でも音声言語の外国語教育関係者に大きな衝撃

を与えた。

　その後，日本においては，CEFRを日本の英語教
育の枠組みに適用した「CEFR-J」（投野他　2015）
や，国内外の日本語学習者の日本語習得段階に応じ

て求められる日本語教育の内容及び方法を明らかに

し，外国人等が適切な日本語教育を受けられるよう

にすることを目的とした「日本語教育の参照枠」

（文化審議会国語分科会　2021）が開発され，学習，
教授，評価の現場で活用されている。

　CEFRの共通参照レベルは，包括性，一貫性，明
確性，柔軟性の 4つの基準が担保されており（吉島
他　2004），言語の違いを超えて，また学習者，教
授者，評価者がそれぞれ自己評価，指導法開発やタ

スク作成，評価テストの作成という異なる目的をも

ちながらも共通して参照できるようになっている。

このことは，言い換えれば，個別・具体的なコンテ

クストへの言及はないということであり，「CEFR-J」
や「日本語教育の参照枠」のように，個別言語の特

性や学習者のおかれている言語環境等を考慮した参

照レベルの記述が必要になるということである。

　CEFRに準拠した「日本手話教育の参照枠」の策定
によって期待される効果としては，「日本語教育の参

照枠」のそれと共通することが多いと言えよう。文化

審議会国語分科会日本語教育小委員会「日本語教育の

参照枠」の活用に関するワーキング・グループ（2022）
は，「日本語教育の参照枠」の普及によって期待され

る効果としていくつかのポイントを列挙しているが，

それらを日本手話の文脈におきかえると，以下のよ

うな点が効果として期待できると考えられる。

【社会】

・日本手話教育に関わるすべての人が共通の指標を

参照し，お互いの知見を共有し連携することで，

日本手話教育全体の質の向上につながる。

・日本手話学習者の周囲の人 （々ろうコミュニティ，

聴覚特別支援学校，手話サークルなど）による日

本手話学習者の日本手話能力の熟達度の把握が可

能となり，学習者を支える環境が醸成される。

【行政】

・障害者総合支援法に位置づけられている地域生活

支援事業における手話奉仕員及び手話通訳者の養

成カリキュラム（厚生労働省）や，特別支援教育

の教員養成課程における日本手話の授業について，

日本手話教育の目標や方針，教育内容を設定する

ために参照することにより，各専門職として必要

となる日本手話の学習環境の整備につながる。

【教育機関・日本手話教師】

・言語活動領域別の能力記述文を整備することによ

り，日本手話教育機関が養成・学習の目標・目的

に応じたカリキュラムを設定し，必要な日本手話

能力の習得につなげることができる。

・日本手話教師が日本手話学習者の熟達度を客観的

に把握し，具体的な教育活動の設計や評価が可能

となる。

【試験】

・「全国手話検定試験」（社会福祉法人全国手話研修

センター），「手話通訳者全国統一試験」（社会福

祉法人全国手話研修センター），「手話通訳技能認

定試験（手話通訳士試験）」（社会福祉法人聴力障

害者情報文化センター）などの各種試験が判定す

る日本手話能力について共通の指標を整備するこ

とで，各試験間の通用性が向上する。

【日本手話学習者】

・学習者が自身の日本手話能力の熟達度を客観的に

把握したり，具体的な学習目標を設定したりする

ことを通して，自律的・主体的に学習を進めてい

くことができる。

・共通の尺度で日本手話能力の証明が行えることで，

居住地や教育機関を移動しても，適切な日本手話

教育を継続的に受けることができる。

２．�CEFR に準拠した手話言語の共通参照基
準の策定

　CEFRを手話言語に適用する根拠として，手話言
語のモダリティは視覚 ‒身体動作でありながらも，

音声言語にみられるような言語的特徴を有する 1つ
の自然言語であるという共通認識がある。したがっ
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て，言語使用者をある特定の社会において行動する

社会的な存在（social agents）として捉え，発話行
為は特定の活動領域において言語使用者がなすべき

目的を達成するために行う言語活動であると考える

行動志向アプローチ（action-oriented approach）に
基づく CEFRの言語観，言語学習，教授観をその
まま手話言語教育の共通参照レベルに適用するこ

とができると捉えられている（Council of Europe 
2020，以下，CEFR-CV: 252）。
　CEFRの手話言語への適用は，アイルランド手話

（Leeson & Byrne Dunne 2009; Leeson & Grehan 
2009），ドイツ手話（Rathmann et al. 2012），オランダ
手話（ATERK NGT 2013）において試みられてきた。
ヨーロッパ評議会の下部機関であるヨーロッパ現代

語センター（European Centre for Modern Languages: 
ECML）のPRO-Signプロジェクト（2012年‒2015年）
は，これらの成果を参考にしつつ，CEFRの例示的
能力記述文によって示された尺度をヨーロッパの手

話言語の文脈に適用させる作業を行った（Leeson 
et al. 2016，以下 PRO-Signとする）。

表１　CEFR-CVと PRO-Signの比較
CEFR-CV 2020 PRO-Signでの記述

コミュニケーション
言語活動

受容

口頭での受容的活動

包括的な口頭理解 ✓
他者同士の会話の理解 ✓
聴衆の 1人として生で理解すること ✓
発表や指示を理解すること ✓
音声（または手話）メディアや録音を理解すること ✓

視聴覚による理解 TV・映画・ビデオを見ること ✓

読解

包括的な読解
通信文を読むこと
世情を把握するために読むこと
情報や議論を読むこと
説明書を読むこと
余暇活動としての読書

産出

口頭での産出的活動

総合的な口頭発話 ✓
長く 1人で話す：経験談 ✓
長く 1人で話す：情報提供
長く 1人で話す：論拠を述べること（例：ディベートな
どで） ✓

公共アナウンス ✓
聴衆の前での講演 ✓

書く産出的活動
総合的な書く活動
創作
レポートやエッセイ

やりとり

口頭でのやりとり

一般的な口頭によるやりとり ✓
相手の話の理解 ✓
会話 ✓
非公式の議論（友人との） ✓
公式の議論とミーティング
目的達成のための協同作業（例：一緒に料理をする，文
書を検討する，イベントを準備する）
製品やサービスを得るための取引 ✓
情報の交換 ✓
インタビューをする /受ける ✓
人間と機械の間のコミュニケーション

書かれた言葉でのやりとり
一般的な書かれた言葉でのやりとり
通信
記録・メッセージ・書式

オンラインによるやりとり
オンラインでの会話やディスカッション
目的達成のためのオンライン上での取引や協力

仲介活動

総合的な仲介

テクストの仲介

具体的な情報の中継
データの説明
テクストの処理
書かれたテクストの翻訳
ノートテイク（講義，セミナー，会議など）
創作されたテクスト（文学も含む）に対する反応
創作されたテクスト（文学も含む）に対する分析と批評
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　すなわち，CEFRの共通参照レベルの構成と同じ
く，縦軸に言語能力のレベルの記述，横軸に言語コ

ミュニケーション能力に関わるパラメータが並べら

れている。言語能力のレベルは，A「基礎段階の言
語使用者」，B「自立した言語使用者」，C「熟達し
た言語使用者」の 3つに分け，されにそれぞれを 2
つの下位区分に分けて，A1，A2，B1，B2，C1，
C2の 6つのレベルを設定している。各レベルは「～
ができる」（can do）という肯定的な記述で能力が
記述されている。

　PRO-Signでは，コミュニケーション言語活動に
ついて，口頭（oral）による受容的活動（聞く）と
産出的活動（話す）とやりとりを，手話言語の受容・

産出・やりとりと同等なものとして位置づけていた

が，CEFR-CVでは，「テクスト」の概念を広げ，
手話言語のテクストには口頭よりも書記に近いもの

もあるとして，読解，書く産出活動，書かれた言葉

でのやりとり，オンラインによるやりとり，テクス

トの仲介など，CEFRの共通参照レベル全体を手話
言語にも適用できるように，モダリティに中立的な

CEFR-CV 2020 PRO-Signでの記述

コミュニケーション
言語活動 仲介活動

概念の仲介

グループでの共同作業

仲間との協力的なやりとりの
促進
意味を構築するための共同作
業

グループワークのリー
ド

やりとりの管理
概念形成を促進するための質
問提供や補完的言語活動

コミュニケーションの仲介

複文化的空間の促進
（友人や同僚との）非公式な場面での仲介
微妙な雰囲気や意見の相違がある状況におけるコミュニ
ケーションの促進

コミュニケーション
言語方略

受容 手がかりの発見と推論（話し言葉・手話・書き言葉） ✓

産出
計画 ✓
代替表現・言い換え ✓
モニタリングと修正 ✓

やりとり
発言権の取得・保持 ✓
協力 ✓
説明を求めること ✓

仲介

新しい概念を説明するため
の方略

既存知識とのリンク
言語の適応
複雑な情報の分解

テクストを単純化する方略
テクストの展開
テクストの要点をつかむ

言語・複文化的能力
複文化レパートリーの構築
複言語的理解
複言語レパートリーの構築

コミュニケーション
言語能力

言語能力

一般的な使用可能言語の範囲 ✓
使用語彙領域 ✓
文法的正確さ ✓
語彙の使いこなし ✓

音韻的使いこなし
総合的な音韻的使いこなし ✓
調音
韻律的特徴

正書法の把握
社会言語能力 社会言語的な適切さ ✓

言語運用能力

柔軟性 ✓
発言権の取得・保持 ✓
話題の展開 ✓
一貫性と結束生 ✓
叙述の正確さ ✓
流暢さ ✓

手話言語運用能力
（図 1参照）

言語能力
社会言語能力
言語運用能力
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記述となっている。表 1に CEFR-CVの言語コミュ
ニケーション能力に関わるパラメータの一覧と

PRO-Signにおいて能力の記述がなされたパラメー
タを整理して示している。

　また，CEFR-CVでは，PRO-Signでは記述のなかっ
た手話言語使用者の社会文化，社会言語学，語用論

的特性と手話言語特有の言語的特性に焦点をあて，

手話言語運用能力のカテゴリーが新しく設けられた。

手話言語運用能力のカテゴリーは，音声言語と同様

に，言語能力，社会言語能力，言語運用能力の 3つ
に分類され，言語能力は 2つ，社会言語能力は 1つ，
言語運用能力は 4つの下位項目が設定されている
（図 1参照）。

３．ヨーロッパ各国のCEFR 準拠の状況

　本節では，ヨーロッパ諸国での各国の取り組みを

紹介する。アイルランドとオランダにおける CEFR
の手話言語への適用の検証を開始した当初の経緯が

Sadlier et al.（2012）に書かれているので，以下，
内容を抜粋する。

　アイルランドでは，ダブリンの Trinity College 
Dublin（TCD）のろう文化研究センター（Centre for 
Deaf Studies: CDS）で，集中的なアイルランド手話
教育を提供するため，学部課程 1年次から CEFR
に準拠したカリキュラムの開発を目指し，2009年
に CEFRレベル A1，A2，B1に対応した教育プロ
グラムが始まった。開発にあたって，CDSの
Lorraine Leeson教授らは，手話言語に適した CEFR
になるよう，Understanding（理解）のパートを次
の 2つに分けることを提案した（Leeson ＆ Byrne-
Dunne 2009）。
　ⅰ．real life receptive language skills（日常生活で

の読みとりスキル）

　ⅱ．receptive signed language exercises（動画や
DVDからの読みとり・理解スキル）

　CDSの A1・A2レベルの教育とアセスメントは，
言語の実場面での使用に特化している。これらのレ

ベルの受容と産出のテストでは，学習者の個人的に

関心のあるトピックに焦点がおかれ，対面での自己

紹介など，身近な話題について評価者と双方向で会

話をする形式になっている。試験中の会話は動画で

録画され，ライブで試験中に受験者にその評価が伝

えられる。また，その録画を通じて，当該試験の評

価を再確認することができる。受験者からのフィー

ドバックも活かし，テストの設計の改善につなげて

いる。

　オランダでは，Council of Europe（2001）やアイ
ルランドでの取り組みをふまえ，CEFRオランダ手
話版の開発に向けて，2009年頃よりユトレヒト大
（HU）とアムステルダム大学（UvA），VLLT1），

Royal Kentalsなど複数の研究機関の連携が始まっ
た。

　VLLT と SLO2）からの助成を受けて，まず CEFR 

図１　手話言語運用（CEFR-CV）
（CEFR-CV: 144より筆者訳）
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A1‒B2の4レベルでパイロットモジュールを開発し，
2010年 9月にカリキュラムへの適用を開始した。
対象者は，オランダの特別支援教育に携わる教員，

手話言語を学ぶ学生，オランダ手話教育を行う教

員・通訳者などである。2010年 11月には，学部課
程 1年次の学生すべてが A2レベルに到達し，次に
続く B1レベルの教育が提供された。ユトレヒト大
学のオランダ手話教員や通訳研修の担当者の報告に

よると，旧カリキュラムと比較して，CEFRに準拠
した新カリキュラムのもとでオランダ手話を学んだ

学生たちは，より高い理解度や会話スキルをもつよ

うになったとのことである。アムステルダム大学で

は，プラットフォーム Blackboardを使用した理解
度テストが A1，A2，B1，B2の 4レベルのために
開発された（Oyserman 2009）。
　以上が，Sadlier et al.（2012）で紹介されている
アイルランドとオランダでの取り組みの概要である。

次に，ユトレヒト大学の学部課程で使用されたオラ

ンダ手話の機能的評価方法（Functional Assessment 
procedures）（NFA）について，van den Broek-Laven 
他（2014）に興味深い報告があるので紹介する。
NFAは，アメリカ手話の Sign Language Proficiency 
Interview（SLPI）をオランダ手話に適用・翻訳し
たもので，ユトレヒト大学では，この評価方法を使

用し，オランダ手話の教育プログラムで使用されて

いる教材の手話のテクストの難易度が，大学が想定

している CEFRの熟達度レベルの達成に対応して
いるがどうかを調査した。ユトレヒト大学では，学

生たちは，次の段階に沿ってオランダ手話を学ぶ。

　一年目修了時　　A2
　二年目修了時　　B1
　四年目修了時　　B2
　NFAを使った調査の結果，CEFRの各レベルに
対応するオランダ手話の動画教材のテクストがどの

ような特性をもっているかを特定することができた。

この調査では，A2から B2の 3レベルに対応した
計 13種類のテクストの語彙知識，形態素－サイン

指標，手話特有の言語特性（空間の使用・非手指標

識の使用）の 4つを指標として分析を行った。その
結果，CEFRのレベル到達度評価の指標としてもっ

とも決定的であったのは，1分間の談話のなかにい
くつの形態素を含めることができるかを数値化した

形態素－サイン指標であった。この指標が，教材の

難易度にもっとも密接に対応していたとの報告であ

る。

　チェコ共和国では，CEFR 2001 と PRO-Signに基
づいたチェコ手話への適用プロジェクトが 2019年
に開始された。このプロジェクトでは，より広い一

般的な参照資料としての Framework of Reference 
for Sign Languages（FRSL）3） と，チェコ手話の 
ための参照レベル能力記述文（Reference level 
descriptors for Czech Sign Language（RLDCSL）4）の

2種類の資料が開発された（Hulešová 2022）。以下，
書記チェコ語で書かれた FRSLと RLDCSLの両
ウェブサイトの概要を紹介する 5）。

　FRSLでは，CEFR-CVを踏襲しながらも，さら
に説明的なアプローチで能力が記述されている。興

味深いのは，PRO-Sign及び CEFR-CVでは，各レ
ベルの能力記述文が「……ができる」という

Can-doタイプのスタイルで書かれているのに対し，
FRSL及び RLDCSLでは，「（このレベルでは）ま
だ……ができていない，……において未熟である。」

といった否定的な表現も含めた客観的な記述が言語

使用者・学習者の特徴として与えられているところ

である。これに加えて，より明示的で正確な表現を

目指し，PRO-Sign及び CEFR-CVにみられたよう
な some/manyなどのあいまいな表現を避けている。
　RLDCSLでは，C1・C2レベルの学習者が少なく，
教材や教育課程もないことから，Pre-A1-B2までの
5レベルの開発となっている。特徴的なのは，チェ
コ手話の教育と学習に特化した，実際の言語使用に

おける例示的能力記述文の豊富さである。Pre-A1
レベルについては，学習者と教員向けのチェコ手話

の基礎知識に関する情報がサイトに掲載されている。

A1‒B2の 4レベルについては，各レベルの能力が，
家族・日常生活・レジャー・買いものなど14のテー
マごとに，それぞれ 10件近く記述されており，膨
大な数の能力記述文のデータベースとなっている。

　本節の最後に，自動手話言語認識（automatic 
sign language recognition: SLR）をスイスドイツ手
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話（DSGS）の学習評価システムの開発に取り入れ
た事例を紹介する（Haug et al. 2022）。SLRは，既
に諸国で手話言語学習に取り入れられているが，評

価方法に結びつける取り組みは新しい。DSGSは，
スイスフランス手話・スイスイタリア手話と並んで

スイスで使用される手話言語の 1つで，約 5,500人
のろう者が使用し，約 13,000人の聴者が第 2言語
として使用している。Haug et al. の報告によると，
スイスでは DSGSの L2学習者の語彙知識レベルを
SLRでスコア化する評価方法が開発された。これは，
既存の DSGSの教材を使用し，CEFR A1レベルに
該当する語彙を 100語抽出し，手指パラメータ（手
型・向き・位置・動き）に関して，学習者がそれら

の語を正確に表出したかどうかを評価するシステム

である。この開発にあたっては，まず，研究者らが

30名の DSGS L1・L2話者の語彙表出のトレーニン
グ用データを集め，次に，このデータに基づき，

DSGS語彙の正確な表出を SLRに深層学習させ，
評価システムを構築した。不正確と判断された表出

は，言語学的に分析され，学習者に指示が与えられ，

その改善方法について勉強することができるような

設計になっている。本プロジェクトでは，オンライ

ンで学習者の表出を瞬時に評価できるツールの開発

を目指しており，将来的には，評価できる範囲を単

語レベルから文レベルまで広げ，非手指標識の表出

特徴の評価も可能にするようなシステム構築を視野

に入れている。

　以上，本節では，アイルランド・オランダ・チェ

コでの CEFRを手話言語教育に活用した取り組み
の事例を紹介した。

４．「日本手話教育の参照枠」の策定に向けて

　第 4節では，以下 5つの観点から，「日本手話教
育の参照枠」の策定に向けた検討課題を整理する。

4.1　「日本手話教育の参照枠」は誰のためのものか

　広義には日本手話教育に関わるすべての人々，す

なわち日本手話教師，評価機関，行政担当者，日本

手話学習者，その周囲の人々ということになるが，

第 1節で述べたように，日本手話教育そのものの質
の低さ，日本手話教師養成プログラムの未整備等の

現状を考慮する必要がある。そこで，まずは日本手

話教師，カリキュラム開発者，日本手話及び手話通

訳の評価機関といった関係者が，この「日本手話教育

の参照枠」を参照することで，行動志向アプローチ

に基づく言語教育観を反映した質の高いカリキュラ

ムのもとに，学習者の言語コミュニケーション能力

を効果的に高める指導が実践されること，そして学

習者の言語コミュニケーション能力を適切に評価で

きるようになることを期待すべきであると考える。

4.2　どのような学習者を対象として想定するのか

　PRO-Signが専門職のための手話言語能力のヨー
ロッパ共通基準における確立を目指していたように，

日本手話においても，学習者が高い熟達度への到達

を目標とする場合，その動機や目的は，手話通訳者

や聴覚特別支援学校教員，社会福祉職のような専門

的職業であることが多い。そのため，「日本手話教

育の参照枠」もまた専門職を目的とする手話言語能

力を想定して策定すべきであると考える。ただし，

このことは専門職以外の目的をもつ学習者を排除す

るものではない。専門職として求められる手話言語

能力においても，学習者の活動領域は，個人の生活

や家族・友人との生活に関わる「私的な領域」，公

的な文脈における言語活動となる「公的な領域」，

職業や専門的仕事に関する「職業領域」，学校等の

場面における「教育領域」の 4つの領域（投野他　
2015: 16）のすべてをカバーする必要があるからで
ある。また，縦軸に言語能力のレベル，横軸に言語

コミュニケーション能力に関わるパラメータを配置

する CEFRの評価の構成方法は，部分的学習目的
の定義を容易にする（吉島他　2004: 17）ものだか
らである。このことは，例えば，サービス業におい

てろう者の接客に求められる日本手話学習といった

目的であっても，「日本手話教育の参照枠」に照ら

し合わせて，サービス業という職業領域の言語活動

領域を考慮しながら，学習目標やカリキュラムを設

定し，また学習者の熟達度を評価することができる

ことを意味する。
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4.3　言語能力のレベルをどう設定するか。

　PRO-Sign及び CEFR-CVでは，言語能力を A1
から C2までの 6レベルに分類している。この枝分
かれの概念は必要に応じてさらに細分化しても良い

（CoE 2001: 31‒34）とされている。日本手話教育の
コンテクストに照らし合わせた場合，言語能力のレ

ベルの細分化については，A1-A2レベルにおいて
検討が必要となるであろう。

　1つは，Pre-A1レベルを必要とするのかどうかで
ある。日本手話学習者の学習動機・目的は，手話通

訳者や聴覚特別支援学校教員などの専門的な職業，

ろう児を育てる親としてのコミュニケーションと

いったものが大半であり，成人の学習者である。学

校教育において L2としての「手話」の教科を設置
しているケースがあっても高校以降である。

CEFR-Jでは小学校英語のレベルを Pre-A1として
設定していることに鑑みると，成人を対象とした日

本手話教育において Pre-A1は必要ないと言えるの
かもしれない。一方で，学習者の視点に立つと音声

日本語とはモダリティの異なる日本手話を学習する

ことの難しさを考慮して，日本手話の学習進度や熟

達度がより可視化できるように Pre-A1を設定する
必要があるのかもしれない。日本手話学習者の熟達

度の過程や個人差の実態を把握して，Pre-A1の設
定を検討する必要がある。

　もう 1つは，日本においてもっとも広く利用され
ている厚生労働省手話奉仕員・手話通訳者養成カリ

キュラムや同カリキュラムに準拠したテキスト，日

本手話・手話通訳学習者や現任者を対象とした各種

研修，手話・手話通訳能力に関する各種試験が，

CEFR-CVの言語能力のどのレベルに相当するか精
査し，A1-B2レベルを日本手話教育の実態に即し
て細分化を検討する必要があるということである。

　細分化を検討する一番上のレベルを B2としたの
は，障害者総合支援法の地域生活支援事業に位置づ

けられる手話通訳者の派遣（意思疎通支援事業）で

は，派遣の内容を「聴覚障害者等の日常生活及び社

会生活を営むために必要なもの」としており，カリ

キュラムやテキスト等も B2までを対象として開発
されていると考えられるからである。なお，Cレベ

ルは，高等教育機関等で専門的な内容を学びながら

身につけていくレベルである。

　手話奉仕員及び手話通訳者の養成カリキュラムに

ついては，現行のカリキュラム及び学習指導要領が

通知発出から 20年以上経過していることから，新
しいカリキュラム等が通知された（令和 5年 6月
26日障企自発 0626第 1号厚生労働省社会・援護局
障害保険福祉部企画課自立支援振興室長通知「手話

奉仕員及び手話通訳者の養成カリキュラム等につい

て」）。興味深いのは，手話通訳養成対象者の技術レ

ベルを，全国手話研修センターが実施している全国

手話検定試験 2級合格レベルの「ろう者と積極的に
会話をしようとする態度をもち，社会生活全般を話

題に手話で平易な会話ができる程度」と想定する一

方で，手話通訳者養成カリキュラムの前段階となる

手話奉仕員養成カリキュラムでの養成目標は，同検

定試験 3級合格レベル「ろう者と積極的に会話をし
ようとする態度をもち，日常生活の体験や身近な社

会生活の体験を話題に手話で会話ができる」と想定

している（社会福祉法人全国手話研修センター　

2023: 12‒13）。すなわち，手話奉仕員養成課程を手
話通訳者養成課程に連動するカリキュラムとして位

置づけながらも 2つのカリキュラムの言語コミュニ
ケーション能力のレベルに空白があることになる。

この空白については，手話サークル活動や手話ボラ

ンティア活動への参加，また自治体における手話通

訳者養成講座受講希望者のためのレベルアップ講習

会や各都道府県等の聴覚障害者情報提供施設等にお

ける自己学習用教材の作成・提供等が期待されてい

る（社会福祉法人全国手話研修センター　2023: 
15）。
　このように，1つのカリキュラムやテキストのな
かで日本手話の熟達度のレベルについて連続性が保

たれていないことも考慮しつつ，言語能力レベルの

細分化を検討していく必要がある。

4.4　能力記述文をどう開発・検証していくのか

　共通参照レベルと例示的能力記述文は，透明性と

一貫性を図るために，直感的手法（能力記述文の収

集），質的手法（教師のワークショップ），量的手法
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（アンケート調査）の 3つのフェーズによる検証プ
ロセスを経て開発する必要がある（吉島他　2004: 
22; 投野他　2015 26‒27）。
　しかし，日本手話母語話者もしくはそれに相当す

る日本手話能力をもつろう者や日本手話教師で，日

本手話の言語構造や言語特性に関する知識を備えて

いる者は限られており，特に質的検証，量的検証に

おいては少ないデータで簡易的なものにならざるを

えない可能性がある。

4.5　�手話言語及び日本手話の個別言語特性や文化

的背景を考慮した能力記述文とはどのような

ものか

4.5.1　CEFR-CV における能力記述文の整合性

　CEFR-CVでは，能力記述文をモダリティに中立
であるように再定義されたが，例えば，「正書法の

把握」は正書法がない手話言語の場合どうなるのか，

「ノートテイク（講義，セミナー，会議など）」は，

手話の読みとりとノートテイクの両方で視覚モダリ

ティを使うため，音声言語のノートテイクにはない

負荷を強いられるといったことへの考慮はどうなる

のか，など，手話言語の言語コミュニケーション能

力として適用するのは困難であると思われる項目が

ある。

　また，「手話言語能力」について，「コミュニケー

ション言語能力」と同様に，「言語能力（linguistic）」
「社会言語能力（socio-linguistic）」「言語運用能力
（pragmatic）」の 3つの能力で構成しているものの，
手話空間，非手指標識，CL（Classifier），RS（Referential 
Shift）といった手話言語の重要な言語的要素が，「言
語能力」のみならず，「社会言語能力」や「言語運

用能力」においても記述されており，重複が目立っ

ている。手話言語のメンタル・スペース理論

（Liddell 2003; Thorvaldsdottir 2008）にみられるよ
うに，手話言語は，音声言語では不可視であるはず

の心的操作を，現実空間において頭部，視線，手指，

胴体など複数の身体的「調音」器官を用いて可視化

させる言語であることから，音声言語のように言語

的な要素を社会言語能力や言語運用能力と切り離し

て記述することが難しいのかもしれない。

　しかしながら，一般言語学の枠組みにおける諸手

話言語の研究成果により，手話言語も音声言語と同

様，人間言語としての普遍的特性を有していること

は明らかである（豊富な研究成果が記載されてい

る手話言語の参照文法に Quer et al. 2017がある）。
ところが CEFR-CVでは，「社会言語能力（socio-
linguistic）」「言語運用能力（pragmatic）」の領域で，
人間言語としての基本的・普遍的特性に関わる記述

が多く見受けられる。例えば，疑問文や否定文の形

成に必要な非手指標識や主語と動詞の間の一致に使

用されるサイン空間に関する特性は，方言などの社

会言語学的要因や談話の種類に左右されるものでは

なく，人間言語に共通する特性として学習し，教育

されるべきものであるが，社会言語学・語用論の領

域における記述になっている箇所がある。

　3つの領域の記述に重複があることは，他にも問
題がある。良い能力記述文の条件の 1つである「独
立性」（投野他　2015: 99）が担保できていないと
いう点である。例えば，CEFR-CVにおいて，「話
し手と視線を合わせることができる（A2「産出」
の能力記述文）」という事項が社会言語学的領域に

記載されているが，手話言語の表出においてこのよ

うに基本的な能力は「言語特性」の能力記述文とし

て記載されるべきであり，この種の重複は，カリキュ

ラム開発や指導，評価において混乱をきたすことに

なる。

　以上，4.5.1節では，人間言語としての手話言語
の特性に着目し，CEFR-CVの能力記述文の整合性
に関する問題を列挙した。日本手話の個別言語特性

を考慮した検証については，次の 4.5.2節を参照さ
れたい。

4.5.2　日本手話と日本語の文化的な相違

　「日本手話教育の参照枠」の策定にあたっては，

学習者・教育者をとりまく文化的背景も考慮すべき

であろう。

　文化人類学者ホール（1993）が提唱した，世界の
文化を明示的・結果志向の低コンテクスト型と暗示

的・過程志向の高コンテクスト型の分類において，

「日本文化」は典型的な高コンテクスト型と考えら
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れている（Hampden-Turner et al. 2020等）。しかし
ながら，そのなかでも日本手話の話者をとりまく文

化はどう位置づけられるであろうか。例えば，アメ

リカでは英語文化とアメリカ手話を使用するろう者

の文化は，前者が低コンテクスト型であるのに対し，

後者は高コンテクスト型であると考える研究者もい

る（Mindess 2014など）。同様に，日本手話話者を
とりまく文化は，日本の聴者文化と異なっている可

能性が十分にある。実際，いくつかの文献では，日

本の「ろう文化」は，メッセージを直接的・明示的

に伝えるコミュニケーションスタイルをもつことが

指摘されている。

　このようなコミュニケーションスタイルの違いは，

日本手話の能力記述文に反映することができるので

はないだろうか。例えば，結論を先に述べる，長い

修飾詞を先に述べず，主要となる句を先に表出する，

などの低コンテクスト型の文形成特性を能力記述に

取りこむことが可能かもしれない。日本のろう文化

に関する特性に関する研究もあまり進んでおらず，

今後の課題として残されている。

4.5.3　複言語主義における言語教授法との関係

　CEFRが前提とする「複言語主義」に基づく言語
教育においては，複言語能力はいくつかの言語を同

時並行的に学べば必ず得られるというのものではな

く，いくつかの言語の学びを通した「気づき」や「体

験的な知識」がお互いに影響を与えながら，次第に

身につくものであると考えられれている。そのため

1つの言語だけを切り離して指導するために開発さ
れたカリキュラムや指導法・教材ではなく，むしろ

他の言語との比較や関連づけを行いながら，また言

語や文化に対する感覚や体験の省察を意図的に図り

ながら進める教授法の開発が必要である（投野他　

2015: 21）。
　ただ，日本手話教育に限って状況を検証すると，

L2日本手話学習者のほとんどが，音声日本語母語
話者である点に気づかされる。これは，「複言語主義」

が教育や社会の中でかなり徹底しているヨーロッパ

諸国での状況とは異なっていると言わざるをえない。

したがって，逆にこの点に着目すると，「日本手話

教育の参照枠」の策定においては，PRO-Signや
CEFR-CVとは異なったタイプの能力記述文をもり
こむことが可能である。音声日本語と日本手話の言

語的特性（語彙，音韻，形態，統語，意味，談話の

各レベルにおいて）の対照比較を取り入れた記述を

加えることで，より明示的で，より高い学習・教育

効果を期待することができるのではないだろうか

（日本手話の言語特性についての最近の研究成果は，

松岡・内堀 2023を参照）。

4.5.4　教育現場での活用のしやすさ

　教育現場での活用においては，日本手話と同様，

音声日本語母語話者が学習者のほとんどである英語

学習者のための CEFR―J（投野他　2015）の一連
の能力記述文が参考になるのではないか。また，3
節で紹介したチェコ手話のための参照レベルの能力

記述文（RLDCSL）も個別手話言語の特性に特化し
た能力記述文として参考になる部分が多い。両者に

共通しているのは，非常に豊富な例示的能力記述文

である。買いものや病院など，実際の言語使用の場

面に即した記述文の数々は，学習者も教育者もイ

メージがつかみやすく，個別手話言語の能力の到達

レベルの明瞭性を担保できると考えられる。

５．結　語

　本論では，CEFRに準拠した「日本手話教育の参
照枠」の策定に向け，CEFRの手話言語への適用に
向けた動向とその成果とヨーロッパ各国の CEFR
準拠の状況をふまえて今後の課題について検討した。

手話言語への適用が始まってから 10年以上を経て，
日本手話のための参照枠策定プロジェクトに着手す

ることができた。CEFR-Jやヨーロッパ諸国での手
話言語への適用の経験値を活かし，教育現場での活

用に結びつけることができるよう検証と開発を続け

る予定である。

本論文の役割分担について

　1節と 2節は中野聡子，3節と 5節は浅田裕子が
担当し，4節は両名で協議しつつ執筆した。
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助成を受けた。

注

 1） Vereniging Leraren Levende Talen (Society for Teachers of 

Modern Languages, section Sign Language of the 

Netherlands)

 2） Nationaal Expertisecentrum Leerplanontwikkeling 

(National Expertise Centre for Curriculum Development)
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Languages (FRSL). https://cefr-czj.npi.cz/enis
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引用文献

ATERK NGT, (2013). Het Europees Referentiekader voor 

Talen: Gebarentalen. Manuscript, available at: 

　　http://www.ecml.at/Portals/1/ProSign/ERK_voor_

gebarentaal_2013%20［CEFR%20for%20sign%20langu 

age］%20in%20Dutch.PDF

Anderson, G.B., & Stauffer, L.K. (1990). Identifying standards 

for the training of interpreters for deaf people. Little Rock, 

AR: University of Arkansas Rehabilitation Research and 

Training Center on Deafness and Hearing Impairment.

Ball, C. (2013). Legacies and legends: History of interpreter 

education from 1800 to the 21st century. Edmonton Alberta, 

Canada: Interpreting Consolidated.

文化審議会国語分科会（2021）．日本語教育の参照枠　報告．

文化審議会国語分科会．文化庁．

文化審議会国語分科会日本語教育小委員会「日本語教育の参

照枠」の活用に関するワーキング・グループ（2022）．「日

本語教育の参照枠」の活用のための手引．文化審議会国

語分科会．文化庁．

Council of Europe (2001). Common European Framework of 

Reference for Languages: Learning, teaching, assessment.

　　https://rm.coe.int/1680459f97

Council of Europe (2020). Common European Framework of 

Reference for Languages: Learning, teaching, assessment. 

Companion volume. 

　　https://rm.coe.int/common-european-framework-of- 

reference-for-languages-learning-teaching/16809ea0d4

Cresdee, D., & Johnston, T. (2014). Using corpus-based research 

to inform the teaching of Auslan (Australian Sign 

Language) as a second language. In D. McKee, R. Rosen, 

& R. McKee (Eds.) Teaching and learning signed languages: 

International perspectives and practices (pp.85‒110). 

Basingstoke, United Kingdom: Palgrave Macmillan.

エドワード・T・ホール（著）岩田慶治・谷泰（訳）（1993）．

『文化を超えて』阪急コミュニケーションズ．［Edward 

T Hall (1976). Beyond Culture. Garden City, NY: Anchor 

Press.］

二神麗子・金澤貴之・中野聡子（2018）．高等教育機関にお

ける手話通訳者の養成に関する課題―大学生が全国手話

通訳統一試験受験資格を取得するための課題―．群馬大

学教育実践研究，35，167‒173.

Godfrey, L. (2010). Characteristics of effective interpreter 

education programs in the United States (Doctoral 

dissertation, University of Tennessee at Chattanooga).

Gómez, M.J.L., Molina, T.B., Benítez, P.P., & de Torres, J.S. 

(2007). Predicting proficiency in signed language 

interpreting: A preliminary study. Interpreting, Vol. 9(1), 

71‒93.

Haug, T., Ebling, S., Tissi, K., Sidler-Miserez, S., & Braem, P.B. 

(2022). Development of a Technology-Assisted Assessment 

for Sign Language Learning. International Journal of 

Emerging Technologies in Learning: 17(6).

Hulešová, M. (2022). Framework of Reference for Sign 

Languages and Description of the Czech Sign Language. 

CEFR Journal-Research and Practice, Volume 5. 45‒55.

　　https://doi.org/10.37546/JALTSIG.CEFR5-4.

Jacobs, R. (1996). Just how hard it is to learn ASL: The case for 

ASL as a truly foreign language. In C. Lucas (Ed.), 

Multicultural aspects of sociolinguistics in deaf communities. 

Washington, DC： Gallaudet University Press.

Leeson, L., & Byrne‒Dunne, D. (2009). Applying the Common 

中　野　聡　子・浅　田　裕　子152

129



European Reference Framework to the Teaching, Learning 

and Assessment of Signed Languages. CDS: University of 

Bristol.

Leeson, L., & Grehan, C. (2009). A Common European 

Framework for Sign Language Curricula ? D-Sign (ing) a 

curriculum aligned to the Common European Framework 

of Reference. In M. Mertzani (Ed.), Sign Language Teaching 

and Learning-Papers from the 1st Symposium in Applied Sign 

Linguistics (Vol.1, pp.21‒33). Bristol: Centre for Deaf 

Studies, University of Bristol.

Leeson, L., van den Bogaerde, B., Rathmann, C., & Haug T. 

(2016). Sign languages and the Common European 

Framework of Reference for Languages Common Reference 

Level Descriptors.

　　https：//www.ecml.at/Portals/1/mtp4/pro-sign/documents/

Common-Reference-Level-Descriptors-EN.pdf.

Liddell, S.K. (2003). Grammar, Gesture, and Meaning in 

American Sign Language. Cambridge University Press.

松岡和美・内堀朝子（編）（2023）．『手話言語学のトピック：

基礎から最前線へ』東京：くろしお出版．

McKee, D., Rosen, R.S., & McKee, R. (2014). Introduction. In 

D. McKee, R. Rosen, & R. McKee (Eds.) Teaching and 

learning signed languages: International perspectives and 

practices  (pp.1‒7). Basingstoke, United Kingdom: Palgrave 

Macmillan.

Mindess, A. (2014). Reading between the signs: Intercultural 

communication for sign language interpreters. Boston, MA: 

Nicholas Brealey.

Monikowski, C. (1995). Issue III: Proficiency. In E. A. Winston 

(Ed.), Mapping our course: A collaborative venture. 

Proceedings of the 10th national convention, Conference  

of Interpreter Trainers (pp.31‒34). Washington, DC: 

Conference of Interpreter Trainers.

Monikowski, C., & Peterson, R. (2005). Service learning in 

interpreting education: Living and Learning. In M. 

Marschark, R. Peterson, & E. A. Winston (Eds.) , Sign 

language interpreting and interpreter education: Directions 

for research and practice (pp.188‒207). New York, NY: 

Oxford University Press.

Oyserman, J. (2009). Gebarentaal in ICT onderwijs. ［Sign 

language in ICT education］ Talon 4 project,　Paper 

presented at the Faculty of the Humanities, University of 

Amsterdam, December 2009.

Quer, J., Carlo C., Caterina D., Carlo G., Meltem K., Roland P. 

& Markus S. (2017). SignGram blueprint: A guide to sign 

language grammar writing. Berlin: De Gruyter Mouton.

Quinto-Pozos, D. (2005). Factors that influence the acquisition 

of ASL for interpreting students. In M. Marschark, R. 

Peterson, & E. A. Winston (Eds.), Sign language interpreting 

and interpreter education: Directions for research and 

practice (pp.159‒187). New York, NY: Oxford University 

Press.

Rathmann, C., Kollien, S. et al (2012). GERs: Arbeitspapier. 

Universität Hamburg.

Rosen, R.S. (2010). American Sign Language curricula: A 

review. Sign Language Studies, 10(3), 348‒381.

Roy, C.B. (2000). Training interpreters: Past, present and future. 

In C. Roy (Ed.), Innovative practices for teaching sign 

language interpreters (pp.1‒14). Washington, DC： 

Gallaudet University Press.

Sadlier, L., van den Bogaerde, B., & Oyserman, J. (2012). 

Preliminary collaborative steps in establishing CEFR sign 

language levels. Language Testing and Evaluation: 

Collaboration in Language Testing and Assessment, 185‒197.

Schornstein, R.A. (2005). Teaching ASL in the university: One 

teacherʼs journey. Sign Language Studies, 5(4), 398‒414.

社会福祉法人全国手話研修センター（2023）．厚生労働省令和

4年度障害者総合福祉推進事業　手話通訳者等の養成カ

リキュラム策定事業　報告書．社会福祉法人全国手話研

修センター．

Shaw, S., Grbic, N., & Franklin, K. (2004). Applying language 

skills to interpretation: Student perspectives from signed 

and spoken language programs. Interpreting, 6(1), 69‒100.

繁益陽介（2018）．日本手話言語の補完的学習法の検討―プ

ロソディに着目して―．筑波技術大学大学院修士課程技

術科学研究科情報アクセシビリティ専攻学位論文．

Stokoe, William C. (1960). Sign Language Structure: An Outline 

of the Visual Communication Systems of the American Deaf, 

Studies in linguistics: Occasional papers (No. 8). Buffalo: 

Dept. of Anthropology and Linguistics, University of 

Buffalo.

Stone, C. (2017). Sign language interpreter aptitude: The trials 

and tribulations of a longitudinal study. Translation and 

Interpreting, 9(1), 72‒87.

手話言語教育における CEFRの活用に関する文献的研究 153

130



Thorvaldsdottir, G. B. (2008). “Mental Space Theory and 

Icelandic Sign Language,” The ITB Journal: Vol.9: Iss.1, 

Article 2. 

　　doi: 10.21427/D7NT71

　　https://arrow.tudublin.ie/itbj/vol9/iss1/2

投野由紀夫（編）（他）（2015）．『CAN-DOリスト作成・活

用　英語到達度指標 CEFR-Jガイドブック』．東京：大

修館書店．

Trompenaars, F., & Hampden-Turner, C. (2020). Riding the 

waves of culture: Understanding diversity in global business. 

Hachette UK.

霍間郁美・四日市章（2013）．わが国における手話通訳者養

成事業の実態と課題．通訳翻訳研究，13，97‒114.

van den Broek-Laven, A., Boers-Visker, E., & van den 

Bogaerde, B. (2014). Determining aspects of text difficulty 

for the Sign Language of the Netherlands (NGT) 

Functional Assessment instrument. Papers in Language 

Testing and Assessment, 3(2), 53‒75.

吉島　茂・大橋理枝（他）訳・編（2004）．『外国語教育 II―

外国語の学習，教授，評価のためのヨーロッパ共通参照

枠』．東京：朝日出版社．

中　野　聡　子・浅　田　裕　子154

131
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〔創刊記念論文〕

日本の大学における L2 日本手話・手話通訳教育の現状と課題

Current Situation and Issues of L2 Japanese Sign Language and Sign Language Interpreting
Education in Japanese Universities

中 野 聡 子
（群馬大学共同教育学部特別支援教育講座）

要 約

本研究では、第⚒言語（L2）手話言語・手話通訳教育の国際的動向をふまえながら、日本の現状
と課題を整理し、これらの分野に携わる大学として担うべき役割を検討した。日本では、専任教員を
配置し、専門職として求められるレベルへの到達を目指す L2 日本手話プログラム、そして一定水準
の日本手話スキルを有することが前提となる手話通訳養成プログラムを設置する高等教育機関はわず
かである。障害者総合支援法のもと、地域生活支援事業における手話通訳者の派遣と養成が結びつい
た強固なシステムが存在することで、大学では L2 日本手話・手話通訳の教育に関わる研究や実践が
発展しにくかったと考えられる。今後、L2 日本手話・手話通訳教育のプロフェッショナリズムを確
立してゆくために日本の大学が果たすべき役割として、⚑）国際的基準に準じた「日本手話の参照枠」
の策定、⚒）L2 習得理論、翻訳／通訳理論を取り入れた指導や教材の開発と公開、⚓）L2 日本手話
のテスト・評価法の開発、⚔）高等教育としての L2 日本手話・手話通訳教育プログラムの運用、⚕）
教師養成カリキュラムの開発、⚖）遠隔教育による地域格差解消の促進、⚗）L2 手話言語教育学・
手話通訳学及び関連領域の学術的研究の推進、を取り上げて検討した。

キーワード：L2 日本手話教育、手話通訳教育、高等教育、スタンダード

⚑．はじめに

聴覚特別支援学校の教師や手話通訳者など、ろう児・者の教育及び支援の専門職を目指そうとする者は熟達
レベルの手話言語を習得しなければならない。ほとんどの者は、職業上の必要性に迫られ、あるいは職業選択
の結果として、成人後に L2 として手話言語を学ぶことになる。日本手話を始めとする手話言語は、身ぶりや
パントマイムのようなものと誤解されたり、音声言語を視覚的モダリティに変換したもの（例：手指日本語、
日本語対応手話）と混同されることが多いが、「独自の体系を持った自然言語であり、音声言語に匹敵する複
雑かつ精緻な言語構造を有している」（Stokoe 1960）。L2 習得の難易度は、目標言語と母語の言語間距離

（linguistic distance）に左右される（Long & Doughty 2009など）。成人の音声言語母語話者にとって、手話言
語は視覚－身体動作モダリティを使用するバイモーダル L2（M2L2）であることが、L2 手話言語習得に対す
る難易度を高める要因となっている。手話言語は、手、体、顔を使用して、逐次的かつ同時的に言語情報を生
成する視覚言語であり、言語情報処理におけるすべてのプロセスが、強固な視覚空間処理に依存している

（Williams 2017）。このため CL（Classifiers）、RS（Referential Shift）、NM（Non‒Manuals）や空間の使用と
いった音声言語にはない視覚空間・同時的な言語形式や文法的要素は、音声母語話者にとって特に習得が難し
いとされている（Quinto‒Pozos 2005）。こうしたことから、Jacobs（1996）は、英語母語話者にとってアメリ
カ手話（American Sign Language：ASL）の習得難易度は、中国語や日本語と同じく、カテゴリー⚔に相当し、
1,320時間以上、平均6－15年の学習を要すると見積もっている。

それにも関わらず、日本では、専任教員を配置し、専門職として求められるレベルへの到達を目指す L2 日
本手話プログラム、そして一定水準の日本手話スキルを有することが前提となる手話通訳養成プログラムを設
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置する高等教育機関はわずかである1)。その背景として⚓つの要因が考えられる。⚑つめは、障害者総合支援
法の地域生活支援事業として行われる手話通訳者の養成・登録・派遣には、ろう当事者団体が強く関与するシ
ステム（金澤 2023）となっていることである。⚒つめとして、厚生労働大臣認定資格である「手話通訳士」は、
手話通訳技能認定試験に合格した者に付与される名称であり、養成機関による高等教育を経て得られる国家資
格とは本質的に性質が異なっていることがあげられる（金澤 2023）。すなわち、手話通訳士の資格取得には、
高等教育機関で養成することが必要となるようなカリキュラム等の養成基準や資格要件が存在しないのであ
る。⚓つめに、手話通訳の公的賃金から得られる所得が極めて低い水準にあるため、手話通訳者を職業として
選択しようとする人が少ない（坂本 2011)2) ことがあげられる。

そのため、日本では、手話通訳者の資格取得を目指す者も含めて、「手話｣3) を学ぼうとする場合、各地方自
治体で実施される手話奉仕員・手話通訳者養成講座が入口となることが多い。これらの講座は、厚生労働省の

「手話奉仕員及び手話通訳者養成カリキュラム」（障企自発0626第⚑号令和⚕年⚖月26日)4) に基づいて行われ
ている。このカリキュラムは、手話奉仕員養成課程で70時間をかけて基礎的な日本手話の技能と、聴覚障害、
聴覚障害者の生活及び関連する法律・制度等について知識を身につけ、手話通訳者養成課程で113時間をかけ
て手話通訳の基礎的な技術と、障害福祉、手話通訳者の役割・責務等について学ぶ内容となっている。しかし
ながら、現場からは「手話奉仕員養成講座を修了しても手話通訳者養成講座を受講できるレベルの手話コミュ
ニケーション力が習得できていない」「手話通訳者養成講座を修了しても登録試験合格レベルの手話通訳力が
習得できていない」（社会福祉法人全国手話研修センター 2022）という指摘がなされている。また、「手話通
訳士」の認定試験の合格率は10％前後（2022年度は13.3％）と低く、合格には学習開始から平均10年を要して
いる。さらに、2021年⚗月から開始された公共インフラの電話リレーサービスでは、手話通訳士または都道府
県登録手話通訳者の資格が手話通訳オペレータの採用要件となっているにもかかわらず、オペレータの日本手
話・手話通訳スキルの欠如や不十分さが露呈している（中野他 2023；一般財団法人全日本ろうあ連盟 2020）。
このように、日本の手話言語習得・手話通訳養成の教育は、成功しているとは言い難い状況にある。

この背景として、⚑）L2 日本手話・手話通訳教育において、L2 日本手話の習得に必要な学習時間数を担
保するプログラムとなっていない、⚒）日本手話・手話通訳教育の質の低さゆえ、学習者の潜在的能力が十分
に引き出せていない、ことが考えられる。

Mackee et al. (2014）は、L2 手話言語教育における構造的な問題として、
・ 手話言語教育の専門的基盤を構築できる学術的環境で、カリキュラムや指導法の研究開発にあたるろう者

が少ない。
・ 手話言語クラスは、コミュニケーション障害、特別支援教育、地域教育などの学問分野のもとで行われる

ことが多く、L2 教育の領域外となっている。
・ 手話言語教師のための専門的な教師準備プログラムと資格要件を整備している国は少ない。
の⚓つをあげている。

これらはまさに日本の現状そのものであり、高等教育機関、特に学術的研究のリソースをもつ大学で L2 手
話言語・手話通訳教育のプロフェッショナリズムの確立に向けて取りくむべき課題の大きさを示唆していると
言えよう。本研究では、L2 手話言語・手話通訳教育の国際的動向をふまえながら、日本の現状と課題を整理
し、これらの分野に携わる大学として担うべき役割を検討する。

⚒．L2 手話言語・手話通訳教育の国際的動向からみる日本の状況

2.1 L2 手話言語教育の国際的動向
1980年代から、多くの国で L2 としての手話コースの作成が始まったものの、これらは、主に地元のろう協

会が主導し、手話言語教師としての訓練を受けていない聴者またはろう者によってコースが組み立てられ、指
導が行われていた。コースでは、主として手話の単語リストを提示し、音声言語の語順に従って手話単語を表
出するという練習をするものであった。聴者の教師は音声言語を話しながら手話を表出することも多く、独自
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の文法体系を持つ手話言語と手指でコード化した音声言語との区別すらなされていないものであった（Elton
1994；List 1994；Denmark 1990；Wilcox & Wilcox 1997）。

その後、1980年代後半から1990年代初頭にかけて、学校や大学で、手話コースが提供されるようになった。
初期の ASL のカリキュラムでは、言語構造、ろう者に関する社会文化的情報、身振りコミュニケーションの
演習が含まれており（Rosen 2010）、ASL のカリキュラムは、他国において手話コースを開発するためのモデ
ルとして広く普及していった（List 1994；Boyes‒Braem 1994；Bouchauveau 1994；Elton 1994；Denmark
1990；Edenas 1994）。

Rosen（2010）は、こうした手話カリキュラムやコース、現場で行われているアプローチが、音声言語の
L2 の教育的アプローチから採用されてきたとしている。なかでも L2 手話言語教育における教育の質と学習
者の達成度の向上に寄与してきたのはスタンダード（基準）の策定であろう。スタンダードとは、一連の領域
と、その領域における知識や技能の質、期待、達成のレベルである（Rosen 2020）。スタンダードは、言語教
育や言語学習の分野にプロフェッショナリズムがもたらし（Philips 1999；Call 2018）、言語教育、カリキュ
ラム、評価のみならず、言語クラスやプログラム、教師準備プログラム、教師養成や資格などにおける基準策
定の原動力となる（Rosen 2020）。その結果、学習者の学習成果にもつながるのである（Troia et al. 2016）。
言語教育においては、学習者、教師、職業等の対象に応じて異なるスタンダードが存在し、それぞれの内容に
応じたスタンダードを作成、監督、監視する責任は、さまざまな社会機関が担っている（Rosen 2020）。

ここでは、L2 手話言語教育の分野に大きな影響を与えているスタンダードとして、「外国語の学習、教授、
評価のためのヨーロッパ共通参照枠」（Common European Framework of Reference for Language : Learning,
teaching, assessment：CEFR）と、アメリカ外国語教育評議会（American Council on the Teaching of
Foreign Languages：ACTFL）が策定した「21世紀の外国語学習基準」（Standard for Foreign Language
Learning for the Twenty‒First Century)5) の手話言語への適用について紹介する。

CEFR はヨーロッパ内の「学習者・教授者・評価者」が外国語の熟達度を同一の基準で判断しながら「学び、
教え、評価できるようにと」開発された（投野 2015）。CEFR の手話言語への適用は、まず、アイルランド手
話（Leeson & Byrne‒Dunne 2009；Leeson & Grehan 2009）、オランダ手話（ATERK NGT 2013）、ドイツ手
話において試みられた。ヨーロッパ評議会の下部機関であるヨーロッパ現代語センター（European Centre
for Modern Languages：ECML）の ProSign プロジェクト（2012年－2015年）は、これらの成果を参考にし
つつ、CEFR の例示的能力記述文によって示された尺度をヨーロッパの手話言語の文脈に適用させる作業を
行った（Leeson et al. 2016）。ProSign の目的が、L2 手話言語教育、デフ・スタディーズ、手話通訳といった
専門職に必要な手話能力のスタンダードを確立し、高等教育機関における手話言語教育の質的向上をねらいと
したことは注目に値する。

ProSign が策定した参照枠は、CEFR の共通参照レベルの構成と同じく、縦軸に言語能力のレベルの記述、
横軸に言語コミュニケーション能力に関わるパラメータが並べられている。言語能力のレベルを、A「基礎段
階の言語使用者」、B「自立した言語使用者」、C「熟達した言語使用者」の⚓つに分け、されにそれぞれを⚒
つの下位区分にわけて、A1、A2、B1、B2、C1、C2 の⚖つのレベルを設定している。各レベルは「〜がで
きる」（can do）という肯定的な記述で能力が記述されている。その後、CEFR-CV（CoE 2020）では、
CEFR の共通参照レベル全体を手話言語にも適用できるように、モダリティに中立的な記述に書きかえられ
た。CEFR は共通参照枠であり、個別言語の特性や学習者の置かれている言語環境等を考慮した参照レベルの
記述が必要である。Leeson et al. (2016）は、EU 諸国のうち23ヶ国が A1 から A2 までの自国手話言語のカリ
キュラムを開発し、ごく一部の国が A1 から C2 までのカリキュラムを完成させたと報告している。

米国では、アメリカ手話教師協会（American Sign Language Teachers Association：ASLTA）が「アメリ
カ手話学習基準」（Standards for Learning American Sign Language）を策定した（Ashton et al. 2014）。この
基準は、ACTFL によって確立されたコミュニケーション・モードの枠組みを反映し、外国語教育の⚕つの C

（Communication, Cultures, Connections, Comparisons, Communities）を指導・学習の目標領域としている。
トピックやスキルが複雑さを増しながらスパイラル的に学習者の習熟度を高めていけるように、幼稚園児、⚔
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年生、⚘年生、12年生、大学生の各段階において、ASL におけるどのような知識とスキルが必要とされるの
かがベンチマークとして示されている（Rosen 2020）。米国では、各州の教育局が L2・外国語教育を管轄し
ているが、ASLTA の基準は、ニュージャージー州やカリフォルニア州など、多くの州で採用されている

（Rosen 2020）。
また、ASLTA では、ASL 教師の資格認定を行っている。例えば、マスター（master）の認定を受けるには、

SLPI：ASL（Sign Language Proficiency Interview : American Sign Language）（Caccamise & Newell 2007）
の Advanced Plus もしくは ASLPI（American Sign Language Proficiency Interview)6) のレベル⚔のスコアの
他に、ASL 文学、ASL 言語学、ろう文化、教授法、評価、カリキュラム開発に関わる授業各⚓単位、そして
1,080時間以上の指導経験、上級コースの開発と指導、ASL 教育への貢献を証明する文書の提出が必要とな
る7)。Belson & Husted（2015）は、L2 学習者の習熟度は、こうした認定を受けている教師と正の相関がある
と指摘している。これらのことから、言語教育のスタンダードが示されていること、そのスタンダードに基づ
いてカリキュラムを開発し、指導や評価を行える教師がいることが、L2 手話言語教育の質の向上にとって重
要であると言えよう。

2.2 米国の高等教育機関における L2 手話言語・手話通訳教育
米国では、ASL は非常に人気の高い L2 学習の選択肢である。高等教育機関では、スペイン語、フランス

語に次いで、ASL が⚓番目に受講者数の多い言語となっている（Lusin et al. 2023）。その理由として、英語が
世界で最も影響力の大きい公用語であることから、基本的にモノリンガリズムが支持されており、L2 学習の
対象言語は生活や将来の職業上の必要性から離れて選択できるとも考えられる。また、手話通訳が専門職とし
て確立し、留保賃金水準の収入が見込めること、またスキルアップによりさらに高収入を望めるといったイン
センティブがあることも大きいと考えられる。米国労働統計局によれば、2022年度の通訳者と翻訳者の給与中
央値は53,640ドル（⚑時間あたり25.79ドル）である。通訳者と翻訳者の雇用は、2022年から10年間で⚔％の
増加が見込まれており、特に手話通訳においては、VRS（video relay service）や VRI（video remote
interpreting）の利用増加に伴って手話通訳者の需要もさらに高まると予想されている8)。手話通訳の主な市
場は、K-16教育、政府機関、健康管理関係などである。インクルーシブ教育が確立している米国では、幼稚
園から大学まで教育現場での手話通訳の需要が最も多い。手話通訳者の資格要件は州ごとに異なっている。独
自の認定試験を実施したり、教育通訳者としての採用には「教育通訳者パフォーマンス評価」（Educational
Interpreter Performance Assessment：EIPA）のスコア提出を求める州もある。なお、全米手話通訳者登録
協会（Registry Interpreter for the Deaf：RID）の国家通訳者認定資格（National Interpreter Certification：
NIC）は教育要件として学士号の取得が必要となっている。そのため、米国では ASL－英語通訳を主専攻と
するコースを設ける大学やコミュニティ・カレッジも多い。

ここでは、大学通訳教育委員会（Commission on Collegiate Interpreter Education：CCIE）における手話通
訳教育プログラムの国家認定基準を紹介する。CCIE の目的は、高等教育機関における手話通訳教育の認定を
通して、この分野におけるプロフェッショナリズムを促進させることにある。図⚑は、認定基準の概要をまと
めたものである。認定基準の全文は CCIE の Web サイトで閲覧できる9)。認定プログラム校は、連邦政府か
ら2023年現在、認定を受けているのは、学士号プログラム15校、準学士号プログラム⚓校の合計18校である10)。
⚔年制大学のプログラムでは、学位授与要件の約120単位のうち、ASL の習得を含む専門教育が45単位－88単
位の範囲で占められている。なかには、ノースフロリダ大学のように、ASL 習得や手話通訳に関わる授業の
ほとんどをオンラインで行う大学もある11)。Web 上で公開されている各大学の開講科目や履修計画例をみる
と、最初の⚒年間で ASL の基礎と手話言語学を学び、⚓年目から通訳訓練、⚔年目に通訳実習というカリキュ
ラム設計となっているものが多い。ASL の習得はやはり難しく、⚓年目以降もより上級の ASL の授業を設け
ている大学や、授業時間外の学習とろうコミュニティの関わりを奨励する大学もある。上級の ASL の授業で
は、CL や RS といった手話言語特有の文法・表現にフォーカスするものもある。通訳の授業では、翻訳、逐
次通訳、同時通訳とステップアップするものや、談話タイプに分けて訓練するものなどさまざまである。
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図⚑ 大学通訳教育委員会認定基準2019の概要

基準 1.0 プログラムの質：使命、目標、理念、ガバナンス
・高等教育機関の使命および目標と一致していること
・ろうコミュニティに対する社会言語学的視点を反映していること

基準 2.0 組織の責務と資源
・プログラムの使命と目標の達成に十分な財政的資源、人的資源、物理的空間と設備、備品、教材、学習プラッ

トフォーム、図書館の蔵書、技術的資源を備えていること

基準 3.0 学生
・プログラムおよび教育機関の方針と手続きについて、最新かつ正確で容易に入手可能な情報を提供しているこ

と
・履修プログラムや大学に精通した教員および／または職員から、年⚑回以上の学業上の助言を行っていること

基準 4.0 教員
・プログラム責任者は、修士号以上の学位、管理運営と通訳教育の経験、認定通訳者、通訳者としての積極的な

活動の要件を有すること
・教員は、学問的に適格であり（履修学生より少なくとも⚑つ上の学位）、十分な指導経験、コースを担当するの

に適した資格を保持していること
・継続的に常勤教職に就いている最低⚒名の教員がいること
・聴覚障害者または盲ろう者を常勤、または非常勤教員として採用していること
・学生対教授陣の比率を15：1（必須）または12：1（推奨）とするのに十分な数の教師がいること
・専任教員は通訳および通訳教育の分野において、最先端の能力を維持していること
・すべての教員に対して業績評価を実施していること

基準 5.0 プログラムの質：カリキュラムと学習指導の実践
・学生に期待される成果を明確に示すためのカリキュラム作成、編成、改訂が行われていること
・通訳教育プログラムの使命および中核的価値観に一致するカリキュラムであること
・学生が通訳技能クラスに入学する前に、英語と ASL の基礎がしっかりと身についていることを保証するもので

あること
・明確で測定可能な入学要件、進捗状況、およびプログラムの修了を証明する修了基準を示すこと

基準 6.0 カリキュラム：知識コンピテンシー
・カリキュラムにおいて、「通訳の理論と知識に関連する基礎的な能力」「人間関係とプロフェッショナリズムに

関連する能力」「地域社会および/または地域社会に見られる多様性に関連する知識能力」を扱うこと
・カリキュラムは、最新のエビデンスに基づく研究で示された知識コンピテンシーに対応していること

基準 7.0 カリキュラム：技術的能力
・カリキュラムは、「ASL と英語の両方の言語能力の継続的な向上の促進」「効果的な通訳に必要な通訳方略の向

上」「通訳のプロセスと結果の自己評価「通訳された相互作用を評価する能力と効果的な通訳に不可欠な意思決
定スキル」を含むものであること

基準 8.0 カリキュラム：通訳現場体験
・300時間以上の観察、チーム編成、専門的責任、職務及び活動を含んだ現場体験を含むこと
・100時間以上の本格的な通訳サービスの提供（現場体験300時間に含む）。現場体験は、学問的資格を持ち、経験

豊富かつ通訳資格を持つ通訳者が直接指導すること

基準 9.0 成果・アセスメント及び評価
・卒業時に学生の技能と知識の修了基準を定義し、その達成度を文書化していること
・卒業後の経験や通訳資格の取得状況を評価するために、卒業生の追跡調査を行っていること

基準 10.0 改善・計画・持続可能性
・プログラムの有効性について継続的な評価を実施し、その結果を継続的な改善、計画、持続可能性に活用して

いること
・ステークホルダーから構成されるアドバイザーと継続的な意思疎通を図り、その意見をプログラムの継続的な

改善、計画、持続可能性のために活用していること
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CCIE の基準5.0に示されている通り、ASL／英語通訳プログラムを履修するには、十分な ASL と英語の言語
能力が要件となっており、通訳教育の前提条件となる学習者の言語能力とプロフェッショナルを養成するため
の通訳教育の質を担保することになっていると思われる。いずれにせよ、国家基準の認定プログラムでは、現
場体験や実習も含めて専門教育にかなりの時間を割いているため、⚔年間のなかで、教育、福祉、心理、医療
等の他の専門職の資格取得と並行して手話通訳の資格取得を目指すのはかなり厳しいと言えよう。そのため、
これらの認定校では、教育は教育通訳者プログラム、その他は福祉、ヘルスケア、手話言語学、ろう文化など
の分野を副専攻として設けていることが多い。あくまでも手話通訳者として、ろう者やそれらに関連する領域
に関わることが前提となっている。聴覚障害に関連する他の専門職において、ASL を学ぶ必要がある／学びた
い場合は、教養教育や⚒年次までの専門教育として開講されている ASL の授業を履修することが多いようで
ある。

2.3 日本の大学における L2 手話言語・手話通訳教育
第⚑節では、日本の大学に「手話言語学科」「手話通訳学科」のようなコースが設置されない背景要因につ

いて述べた。したがって、専門職として必要な日本手話の言語コミュニケーション能力を身につけられる、あ
るいは手話通訳の資格取得を目指せるような継続的なプログラムを提供しようとすると、ろう教育や社会福祉
といった職業上ろう者とのコミュニケーションを必要とする専攻コースのなかに置かざるをえないということ
になる。問題は専門教育における必修科目が多くあるなかで、日本手話・手話通訳の授業にどれだけの時間を
割けるかである。例えば、群馬大学では、⚑年次に CEFR A2－B1.1 レベルの日本手話の授業を教養教育と
して120時間（前期・後期にそれぞれ⚒コマ）、⚒〜⚓年次に B1.2－C1.1 レベルの日本手話と手話通訳の授
業を共同教育学部の専門選択科目として90時間（⚒年次の前期・後期、⚓年次の前期にそれぞれ⚑コマ）行っ
ている。なお、この他にも手話を活用する演習授業、盲ろう者向け通訳・介助員の資格取得に関わる授業があ
るが、それらはここに含めていない12)。共同教育学部では、教養教育科目31単位と専門教育科目124単位の単
位取得が卒業要件となっており、特別支援教育専攻の学生は、小中学校教諭免許状（基礎免許）と特別支援学
校教諭免許状の両方を取得しなければならない。群馬大学では、特別支援学校教諭免許状の⚕領域（視覚障害、
聴覚障害、知的障害、肢体不自由、病弱）のすべてを取得できることもあり、教職課程の必修科目が多くなる。
そのため手話関連の授業を履修しようとしても、他の必修科目と重なって履修できなかったり、CAP 制によ
る取得単位制限を受けてしまうこともある。それゆえ、教養教育と専門教育を合わせて日本手話・手話通訳教
育のプログラムを⚗コマ設置するのが、ぎりぎりの限界となっている。

したがって、日本の大学における L2 日本手話・手話通訳教育は、教養教育、専門教育、もしくは教養教育
と専門教育にわたる連続した数コマのプログラムとして設置し、⚑）学習目的と日本手話・手話通訳スキル習
得に要する学習進度を考慮した明確かつ妥当性のある到達目標を設定する、⚒）限られた授業時間数のなかで
到達目標を達成できるようにカリキュラム設計や指導法を工夫・検討する、⚓）プログラム修了後も学習者自
身の力でスキルを向上させていけるような基礎固めに主眼をおく、ことが落としどころとなるであろう。

問題は、上記の⚓点を実行に移すための妥当性のあるスタンダードが策定されていないということである。
厚生労働省手話奉仕員・手話通訳者養成カリキュラムが存在するものの、これをそのまま大学の授業カリキュ
ラムとして取り入れることはできない。その理由として、まず、厚生労働省のカリキュラムには、CEFR や
ACTFL にみられるような言語・言語教育観が反映されていないことがあげられる。言語・言語教育観とは、
言語は人間にとってどのようなものなのか、言語を社会のなかで使うためには何を学ぶ必要があるのか、どの
ような知識と技能を身につける必要があるのか、といったものである。例えば、コミュニケーション言語活動
の種類には「産出」「理解」「やりとり」「仲介」の⚔つがあり、手話言語で一定の長さのテクストを理解・産
出することは、「読み書き」にあたるが（CoE 2020）、手話奉仕員養成課程では「やりとり」が中心となって
いる。ろう学校教師のように「子どもに授業をする」ためには「読み書き」にあたる日本手話スキルが必要で
ある。また、通訳とは意味の等価性を保ちつつ別言語で「再表現」するものであり、ここでもやりとりを超え
た日本手話スキルを備えていなければ、通訳をこなすことは難しい。しかし、手話通訳者養成課程においても、
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カリキュラムのなかにそのような言語活動は設定されていないのである。⚒つめに、手話奉仕員養成課程と手
話通訳者養成課程は連動するカリキュラムとして位置づけられているにもかかわらず、スムーズな接続ができ
ていないことがあげられる。手話奉仕員養成課程の到達レベルは全国手話研修センターが実施する全国手話検
定試験⚓級合格レベル、手話通訳者養成課程の受講対象レベルは⚒級合格レベルとなっており、このギャップ
を手話サークル活動や手話ボランティア活動に参加して埋めることが想定されている（社会福祉法人全国手話
研修センター 2023）。⚓つめに、「手話」や手話通訳能力を測定する公的なテストと厚生労働省のカリキュラ
ムの間に共通の評価指標がないこと、公的なテストの妥当性と信頼性が不十分であることがあげられる。これ
らは、学習者の評価データに基づいてカリキュラムや指導の見直しを図ることを困難にさせている。その他、
厚生労働省手話奉仕員養成カリキュラムの問題点については、中野（2021）を参照されたい。

⚓．日本の大学が L2 手話言語・手話通訳教育において担うべき役割

第⚒節では、L2 手話言語・手話通訳教育の国際的動向と日本の現状及び課題について述べた。日本では、
まず根拠の明確な、信頼性の高い能力尺度を策定し、カリキュラム開発、指導、評価のスタンダードと、教師
のスタンダードを策定していくことが必要である。この過程で L2 日本手話・手話通訳教育に携わる大学が取
り組むべき事項について、以下⚗つの観点から述べる。

3.1 L2 教育の国際的基準に準じた「日本手話の参照枠」の策定
筆者と共同研究者は、2023年度から CEFR に準拠した「日本手話の参照枠」の策定に着手している13)。さ

まざまな L2 能力尺度が開発されてきたなかで CEFR を採用する理由は⚒つある。⚑つは、能力尺度の開発プ
ロセスが相当に綿密であり、多種多様な検証を重ね、信頼性が高い（投野 2015）ことがあげられる。もう⚑
つは、CEFR が各言語共通の尺度であり、EU 諸国で各国手話言語への適用が進むなか、聴覚障害にかかわる
専門職として必要な L2 日本手話スキルの到達目標設定、学習進度や学習時間を考慮したプログラムを国際基
準に合わせて作成しやすくなることがあげられる。中野・浅田（2024）は、「日本手話の参照枠」の策定に向
けた検討課題として、参照枠の活用対象者、対象学習者層、言語能力レベルの設定、能力記述文の開発・検証、
手話言語及び日本手話の個別言語特性や文化的背景を考慮した能力記述文、の⚕つをあげている。

3.2 L2 習得理論・翻訳／通訳理論を取りいれた指導や教材の開発と公開
L2 教育において、どのようなカリキュラムを組むのか、どのような指導を行うのかは、言語・言語教育観

と密接に関連する。CEFR の理念である、言語使用者をある特定の社会において行動する社会的な存在（social
agents）と捉え、発話行為は特定の活動領域において言語使用者がなすべき目的を達成するために行う言語活
動と考える「行動志向アプローチ」（action‒oriented approach）（投野 2015）は、現在の L2 教育の主流となっ
ている。このような言語・言語教育観のもとで言語教育に携わる人間は、指導に際して、人間が社会的文脈に
おいて目的を果たすために用いる能力をさまざまな視点から考慮すべきであり、言語によるコミュニケーショ
ン能力、一般的な能力、言語活動、その際の活動領域・テキスト・方略・タスクについて十分な意識が必要で
ある（投野 2015）。また Schmidt（1990）は、目標言語の言語形式とそれらが表す意味や機能との関連への「気
づき」（noticing）が L2 習得プロセスに重要であると述べている。このように L2 の言語運用に必要な諸能力
や L2 習得のプロセスの本質の理解をふまえた上で教室活動を設計する必要があり、大学ではモデルとなるカ
リキュラムや教材の開発、指導法と学習者の習熟度に関する検証等を行って、日本手話教師が活用しやすいよ
うに公開していく必要があるだろう。

手話通訳教育においては、学習者が手話通訳に関わる基礎的な力をしっかり身につけられるようなカリキュ
ラムを開発し、効果的な訓練・学習を行えるようにする必要がある。具体的には、手話通訳教育課程に入った
あとも、「読み書き」に相当する日本手話スキルや「仲介」を扱う授業、二言語活用（translanguaging）（Garcia
& Weigh 2014）による言語活動を通してバイリンガル・バイリテラシー力を伸ばし、受容作業言語と能動作
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業言語のスキルを高めていくこと、セレスコヴィッチの「意味の理論」（ベルジュロ伊藤 2009）と通訳プロセ
スをふまえた効果的な訓練法を、音声言語通訳教育の知見から取り込んでいくことである。また、通訳場面で
は、ろう者と聴者のコミュニケーションをつなぐうえで、職業倫理に則った判断を迫られる。この過程を構造
化した DC-S 分析（ディーン・ポラード 2022）を通して倫理的かつ効果的な意思決定力を高める訓練が必要
である。

3.3 L2 日本手話のテスト・評価法の開発
L2 日本手話・手話通訳教育では、学習者の学習効果や達成度を適切に評価していくことが重要である。教

師や教育プログラムは、計画、実施、評価、ふりかえり、修正という省察的実践のサイクルに従うべきである
が（たとえば Farrell 2014）、L2 学習者の学習効果や達成度の評価から得られるフィードバックは、このプロ
セスの重要な一部である（Smith et al. 2020）。また、手話通訳教育において日本手話スキルが不十分な学習者
が含まれることは、当該学習者にとって通訳学習の効果をもたらさないばかりか、教育プログラムそのものの
到達目標をふまえた指導や学習が困難となってしまう。このため、プログラム受講が可能な日本手話スキルを
有しているかどうか評価を行う必要がある。学習者の手話評価では、音韻論、形態論、形態統語論、構文論、
意味論、ディスコース、語用論などの「言語形式」と、形式を形成するさまざまな状況や文脈に応じて適切な
方法で言語を使用することなどの「言語機能」（Harris 2017）の両方について行う必要がある。日本では、こ
のような各種テストや評価法の開発が進んでおらず、また従来のテストは妥当性・信頼性が低いという問題が
ある。例えば、日本で最も多く用いられている手話評価テストに全国手話検定試験がある。実技試験は手話で
の表現（手話によるスピーチ）と手話での会話（手話による応答）の形式で行われるが、明確な判定基準や判
定の手順が示されていない。これに対し、ACTFL-OPI（ACTFL-Oral Proficiency Interview）に基づいて開
発された SLPI：ASL や ASLPI では、テストの妥当性の検証が学術的になされ、信頼性を高めるために2－3
人の評価者の評価が一致することを判定の条件にしている。また、オランダでは、NTID の SLPI をもとに、
オランダ手話機能評価（NGT Functional Assessment：NFA）が開発されており、CEFR に基づくユトレヒ
ト応用科学大学の通訳・教師養成カリキュラムに適合させるために、CEFR の能力尺度に沿って A1－C2 の
レベルで評価するものとなっている（Boers‒Visker et al. 2015；Smith et al. 2020）。

今後、日本においても、このような妥当性・信頼性の高いテストや評価法を開発してゆくこと、そしてカリ
キュラムやプログラムと共通の能力尺度で評価できるようにしていくことが必要である。

3.4 高等教育としての L2 日本手話・手話通訳教育プログラムの運用
CCIE の認定基準にみられるように、高等教育機関において専門職を養成する場合、プログラムやコースの

設置基準が設けられる。CCIE の認定基準は一見厳しいようにみえるかもしれない。しかし、日本においても、
国家資格取得を目的とする高等教育機関やコースの設置基準や必修科目の指定が詳細に規定されていることに
鑑みれば、驚くに値しない。これらは専門職に必要な知識とスキルを保証するためのものである。

2.3で述べたように、日本の大学では、手話通訳者を専門職として養成できる十分な条件がそろっていない。
しかし、数少ないコマ数のなかで L2 日本手話・手話通訳教育を行うからこそ、その内容と質が学習者の習熟
度やスキルを大きく左右することになる。このため、CCIE の認定基準に照らし合わせてみるに、基準4.0の
教員に関わる事項が重要になってくる。高等教育機関における L2 日本手話・手話通訳教育のスタンダードが
存在しないなかで、教員には、自身が担当する授業の設計のみならず、当該分野における最先端の知識と技能
をもち、カリキュラム、指導、評価におけるスタンダードを作り上げていく能力、豊富な指導・通訳活動経験
から得た授業・教材開発力が求められる。

3.5 教師養成カリキュラムの開発
各地方自治体で行われている厚生労働省の手話奉仕員・手話通訳者養成カリキュラムに基づいた講座では、

地域の人的資源を活かした講師団の編成が中心となっている。そのため、体系だった教師養成プログラムはな
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く、教師に求められる最低基準やそれらを測る能力評価、評価結果に基づいた採用といったものが存在しない。
ProSign プロジェクトでは、L2 手話言語教育の教師に求められるコンピテンシーとして、⚑）教師としての
行動や能力開発の基礎となる専門的な価値観や原則、⚒）言語・コミュニケーション能力、⚓）IT に関わる
能力、⚔）メタ言語、メタ談話、メタ文化的能力、⚕）教授能力、⚖）協働能力、⚗）初級から専門レベルに
至るまでの能力開発のための能力、⚘）専門的な学習の機会、の⚘つの要素をあげている14)。現在、地域で実
施されている教師養成研修の内容を精査し、教師に求められるコンピテンシーに基づいた教師養成カリキュラ
ムを開発していくことが必要である。

3.6 遠隔教育による地域格差解消の促進
社会福祉法人全国手話研修センターの調査（2022）によれば、地方自治体における手話奉仕員養成事業の実

施率は77.0％、手話通訳者養成事業は28.6％（都道府県、政令指定都市、中核市に限れば89.2％）となってい
る。また厚生労働省のカリキュラムは、全国統一的内容を講習するために必要な最低時間数を定めたものであ
り、講座回数や各回の時間数は地域によって大きく異なっている。この他、手話奉仕員養成講座終了者を対象
としたレベルアップ講座を開催している自治体は全体の26.4％、都道府県・指定都市・中核市において意思疎
通支援従事者のキャリアパス構築支援事業を実施している自治体は全体の19％、講師団に対する研修の実施
は、手話奉仕員養成事業で41.6％、手話通訳養成事業で39.6％となっている。これらの実態からは、手話・手
話通訳の学習者の居住地によって、学びの機会、内容、質に地域格差が生じていることが予想される。

このような地域格差の解消に有効なのが遠隔教育である。高等教育機関では、高速無線 LAN、手話・手話
通訳教育に適した学習プラットフォームの構築、オンデマンド講義や教材撮影のためのスタジオ、高度な動画
編集ができる機材、授業記録、受講生の提出物、教材等の大容量の動画を保管できる NAS やプロ仕様のクラ
ウドストレージサービスの契約など、質の高い遠隔教育を行うためのリソースに恵まれている。

群馬大学では、2023年度から、リカレント教育として社会人を対象とした日本手話実践力育成プログラム
（履修証明プログラム)15) を開始している。本プログラムは、群馬大学の教養教育・専門教育として開講して
いる日本手話教育の授業をベーシックコース120時間、手話通訳教育の授業をアドバンスコース90時間として
構成されており、アドバンスコースまで修了すれば、手話通訳者全国統一試験の受験資格を得ることができる
ものである。授業は平日夜間にすべてオンラインで行われるため、仕事を続けながら学ぶことができる。受講
者は北海道から沖縄まで全国各地に散在している。また、2023年度の群馬大学公開講座においては、「手話と
ろう文化」「日本手話の文法を学ぶ」「ろう教育」のテーマで e‒learning 型の講座を多く取りそろえ、約800名
が受講している。

このように、日本手話・手話通訳技術の体系的な学びや継続的な学びに対する潜在的ニーズはかなり大きい
ものであるとみられる。高等教育機関では、遠隔教育を積極的に展開してゆくことで、これらのニーズに応え、
学習者が地域での学びと組み合わせながら高度な日本手話・手話通訳スキルを身につけていけるようにサポー
トしてゆく必要がある。

3.7 L2 手話言語教育学及び関連領域の学術的研究の推進
日本においては、L2 手話言語教育学・手話通訳学における学術的研究が著しく遅れている。大学で L2 日

本手話・手話通訳教育にあたる研究者は、地域や団体で行われている現場での教育実践も含めて、実践による
知見と課題を言語化、理論化していかなければならない。そのためには、教育学や通訳学のみならず、言語学、
文化人類学、コミュニケーション学、社会福祉学、福祉工学といった関連領域との連携による共同研究も重要
となる。例えば、近年 AI 研究が飛躍的に発展しつつあり、香港中文大学、関西学院大学手話言語研究セン
ター、Google 社、日本財団は、ICT や AI による手話認識技術を搭載した手話学習ツールの開発を進め、「手
話タウン」が公式リリースされている。また、学術的成果に基づく国や地方自治体の言語政策・計画

（Language Policy and Planning：LPP）によって、L1/L2 手話言語教育のスタンダードが決定され、それが教
育制度や福祉制度のあり方に影響を与えることになる。日本における関連制度や法律の成立過程について学術
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的な研究を行うことは、L2 日本手話・手話通訳教育のあり方を大きく変える原動力となる。

⚔．結語

日本では、ろう教育において長い間口話教育が席巻し、手話は口話の習得を妨げるものとみなされてきた。
そのため、もっぱら福祉サービスの領域において手話通訳を担う者を養成するなかで、「手話」・手話通訳教育
が行われてきた。公的養成事業として、テキスト・指導書の作成、指導者の養成、各地方自治体での手話奉仕
員・手話通訳養成講座の実施、現任者の研修等を牽引してきた、全日本ろうあ連盟、全国手話研修センター、
日本手話通訳士協会、全国手話通訳問題研究会、各地域のろう協会及び関連団体の功績は大きい。

しかし、その一方で、障害者総合支援法のもと、地域生活支援事業における手話通訳者の派遣と養成が結び
ついた強固なシステムが存在することで、大学では L2 日本手話・手話通訳の教育学に関わる研究や実践が発
展しにくかったとも言える。今後、大学においてもこれらを推進していくとともに、従来の養成システムに関
わる機関、日本手話・手話通訳教師らとの連携を深めていく必要がある。具体的には、日本手話・手話通訳に
関わる学習を大学か地域かという二者択一ではなく、共通の能力尺度による基準において相互に接続可能なも
のとして大学のプログラムを位置づけられるようにすること、そしてさまざまな教育現場と研究の往還を通し
て L2 日本手話・手話通訳教育のスタンダードを作り上げ、その一部を地域での指導・養成に取り込んでいけ
るようにすることが求められる。

付記
本研究は、日本財団助成事業「聴覚障害に関わる支援人材育成を目的とした遠隔手話教育システムの構築」、日本学術振

興会科学研究費補助金（挑戦的研究（萌芽）23K17609）の助成を受けた。

注釈
1）日本唯一の手話通訳者養成校として、国立障害者リハビリテーションセンター学院手話通訳学科がある。群馬大学では、

2017年度より専任教員を配置し、手話奉仕員の資格及び手話通訳者全国統一試験の受験資格が得られるプログラムを教
養教育・専門教育における選択科目として実施している。関西学院大学では、人間福祉学部の選択必修科目である日本
手話Ⅰ〜Ⅳに同大手話言語研究センターの専任教員が関与している。全国手話研修センターが委託を受けて進めている
厚生労働省「若年層の手話通訳者養成モデル事業」では、複数の大学で「手話コミュニケーション講座」「手話ステッ
プアップ講座［手話通訳入門］」が実施されているが、センターが開発したカリキュラムを使用している。講師は当事
者団体等から派遣されており、開催大学の専任教員がカリキュラムやコースの開発・管理運営・指導にあたっているわ
けではない。

2）2021年に社会福祉法人全国手話研修センターが実施した「全国登録手話通訳者アンケート」によれば、コロナ禍の影響
を受けていない2019年度の手話通訳者の年間平均報酬額は170,333円（中央値：⚘万円）であった（社会福祉法人全国
手話研修センター 2023）。

3）自治体の手話奉仕員・手話通訳者養成講座で使われることの多い、厚生労働省カリキュラム準拠のテキストを発売する
一般財団法人全日本ろうあ連盟は、日本手話と日本語対応手話を区別しない立場をとっている。
https://www.jfd.or.jp/2018/06/19/pid17838（2023年12月15日アクセス）

4）厚生労働省「手話奉仕員及び手話通訳者の養成カリキュラム等について」
https://www.mhlw.go.jp/content/001112995.pdf（2023年12月15日アクセス）
なお、本稿では、この令和⚕年⚖月26日に発出された新カリキュラムについて言及している。

5）ACTFL は1996年に「The Standards for Foreign Language Learning for the 21st Century」（21世紀の外国語学習基準）
を策定した。2015年には、それを「World‒Readiness Standards for Learning Languages」に改名している。最新版は
2020年の第⚔版である。The National Standards Collaborative Board. (2015). World‒Readiness Standards for Learning
Languages. 4 th ed. Alexandria, VA: Author.（2023年12月15日アクセス）
この他、ACTFL では「ACTFL 言語能力ガイドライン」（ACTFL Proficiency Guideline）が開発されているが、ASL
に適用したガイドラインはまだ作られていない。このガイドラインでは、話す、書く、聞く、読む、の観点から、個人
が言語を使って何ができるのか、超級、上級、中級、初級のレベルに分けて記述されており、CEFR のレベルとの対応
が進められている。https://www.actfl.org/uploads/files/general/Assigning_CEFR_Ratings_To_ACTFL_Assessments.
pdf（2023年12月15日アクセス）

6）ASLPI について
https://gallaudet.edu/american‒sign‒language‒proficiency‒interview‒aslpi/（2023年12月15日アクセス）
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7）ASLTA の Web サイトを参照。 https://aslta.org/certification‒begins‒here/（2023年12月15日アクセス）
8）米国労働統計局職業展望ハンドブック メディアとコミュニケーション

https://www.bls.gov/ooh/media‒and‒communication/interpreters‒and‒translators.htm（2023年12月15日アクセス）
9）CCIE 認定基準（2019年改訂） https://www.ccie‒accreditation.org/standards.html（2023年12月15日アクセス）

10）CCIE の認定プログラムを実施している高等教育機関
https://www.ccie‒accreditation.org/accredited‒programs.html（2023年12月15日アクセス）

11）ノースフロリダ大学 ASL／英語通訳プログラム
https://www.unf.edu/coehs/lscsm/asl/index.html（2023年12月15日アクセス）

12）群馬大学手話サポーター養成プロジェクト室「開講科目と資格取得」
https://sign.hess.gunma‒u.ac.jp/education/subject.html（2023年12月15日アクセス）

13）日本学術振興会科学研究費補助金 挑戦的研究（萌芽）23K17609（研究代表者：中野聡子）
https://kaken.nii.ac.jp/ja/grant/KAKENHI-PROJECT-23K17609/（2023年12月15日アクセス）

14）ProSign プロジェクト「手話言語教育における教師のコンピテンシー」
https://www.ecml.at/Portals/1/5MTP/Pro%20Sign%20II/documents/Teacher‒Competences‒for‒Sign‒Languages‒in‒
Education.pdf（2023年12月15日アクセス）

15）日本手話実践力育成プログラム（履修証明プログラム）は、文部科学省の職業実践力育成プログラム（BP）に認定を
受けている。またベーシックコースは厚生労働省の専門実践教育訓練の指定講座の認定を受けている。履修証明制度に
ついては、以下のサイトを参照のこと。
https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/shoumei/（2023年12月15日アクセス）
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『日本特殊教育学会第61回大会論文集』掲載論文

電話リレーサービス通訳オペレータ養成カリキュラムの開発と展望 
 

  企画者    中野聡子（群馬大学共同教育学部）     

司会者    二神麗子（日本社会事業大学社会福祉学部） 

          話題提供者  新海 晃（広島大学大学院人間社会科学研究科） 

                金澤貴之（群馬大学共同教育学部） 

                二神麗子 

                中野聡子 

          指定討論者  大沼直紀（一般財団法人日本財団電話リレーサービス） 

 

KEY WORDS: 電話リレーサービス 手話通訳 文字通訳

 

【企画趣旨】（中野聡子） 

令和 2年 6月 12日に「聴覚障害者等による電話の利用
の円滑化に関する法律」が公布され，令和 3年 7月 1日か
ら公共インフラとしての電話リレーサービスが開始された。 
本企画では，聴覚障害者等による電話の利用の円滑化に

関する法律第７条第１項の規定に基づく聴覚障害者等によ

る電話の利用の円滑化に関する基本的な方針の三の１の⑦

に基づき，厚生労働省が別に定める養成カリキュラム（総

情活第 101号・障企自発 1101第１号・令和４年 11月１日）
の原案を作成するため，令和 2・3 年度厚生労働科学研究
費補助金（障害者政策総合研究事業）「電話リレーサービス

の担い手となる通訳者の養成のための研究」（20GC1014）
の助成を得て行った研究の一部について報告し，また質の

高い電話リレーサービスを提供していくための将来的な展

望について述べる。なお本研究は，群馬大学人を対象とす

る医学系研究倫理審査委員会の承認を得て行われた（試験

番号HS2020-190，HS2020-191）。 
 
【話題提供者の趣旨】 

１．通訳資格保持者・電話リレーサービス利用者を対象とした

定量調査（新海晃） 

電話リレーサービスの担い手（通訳オペレータ）として，

手話通訳または要約筆記に係る資格を有する者が想定され

ている。しかし，電話リレーサービスでは従来の手話通訳・

文字通訳にはなかった幅広い場面に対応できる通訳スキル，

オペレーションスキル，職業倫理及び行動規範等が求めら

れると考えられる。また，電話リレーサービスを有益なも

のとするには，利用者のニーズを把握することも必要不可

欠である。 
本発表では，手話通訳・要約筆記に係る資格を有する者

を対象とした実態調査ならびに電話リレーサービスの利用

者を対象とした実態調査の結果について報告し，通訳オペ

レータ養成における課題について話題を提供する。 
 

２．電話リレーサービスに関わる管理職・通訳オペレータ・利用

者を対象とした定性調査（金澤貴之・二神麗子） 

電話リレーサービスの通訳オペレータには，福祉サービ

スとしての対人援助ではなく，「電話」を成り立たせる仲介

者として「そのまま通訳する」ことが求められている。と

はいえ，これまで電話を経験したことがない聴覚障害者に

は電話特有のマナーや方法がわからず，一方聞こえる人た

ちには「電話リレーサービスを介して聴覚障害者が電話を

している」ことがイメージできない。そのため通訳オペレ

ータは，双方が「そのままやりとりをする」ことを達成す

るために何らかの調整行為を担っていると考えられる。本

発表では，電話リレーサービスに関わる管理職，通訳オペ

レータ，利用者を対象として，通訳オペレータが担う「調

整行為」を明らかにするために行った定性調査の結果につ

いて報告し，また通訳オペレータの養成における課題につ

いて話題を提供する。 
 

３．通訳オペレータ養成カリキュラムの作成（中野聡子） 

電話リレーサービスに関わる人々の実態から，通訳オペ

レータに求められる知識やスキル等について，「電話リレー

サービスの基礎知識と通訳オペレーションの手順」「日本手

話・ろう文化を背景とする先天性聴覚障害者に対する手話

通訳・文字通訳」「より高度な手話言語スキル，手話通訳／

文字通訳スキル」「意思疎通支援事業とは異なる通訳オペレ

ータとしての職業倫理」「職業倫理に則った効果的な意思決

定を考え出すスキル」「通話マネジメント方略」「ケース検

討の手法」「自己研鑽を続ける意欲及び態度」といった要素

が不可欠であると考えられた。これらをふまえて研修修了

時到達目標を 15 項目設定し，学習成果基盤型教育の考え
方に沿って教育全体をデザインした合計 40 時間の養成カ
リキュラムを作成した。知識と実践を結びつける学びを軸

に据えて，研修修了後の現場実践のなかでスキル向上を確

実なものにしていくための土台を形成し，高度な通訳スキ

ルと問題解決スキルを有した通訳オペレータの育成を期待

することができるカリキュラムとなった。 
 
【指定討論者の趣旨】（大沼直紀） 

養成カリキュラムに則って開始された一般財団法人日本

財団電話リレーサービスにおける研修の実施状況と課題等

について報告する。質の高い電話リレーサービスの実現は，

通訳オペレータの手話通訳・文字通訳スキルに負うことは

当然であるが，総務大臣指定の提供機関として健全な運営

がなされていることが基本である。本格的サービス開始以

降 2年間の実績と現状について情報提供する。聞こえる人
たちに向けた聴覚障害者等との電話コミュニケーションの

理解啓発プログラムが必須となる。オペレータが担う調整

行為の実態と課題を明らかにするには，聴覚障害者等とあ

わせて聞こえる人の利用についての定性調査も必要であろ

う。聾学校や難聴学級における電話コミュニケーション教

育を見据えたカリキュラム作成も必要となる。難聴者，中

途失聴者，高齢者等のニーズに応えるための字幕付き電話

(CTS)が 2024年 10月を目途に提供するのに伴い，文字リ
レーと手話リレーに加え，新たな通訳オペレータの役割と

カリキュラムの内容が検討されなければならない。全国の

拠点となる高等教育機関が「電話コミュニケーション科学」

という新たな研究分野の構想に連携できないだろうか。 
(NAKANO Satoko, SHINKAI Akira, KANAZAWA Takayuki, 

FUTAGAMI Reiko, ONUMA Naoki) 
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